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様式１－２－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 評価の概要様式 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 
評価対象中期目

標期間 
中期目標期間実績評価 第３期中期目標期間 
中期目標期間 平成２５～２９年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 厚生労働大臣 
 法人所管部局 社会・援護局障害保健福祉部 担当課、責任者 企画課施設管理室 遠藤 征也 室長 
 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 政策評価官室 中村 裕一郎 政策評価官 
主務大臣  
 法人所管部局  担当課、責任者  
 評価点検部局  担当課、責任者  

 
３．評価の実施に関する事項 
７月 19 日に独立行政法人評価に関する有識者会議医療・福祉ＷＧにおいて有識者からの意見聴取、法人の長等からのヒアリングを実施した。 

 
 
 

 
 
４．その他評価に関する重要事項 
なし。 
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様式１－２－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 総合評定様式 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ｂ：全体としておおむね第３期中期目標における所期の目標を達成していると認められる。 （参考：見込評価）※期間実績評価時に使用 
Ｂ 

評定に至った理由 項目別評定 18 項目のうち、Ａが３項目、Ｂが 15 項目となっており、また全体として評定を引き下げる事象もなかったため、｢Ｂ｣評定とした。 

 

 
 

 
２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価   ①施設入所利用者の高齢化・重症化が進み本人や家族からの地域移行の同意を得ることが難しくなっている中で、平成 29 年度を除き、５人の地域移行を実現し、第３期中期

目標期間における施設入所利用者の 16％縮減の目標を達成していること、②高齢知的障害者に対する専門性の高い支援を実践し、他の施設では受入れが困難な著しい行動障害等

を有する者や福祉の支援が必要な矯正施設等退所者を受入れ、有期限のモデル的支援を実施していること、③社会的ニーズ等を踏まえ調査研究を実施し、その成果について養成・

研修や援助・助言等を通じて他の障害者支援施設等への普及・活用に努めていること等、第３期中期目標の達成にむけて着実に取り組んでいることは高く評価できる。 

  また、全体評定に影響を与える事象等は検出されておらず、全体として順調な組織運営が行われていると評価する。 
 

 
全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 
なし。 

 
３．課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した

課題、改善事項 
なし。 

 
 

その他改善事項 なし。 
主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 
なし。 
 
 

 
４．その他事項 
監事等からの意見 なし。 

その他特記事項 なし。 
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様式１－２－３ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定総括表様式 

中期目標 年度評価 中期目標期間評

価 
項目別

調書№ 
備考欄  中期目標 年度評価 中期目標期

間評価 
項目別

調書№ 
備考欄 

 ２５

年度 
２６

年度 
２７

年度 
２８

年度 
２９

年度 
見込評

価 
期間実

績評価 
  ２５年

度 
２６年

度 
２７年

度 
２８

年度 
２９年

度 
見込

評価 
期間

実績

評価 
Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  
 施設利用者の地域移
行への取組 

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ １－１    効率的な業務運営体制
の確立 

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２－１  

施設入所利用者の高

齢化に対応した支援 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ○ Ｂ○ Ｂ○ Ｂ○ １－２    内部統制・ガバナンス

強化への取組 
Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２－２  

著しい行動障害等を

有する者等への支援 
Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ １－３    業務運営の効率化に伴

う経費節減 
Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２－３  

矯正施設等退所者へ

の支援 
Ａ 

 

Ｂ 

 

Ｂ 

 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １－４    効率的かつ効果的な施
設・整備の利用 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２－４  

発達障害児・者及び

地域で生活する重度

の障害児・者への支

援 

Ａ 

 

Ａ 

 

Ｂ○ 

 

Ｂ○ Ｂ〇 Ｂ○ Ｂ○ １－５    合理化の推進 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２－５  

調査・研究のテー

マ、実施体制等 
Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ    Ｂ １－６              

 成果の積極的な普
及・活用 

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 
 
１－７              

 養成・研修、ボラン
ティアの養成 

Ｓ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １－８   Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  

 援助・助言 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ    Ａ １－９    財務内容の改善に関す
る事項 

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３－１  

その他の業務 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １－10              
 サービス提供等に関
する第三者から意見

等を聴取する機会の

確保 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １－11              

            Ⅳ．その他の事項  
             その他業務運営に関す

る重要事項 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４－１  

                      
                       
※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。 



4 
 
 
 
 

様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１ 施設利用者の地域移行への取組 

関連する政策・施策 Ⅷ－１－１障害者の地域における生活を支援するため、障害者の生活の場、働く場や地域
における支援体制を整備すること 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

法第１１条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
難易度：「高」 

のぞみの園（平成 30 年 3月 31 日現在）の施設入所利用者の平均年齢は「63.9 歳」、平均入所期間は

「38.6 年」、障害支援区分（1～6）の平均は「5.9」、出身都道府県は 38 都道府県（153 市町村）であ

り、重度の知的障害かつ高齢かつ長期の入所者が多くを占めていることから、地域移行を進めることに

非常に困難さを要している状況である。 

移行先の確保については、対象者の機能低下が著しく、かつ医療的支援を必要とする高齢知的障害者

であることから事業所が消極的にならざるを得ない状況にあり、地域移行を進めるに当たってハード

ルをさらに高くしている実態がある。 

のぞみの園においては、これらの実態を踏まえ、入所利用者の地域移行を引き続き推進するととも

に、第３期中期目標期間において年間５人程度の地域移行を実現することとしているが、期間の経過に

より地域移行の難易度が高くなる傾向にあり、第２期中期目標期末（24 年度）では、地域移行者の平

均年齢 52.1 歳、平均在所期間 24 年 5 か月、平均障害程度区分 4.6 であるが、第３期中期目標期（29

年度）は、地域移行者の平均年齢 69.0 歳、平均在所期間 46年 1か月、平均障害支援区分 6.0 であるこ

とから、難易度が高い目標である。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
行政事業レビューシート番号 748 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間
最終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度  指標 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

地域移行し

た者の数 
（計画値） 

年間５人程

度 

－ ５人程度 ５人程度 ５人程度 ５人程度 ５人程度  予算額（千円） － － － － － 

地域移行し

た者の数 
（実績値） 

－ 21.2 人 
（前中期目標期間
は利用者数 3割減
の目標があったた
め） 

５人 ５人 ５人 ５人 ２人  決算額（千円） － － － － － 

達成度 － － 100％ 100％ 100％ 100％ 40％ 経常費用（千円） － － － － － 

        経常利益（千円） － － － － － 
        行政サービス 

実施コスト（千円） 
－ － － － － 

        従事人員数（人） － － － － － 
注）セグメントと評価項目が対応していないため、インプット情報の算出は困難。 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標

等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績 

評価） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１自立支援

のための取

組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）重度

知的障害者

１自立支援

のための取

組 

 重度の知

的障害者に

対する先導

的かつ総合

的な支援の

提供等を目

的とする国

立の施設で

あることを

踏まえ、次

の取組を行

うことによ

り、重度か

つ高齢の知

的障害者の

自立に向け

たモデル的

な支援の確

立に努める

とともに、

他の知的障

害関係施設

等に対し、

これらの知

的障害者に

対する支援

方法等のモ

デルを提供

する。 

（１）地域

移行への取

＜主な定量的指

標＞ 

・地域移行した

者の数 

 

＜その他の指標

＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・施設入所利用

者数について、

〈主要な業務実績〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１) 地域移行への取組 

地域移行への取組は、利用者の高齢化･重度化が進み困難になる中、丁寧かつきめ細かく計画的に進めた。 

〈評定と根拠〉 

評定：Ａ 

地域移行への取

組みについては、

前中期目標期間

（平成 24年度）ま

でと比べて、加齢

による機能低下、

重症化が進み、医

療的ケアを必要と

する者など、特別

な支援を必要とす

る者が増えてい

る。 

また、受入れの

確保として、出身

自治体等の事業所

等に協力要請する

ものの現員(空き

状況)の他に、介護

度の高さや医療的

ケアの必要性から

受入れに消極的な

事業所が増えてい

る実態がある。 

平成29年度には

旧法人からの利用

者（220 人）の保護

者を対象に、地域

移行に関するアン

ケート調査を実施

した。（回収181人、

回収率 82.3％）。ア

ンケートの結果、

評定 Ａ 評定 Ａ 

＜評定に至った理

由＞ 

地域移行への取

組については、前中

期目標期間（平成

24 年度）までと比

べて、高齢化・重症

化が進み本人や家

族の地域移行の同

意を得ることが難

しくなっており、ま

た、認知症の発症、

身体の機能低下、さ

らに親の高齢化（又

は死亡）、受入事業

所の待機待ちなど

その状況が年々増

えており、この間も

入所利用者の重症

化が進み、地域移行

が困難な者のみと

なっている状況で

あり、地域移行者５

名の目標も難易度

が高いものとなっ

ている。そのような

状況の中で、各年度

とも５人の利用者

の地域移行を実現

させている。 

また、本人及び家

族への同意を得や

すくするための働

＜評定に至った理

由＞ 

地域移行のため

の取組について

は、前中期目標期

間末（平成 24年度）

までと比べて、高

齢化・重症化が進

み、本人や家族の

地域移行に関する

同意を得ることが

難しくなってい

る。 

また、認知症の

発症、身体の機能

低下、さらに親の

高齢化（又は死

亡）、受入事業所の

待機待ちなどの状

況が年々増えてい

る。あわせて、入所

利用者の重症化が

進み、地域移行が

困難となっている

状況があり、「年間

５人程度」という

地域移行した者の

数についての計画

値は、難易度が高

くなっている。 

このような状況

で、平成 29年度を

除き、毎年５人の
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のモデル的

な支援を行

うことによ

り、施設入

所利用者の

地域への移

行を引き続

き推進して

いくこと 

等により施

設入所利用

者数につい

て、第 2期

中期目標終

了時（平成 

25 年 3 月

31 日）と比

較して、

16％縮減す

ること。 

 

組 

施設入所

利用者の地

域移行を引

き続き推進

すること等

により施設

入所利用者

数につい

て、第２期

中期目標終

了時（平成

25 年 3 月

31 日）と比

較して、

16％縮減す

る。 

 なお、地

域移行に当

たっては、

入所利用者

一人ひとり

やその保護

者等家族の

同意を得る

ことや移行

先の確保等

に、丁寧か

つきめ細か

く取組を進

める。  

第 2期中期目標

終了時（平成 25

年 3月 31 日）と

比較して、16％

縮減する目標に

対する進捗状況

はどうか。 

・地域移行につ

いて計画的に実

施しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・施設利用者及

び保護者等へ丁

寧な説明を行う

とともに、同意

を得るための取

組に努めている

か。 

 

 

 

 

 

 

〔地域移行の実績〕 

・平成 25年度  ５人 

・平成 26年度  ５人 

・平成 27年度  ５人 

・平成 28年度  ５人   

・平成 29年度  ２人  （小計 22 人 第１期･第２期との累計で 172 人) 

【地域移行者の状況】 

項目／年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

男性 １人 ２人 ４人 ４人 ０人 

女性 ４人 ３人 １人 １人 ２人 

移行先都道府県 １都４県 １都４県 １都２県 ２県 ２県 

平均年齢 63.4 歳 63.3 歳 54.0 歳 64.0 歳 69.0 歳 

平均在籍年数 39 年 2 か月 39 年 1 か月 31 年 6 か月 42 年 10 か月 46 年１か月 

 

【地域移行した入所利用者の重度者の割合】 

項目／年

度 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度  

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 

非該当 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 

区分１ 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 

区分２ 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 

区分３ 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 

区分４ 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 

区分５ 2 40% 3 60% 2 40% 2 40% 0 0% 

区分６ 3 60% 2 40% 3 60% 3 60% 2 100% 

合計 5 5 5 5 2 

 

〔同意を得るための取組〕 

保護者会総会や各寮で行われる保護者懇談会や保護者の面会の機会を利用して、地域移行の取組みについて説明

し、理解を促した。保護者懇談会等において説明する際は、地域での生活の様子をわかりやすくするために、写真や

ビデオを活用した。 

また、平成 27 年度までは地域移行した入所利用者の様子を紹介する「のぞみの園地域移行通信」を年４回発行し、

保護者全員に配布してきたが、平成 28 年度には、地域移行する入所利用者が少ないことや移行する時期が年度末に

なることも多いことから、年間を通じて発行することが難しくなり、配布することを中止した。 

平成 29 年度には、平成 28 年度と平成 29 年度に地域移行した利用者の様子を紹介するため「のぞみの園地域移行通

信」を年 1回配布した。 

 
 
 

地域移行に同意し

た者は４人（２％）

（１人は地域移

行、２人は調整中、

１人は同意と反対

を繰り返してい

る。）、また、地域移

行に反対は 167 人

（92％）という結

果だった。 

このような事情

から地域移行につ

いて本人の意思確

認や家族からの地

域移行の同意を得

ることが難しくな

っている状況であ

るが、本人及び保

護者への働きかけ

として、保護者懇

談会にて地域移行

について説明、個

別面談の機会を設

けることで地域生

活に対する理解に

向けた取組を行っ

てきた。 

平成 29 年度、新

規に地域移行の同

意をとった者は 3

人で、2人は平成29

年度に地域移行

し、1人は現在のぞ

みの園グループホ

ームで宿泊体験に

向け調整中であ

る。 

また、上記のほ

かこれまでに同意

きかけについては、

地域生活体験ホー

ムの利用などを通

じて行い、さらに、

保護者懇談会や面

会の機会を活用し

て地域移行の理解

を深めるための工

夫が見られる。地域

移行した者に対す

るフォローアップ

についても、移行者

全員に対して電話

等により生活状況

を確認している。 

 上記のことから、

難易度が高まる中

で、第３期中期目標

の所期の目標を達

成すると見込まれ

るため、「Ａ」評定と

する。 

 

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

＜その他事項＞ 

 なし。  

                      

入所利用者が地域

移行している。 

また、本人及び

家族からの同意を

得やすくするた

め、グループホー

ム等を活用した地

域生活体験などを

行うとともに、保

護者懇談会や面会

の機会を活用して

地域移行に対する

理解を深める取組

みを行っている。

地域移行した者に

対するフォローア

ップについても、

計画的に実施して

いる。 

 上記のことか

ら、地域移行を進

めるにあたり難易

度が高まる中で、

平成 29 年度を除

き、地域移行者数

についての計画値

（年間５人程度）

を達成し、第３期

中期目標期間にお

ける施設入所利用

者の 16％縮減の目

標も達成している

ことを考慮し、第

３期中期目標期間

の目標を上回る成

果が得られている

と認め、Ａ」評定と

する。 
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・施設利用者に

対して、地域生

活体験等地域生

活に向けた個別

支援計画の作成

に取り組んでい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【保護者懇談会実施状況】 
項目／年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施寮 16 16 14 13 12 

参加家族数 143 125 113 114 97 

出席者数 216 181 171 165 149 

  
〔同意を得ている入所利用者数〕 
・平成 25年度  40 人  
・平成 26年度  34 人  
・平成 27年度  24 人  
・平成 28年度  18 人 
・平成 29年度  15 人 
※ 同意者は年度当初の実数で、年度内に新規に本人または家族から同意を得られた者、家族が同意を取り消した

者、死亡した者、地域移行した者など、年度毎に対象者は変わっている。 
また、同意はされているものの現在は医療的ケアが必要な状態となっており、現実的には困難と医師から所見を受け

ている者も含まれている。 
 
【同意者の内訳】 
項目／年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

同意書 40 34 24 18 15 

新規同意書 0 2 3 4 2 

同意取消し 0 7 3 2 13 

死亡した者 1 0 1 0 0 

地域移行者 5 5 5 5 2 

医師所見付き 4 3 2 2 0 

 
〔宿泊体験、日中体験等の提供〕 
出身地の障害者支援施設やグループホームでの宿泊体験や余暇活動等の日中体験への参加を通して、地域移行や地域

生活を体験し、本人の思いの確認やニーズの把握（アセスメント）に取り組んだ。また、家族に対して、宿泊体験等

の取組期間中に実際の様子を確認していただき、地域移行や地域生活に対する不安の解消や支援内容への理解を促す

ための働きかけをした。 
具体的に地域移行を予定する者に対しては、移行先の事業所の見学や現地での宿泊体験を実施した。また、当法人の

グループホームへの移行にあたっては、日中体験等についても実施した。 
 
 
 
 
 
 
 

のあった 2 人につ

いて、1人は事業所

に待機中、1人は自

治体と現在調整中

である。 

さらに平成29年

度に 2 人について

受入れ可能な事業

所を確保したもの

の、保護者の同意

が得られず断念し

た。 

中期目標期間に

おいては、毎年度

の上記のような課

題の困難さ、重要

度に対し計画的に

丁寧に取り組むこ

とにより、16％縮

減が達成できたこ

とから、Ａ評定と

した。 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

 

 

 

 

 

 

（参考データ） 
○前中期目標期間

の地域移行の実績 

 

＜平成 20年度＞ 

地域移行者数 24

人、平均年齢 57.5

歳、平均在所期間

33 年 6 か月、平均

障害程度区分 4.3 

＜平成 21年度＞ 

地域移行者数 21

人、平均年齢 56.2

歳、平均在所期間

32 年 6 か月、平均

障害程度区分 4.2 

＜平成 22年度＞ 

地域移行者数 22

人、平均年齢 59.8

歳、平均在所期間

35 年 5 か月、平均

障害程度区分 4.8 

＜平成 23年度＞ 

地域移行者数 21

人、平均年齢 56歳、

平均在所期間32年

7 か月、平均障害程

度区分 4.6 

＜平成 24年度＞ 

地域移行者数 18

人、平均年齢 52.1

歳、平均在所期間

24 年 5 か月、平均

障害程度区分 4.6 

 

○第 3 期中期目標

期間の地域移行の

実績 

＜平成 25年度＞ 
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・施設利用者の

地域移行の実現

のため、地域移

行先の自治体や

施設・事業所等

との協力・調整

に努めている

か。 

・地域移行先を

確保するための

取組に努めてい

るか。 

・移行後の生活

について、本人

及び保護者等が

安心・信頼でき

る環境を整える

ために移行先と

の連携は図られ

ているか。 

【地域生活体験（日中・宿泊体験）の実施回数】 
項目／年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

人数等 実人数 延べ人数 延べ日数 実人数 延べ人数 延べ日数 実人数 延べ人数 延べ日数 実人数 延べ人数 延べ日数 

宿泊体験（重介護） 2 2 4 4 3 32 3 5 42 0 0 0 

（通常） 13 25 428 16 41 567 16 46 901 3 3 76 

日中体験（重介護） 9 13 13 15 19 19 7 8 8 0 0 0 

（通常） 27 31 31 21 26 26 19 21 22 3 4 4 

長期宿泊（自閉症） 5 5 1,787 5 5 1,786 5 5 1,642 - - - 

合計 56 76 2,263 61 94 2,430 50 85 2,615 6 7 80 

 

項目／年度 平成 29 年度 

人数等 実人数 延べ人数 延べ日数 

宿泊体験（重介護） 0 0 0 

（通常） 0 0 0 

日中体験（重介護） 0 0 0 

（通常） 1 1 1 

長期宿泊（自閉症） - - - 

合計 1 1 1 

※平成 25年度～27年度は地域生活体験ホームで実施、平成 28､29 年度はグループホームで実施 

 

【移行先予定事業所での見学・宿泊体験等の実施回数】 

項目／年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

対象者 7 人 4 人 4 人 5 人 1 人 

見学 7 回 4 回 3 回 2 回 0 回 

宿泊体験 3 回 2 回 4 回 4 回 1 回 

延べ日数 92 日 22 日 61 日 190 日 37 日 

※年度内で実施した利用者であり、年度内に地域移行していない者も含む。 

 

〔移行先の確保〕                                                          

地方自治体、事業所等への協力要請として、厚生労働省主管課長会議や関係団体等が開催する全国規模の会議にお

いて、資料提供を行った。要請及び協力依頼を行う会議等は、厚生労働省障害保健福祉部主管課長会議、全国心身障

害者コロニー連絡協議会等である。 

なお、地域移行を予定している施設利用者の出身都道府県、市区町村に対しては、情報提供を始め、個別に調整を

行った。 

当法人においても、直営グループホームを４か所（定員 28 人）運営し、本人や家族からの要望に応えている。現

在 27人が入居している。 

 
 

地域移行者数5人、

平均年齢 63.4 歳、

平均在所期間39年

2 か月、平均障害程

度区分 5.6 

＜平成 26年度＞ 

地域移行者数5人、

平均年齢 63.3 歳、

平均在所期間39年

1 か月、平均障害支

援区分 5.2 

＜平成 27年度＞ 

地域移行者数5人、

平均年齢 54.0 歳、

平均在所期間31年

6 か月、平均障害支

援区分 5.6 

＜平成 28年度＞ 

地域移行者数5人、

平均年齢 64.0 歳、

平均在所期間42年

10 か月、平均障害

支援区分 5.6 

 

○ 施設入所利用

者数の推移 

平成 29年度末の施

設入所利用者数

は、平成 24年度末

と比べ、22％縮減

している。 

平 成 24 年 度末 

292 人 

平 成 25 年 度末 

276 人 

平 成 26 年 度末 

260 人 

平 成 27 年 度末 

248 人 
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４．その他参考情報 
特になし 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

・地域移行した

者のフォローア

ップを定期的に

行っているか。 

 

【個別に調整した都道府県及び市区町村】 
項目／年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

都道府県 5 都県 9 事業所 - - - - 

市区町村 20 市 4 区 4 町 26 市 5 区 4 町 22 市 7 区 5 町 64 市 6 区 10 町 1 村 7 市 2 区 

注）平成 26年度以降、障害福祉サービス等については都道府県から市町村へと事務移譲（基礎自治体への権限移譲）
されたことを受け、都道府県との調整は行っていない。 
 

〔地域移行した入所利用者へのフォローアップ〕 

これまでに地域移行した入所利用者の状況把握や移行先事業所でのモニタリング等については、計画的に実施し

ている。年度当初、計画を組み、①昨年度地域移行した者、②地域移行後、５年が経過した者、については、移行

先事業所に訪問し、本人への面談、事業所での聞き取り、モニタリングを実施している。また、その結果について

家族に報告している。 

なお、上記に関連して、同一法人事業所や近隣の事業所に地域移行した入所利用者についても、同様にフォロー

アップすることとしている。 

その他については、電話やメール等で様子の確認や何らかの変化が生じ、入院等を余儀なくされたなど、定期的

に連絡し合い、早期の対応を心がけている。 

 

【フォローアップの実績】 

項目/年度 
平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

訪問 通信 訪問 通信 訪問 通信 訪問 通信 訪問 通信 

延べ人数 97 277 69 266 43 227 53 218 18 252 

延べ回数 184 870 88 616 86 585 63 342 35 363 

 

 

 

 

平 成 28 年 度末 

238 人 

平 成 29 年 度末 

228 人  

 

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

＜その他事項＞ 

 なし。 

 



10 
 
 
 
 

様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―２ 施設入所利用者の高齢化に対応した支援 

関連する政策・施策 Ⅷ－１－１障害者の地域における生活を支援するため、障害者の生活の場、働く場や地

域における支援体制を整備すること 
当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

法第１１条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」 

平成 26 年度全国知的障害児・者施設事業実態調査(日本知的障害者福祉協会)によると施設入所支

援における 65歳以上の利用者は 17，511 人で全体の 27％を占めているが、年々この割合が増える傾

向があり、全国の障害者支援施設では、その対策が喫緊の課題となっている。 

こうした中、のぞみの園では、生活支援部のみならず研究部・診療部の協力を得て高齢の施設入所

利用者に対する専門性の高い支援を実践するとともに、全国に向けて、その情報を発信している。そ

の１つである高齢知的障害者の支援に携わる若手職員などを対象とした、認知症及び高齢知的障害

者の支援に必要な専門知識と技術を習得することを目的とした実務研修の受入れでは、平成 25 年度

については３人だったものが平成 26 年度では倍の４人となり平成 27,28 年度と５人、平成 29 年度

は９人と全国、北は北海道から南は熊本県まで受入れており、希望する事業所は年々増加しその重

要度も年々高くなってきている。 

 また、全国からの知的障害関係施設等の求めに応じ、高齢知的障害者の支援に関連したテーマ（「高

齢知的障害者の支援について」、「「50歳からの支援ー認知症になった知的障害者－」より学ぶ知的障

害者の高齢化像」等）にて高齢者支援グループ職員の講師派遣を行った。知的障害関係施設等におい

て高齢化に伴う高齢者の支援については喫緊の課題となっており、平成２５年度６件、平成２６年

度５件、平成２７年度４件、平成２８年度８件、平成 29 年度に９件と派遣を希望する事業所は年々

増加しその重要度も年々高くなってきている。さらに、のぞみの園の具体的な取り組みの講演は、支

援の実践等、他の障害者支援施設・事業所にて大変好評であった。 

 平成28年度における認知症ケア研究チームの医療連携の実際や認知症に罹患した知的障害者を支

援する上で大切な視点（認知症診断後も睡眠障害、食欲不振、異食等の周辺障害の進行を促進させな

いために食事･排泄・睡眠・日中の様子といった生活記録や、細やかな観察と支援員間の情報共有が

重要となる）を紹介した「認知症に罹患したダウン症者に関する研究－3人のダウン症の変化に着目

して－」の研究成果は、認知症ケア学会において独創性、有用性、発展性が高く評価され「石﨑賞」

を授与した。 

平成 29 年は認知症の診断後 10年を経過した入所者の経年変化を検証し 5月 26 日、27日に開催さ

れた第 18回日本認知症ケア学会大会においてポスター発表を行った。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
行政事業レビューシート番号 748 
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２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
指標 達成目標 基準値 

(前中期目標期
間最終年度値
等) 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度  ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

高齢知的障
害者支援に
関するセミ
ナーの開催
（計画値） 

期間合計で

5回開催 

－ 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 予算額（千円） － － － － － 

高齢知的障
害者支援に
関するセミ
ナーの開催
（実績値） 

－ － 

(25 年度開

催） 

1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 決算額（千円） － － － － － 

達成度 － － 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 経常費用（千円） － － － － － 

参加者 
（計画値） 

期間全体で 

950 人 

－ 250 人 250 人 150 人 150 人 150 人 経常利益（千円） － － － － － 

参加者 
（実績値） 

－ － 326 人 239 人 152 人 239 人 211 人 行政サービス 
実施コスト（千

円） 

－ － － － － 

達成度 － － 130％ 96％ 101％ 159％ 141％ 従事人員数（人） － － － － － 

満足度 
（計画値） 

各年度

80％以上 

－ 80％以上 80％以上 80％以上 80％以上 80％以上        

 満足度 
（実績値） 

－ － 99％ 93％ 93％ 83％ 77％        

 達成度 － － 124％ 116％ 116％ 104％ 96％        

注）セグメントと評価項目が対応していないため、インプット情報の算出は困難。 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  
（２）高齢の

施設入所利用

者に対する専

門性の高い支

援を実践する

こと。 

特に、認知

症を発症した

者、機能低下

の著しい者及

び医療的ケア

の必要な者に

対する専門性

の高い支援を

実践するこ

と。 

 

（２）施設入

所利用者の高

齢化に対応し

た支援 

高齢の施設

入所利用者に

対する専門性

の高い支援を

実践する。 

特に、認知

症を発症した

者、機能低下

の著しい者及

び医療的ケア

の必要な者に

対する専門性

の高い支援を

実践する。 

＜主な定量的指標＞ 

・高齢知的障害者支

援に関するセミナ

ーの開催 

・参加者 

・満足度 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

・高齢化に対応した

施設、設備の整備や、

日中活動プログラム

の工夫などに取り組

んでいるか。 

 

・認知症、機能低下に

より医療的ケアの必

要な利用者について、

福祉と医療が連携し

た専門性の高い支援

を行っているか。 

 

・高齢の施設入所利

用者の支援のため、研

修を行うなど職員の

専門性の向上に努め

ているのか。 

 

・支援の実践等につ

いて、他の障害者支援

施設・事業所が活用で

きるよう情報提供、普

及に努めているか。 

〈主要な業務実績〉 

（２）高齢知的障害者への自立支援 

○ 高齢者支援については、平成 25 年度から毎年度、入所利用者の高齢化に対応

した生活環境や身体状況に相応した日中活動や自立に向けた効果的な支援方法に

ついて検討を行い、効果的なサービスの提供を行った。認知症ケア研究班等の継続

的な研究を通じて情報の共有化を図り適切な支援を実践した。加えて、高齢者支援

事例検討会(医療的ケア班、機能低下班)を設置し、機能低下の著しい高齢知的障害

者及び医療的ケアの必要な高齢知的障害者について医療との連携による適切な介

護及び医療的ケアの提供を行いつつ適切な支援について検討すると共に心身機能

に配慮した居住設備の改修及び生活の環境改善を図ることを目的とした検討が行

われた。 

更に、平成 25 年度には特別養護老人ホームへ支援職員を派遺し、実務研修等を

通して高齢者支援の理解と支援技術の向上を図るとともに、その内容について園内

報告会を実施した。平成 28 年度も認知症ケア研究班を設置し、毎月会議を実施し、

認知症を発症した高齢知的障害者及び認知症と疑われる高齢知的障害者への適切

な支援のあり方について、第２期中期計画の成果を踏まえて、認知症ケア研究班等

の継続的な研究を通じて情報の共有化を図り適切な支援を実践した。 

 

平成 25 年度：独立行政法人設立 10 周年記念行事の一環として、11 月 19 日に「福

祉セミナー：知的障害者の高齢化と認知症」を高崎市シティ－ギャラリ－・コアホ

ールで開催した。このセミナーにおいては、のぞみの園での実践についても報告を

行った。 

平成 26 年度：高齢者支援グループの「なでしこ寮」では、生活環境作りについて個

人のスペース、プライバシーの確保が課題となっていたが、玄関ホールと廊下の間

に風除室を設け、さらに、ディルームの腰壁を撤去して、新たに床から天井までの

パーティションを設置する等の環境整備を行った。プライバシーを守り、利用者が

安心して落ち着いた生活を送ることができるようになり、また、居室ものれんや衝

立、ロールスクリーン等で仕切り、個別のニーズに対応できるようにした。 

平成 28 年度：なでしこ寮では開設以来取り組んできた 「住環境整備の取り組み経

過」についてまとめ、当法人主催の福祉セミナ一 2016 で発表した。セミナ一翌日、

なでしこ寮を見学された参加者からは.「参考になった」「取り入れたい」などの感

想が聞かれた。 

平成 29 年度：生活寮において身体機能低下の予防を目的とした運動を日常的に取

り入れ、その効果を計ることで、中高齢期の重度知的障害者に適した運動内容を検

討する「余暇活動における健康増進プログラム」の検証報告を行った。また、宮城

評定：Ｂ 

認知症を発症した高齢知的

障害者や、機能低下の著しい高

齢知的障害者等への適切な支

援について、診療所と連携する

などして専門性の高い支援の

提供を行った。 

高齢の施設入所利用者の支

援のため、施設内外において研

修を行い職員の専門性の向上

に努めた。支援の実践等につい

ては、他の障害者支援施設・事

業所が活用できるようニュー

スレターの発行や、障害者支援

施設等からの視察や見学者の

受入れを通して認知症を発症

した高齢知的障害者や、機能低

下の著しい高齢知的障害者等

への適切な支援について情報

提供を行い普及に努めた。 

 以上、専門性の高い取り組み

や全国に向けた情報発信に努

めてきたことにより、Ｂ評定と

した。 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

 

 

 

 

評定   Ｂ 評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

全国の障害者支援施設

等の高齢化が進んでいる

状況の中、のぞみの園に

おいては、認知症を発症

した高齢知的障害者や、

機能低下の著しい高齢知

的障害者への適切な支援

について、診療所と連携

して専門性の高い支援の

提供を行っている。 
 また、こうした支援を

行う職員の専門性を高め

るため、高齢知的障害者

支援に関するセミナーの

開催については、各年度、

計画通り行われ、セミナ

ーの参加者や参加者の満

足度も計画値を概ね上回

っている。 
さらに、全国の知的障

害者関係施設職員を対象

とした現任研修の受入も

行っており、職員の専門

性の向上に努めていると

ともに、支援の実践につ

いては、他の障害者支援

施設等が活用できるよう

ニュースレターの発行

や、障害者支援施設等か

らの視察や見学者を積極

的に受入れ、適切な支援

の情報提供に努めた点は

評価できる。 

＜評定に至った理由＞ 

全国の障害者支援施

設等において、入所利

用者の高齢化への対応

が課題となっている

中、のぞみの園におい

ては、認知症の発症や、

機能低下の著しい高齢

知的障害者について、

診療所と連携して専門

性の高い支援を提供し

ている。また、実務研修

等により、高齢の知的

障害者への支援を行う

職員の支援技術の向上

に努めている。 

高齢知的障害者支援

に関するセミナーにつ

いては、各年度、計画通

り行われ、セミナーの

参加者数は計画値（期

間全体で 950 人）を上

回る実績（1,167 人）と

なっており、平成 29 年

度を除き、参加者の満

足度も計画値（各年度

80％以上）を上回って

いる（実績値 77％～

99％）。さらに、現任研

修の受入も積極的に行

い、全国の知的障害関

係施設職員の支援技術

の専門性の向上に寄与

している。 
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県の障害者支援施設がのぞみの園の高齢知的障害者の支援をモデルにした高齢期

の入所利用者のＡＤＬリハビリの取組についての講演も行われた。 
○ 平成 25 年度から、全国の知的障害関係施設職員を対象として、のぞみの園の
フィールドを活用した専門性の向上を図ることを目的とする支援者養成現任研修

（１．高齢知的障害者支援コース、２．行動障害者支援コース、３．矯正施設等を

退所した知的障害者支援コース）の受入れを始めた。 
高齢知的障害者支援コースは、高齢知的障害者の支援に携わる若手職員などを対象

として、認知症及び高齢知的障害者の支援に必要な専門知識と技術を習得すること

を目的とした実務研修に以下の通りの参加があった。 
高齢者支援グループの支援員についても、研修生への対応や意見交換をとおして日

頃の支援を確認したり、見つめ直すことにも繋がった。 
 
【高齢者知的障害者支援コース】 
・平成 25年度 ３人(茨城県、愛知県、京都) 

・平成 26年度 ４人(青森県、山形県、山口県、大阪府) 

・平成 27年度 ５人(富山県 2、秋田県、千葉県、大阪府) 

・平成 28年度 ５人(福島県、秋田県、富山県、茨城県、新潟県) 

・平成 29年度 ９人（富山県 2、大阪府、岡山県、大分県、熊本県、長崎県、宮城

県、東京都） 

※2人以上の場合は 2～で記載 

 
○関係機関への職員（講師）派遣 

全国からの知的障害関係施設等の求めに応じ、高齢知的障害者の支援に関連したテ

ーマにて高齢者支援グループ職員の講師派遣を行った。知的障害関係施設等におい

て高齢化に伴う高齢者の支援については喫緊の課題となっており、のぞみの園の具

体的な取組みの講演は、支援の実践等、他の障害者支援施設・事業所で活用できる

と大変参考になったと好評であった。 

 

テーマ：「高齢知的障害者の支援について」 

「50 歳からの支援ー認知症になった知的障害者－」より学ぶ知的障害者の高齢化

像」等  

    

・平成 25年度 ６件(鳥取県、富山県、愛知県、東京都、大分県、茨城県) 

・平成 26年度 ５件(千葉県、兵庫県、愛知県、東京都、三重県) 

・平成 27年度 ４件(埼玉県、岐阜県、愛知県、鳥取県) 

・平成 28 年度 ８件(群馬県、東京都 2、鳥取県、神奈川県、鳥根県、長野県、宮

城県) 

・平成 29 年度 ９件（北海道、東京都、福島県、新潟県、富山県、静岡県、大阪府

2、熊本県） 

 上記のことから、第３

期中期目標の所期の目標

を達成すると見込まれる

ため、Ｂ評定とした。 
 
＜今後の課題＞ 
 なし。 
 
＜その他事項＞ 
 なし。 

上記のことから、第

３期中期目標期間の所

期の目標を達成してい

るため、「Ｂ」評定とす

る。 

 

＜今後の課題＞ 
なし。 

 

＜その他事項＞ 
 なし。 
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※2人以上の場合は 2～で記載 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―３ 著しい行動障害等を有する者等への支援 

関連する政策・施策 Ⅷ－１－１障害者の地域における生活を支援するため、障害者の生活の場、働く場や地域
における支援体制を整備すること 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

法第１１条第１号 
当該項目の重要度、難易

度 
難易度：「高」 

他者に対する暴力行為、器物破損行為、自傷行為、拒食、異食行為、被虐待、医療との連携が必要な

肥満症（体重過多による心臓肥大、糖尿病、高血圧症、睡眠時無呼吸症候群）、胃瘻、カニューレ(挿入

管)、酸素吸入等により、他機関や事業所において受け入れを拒否され、行き先のなくなった支援困難

な障害者を平成 22年 3月から平成 30 年 3 月まであじさい寮、かわせみ寮等において受け入れてきた。

福祉と医療の連携の上、周囲との関わり方については、視覚的、具体的、かつわかりやすくルールを示

すことが強度行動障害者にとって日常生活を送る上で必要であり、利用者の混乱防止につながること

から、のぞみの園ではこれらの有効な支援方法を行った結果、18 人のうち７人については、著しい改

善が見られ退所し、それぞれの出身県の施設に移行した。なお、この取り組みについては、専門性の高

い、支援員の養成とともに、関係自治体や機関との連携が成否に大きく影響を及ぼすため、共通理解が

得られるかに困難性を含んでいる。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
行政事業レビューシート番号 748 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
指標 達成目標 （参考） 

前中期目標
期間平均値
等 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 指標 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

受入れ者数

（計画値） 
最終年度に 

年間 2人 

－ 1 人 

 

1 人 

 

2 人 2 人 2 人 予算額（千円） － － － － － 

受入れ者数 
（実績値） 

－ 1 人 2 人 2 人 3 人 4 人 3 人 決算額（千円） － － － － － 

達成度 － － 200％ 200％ 150％ 200％ 150％ 経常費用（千円） － － － － － 

研修実施回

数（計画

値） 

期間全体で 10

回 

－ 2 回 2 回 2 回 2 回 2 回 経常利益（千円） － － － － － 

研修実施回

数（実績

値） 

－ 2.8 回 

 

2 回 2 回 4 回 3 回 4 回 行政サービス 

実施コスト（千

円） 

－ － － － － 

達成度 － － 100％ 

 

100％ 200％ 150％ 200％ 従事人員数（人） － － － － － 
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 研修参加者 
（計画値） 

期 間 全 体 で

1,000 人 

－ 200 人 200 人 200 人 200 人 200 人        

 研修参加者 
（実績値） 

－ 215 人 225 人 

 

254 人 440 人 390 人 352 人        

 達成度 － － 113％ 127％ 220％ 195％ 176％        
満足度 
（計画値） 

各年度 80％以

上 

－ 80％以上 80％以上 80％以上 80％以上 80％以上       

満足度 
（実績値） 

－ 90.6％ 94.0％ 96.0％ 95.0％ 95.0％ 94.0％       

 達成度 － － 118％ 120％ 119％ 119％ 118％        
注）セグメントと評価項目が対応していないため、インプット情報の算出は困難。 

 
 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）今後の新
たな施設入所利

用者の受入 

下記の①と②

の者に特化した

ものとする。  

 

①著しい行動障

害等を有する者

や精神科病院に

社会的入院等を

している知的障

害者を受け入れ

ることとし、有

期限のモデル的

支援として取り

組むこと。 

（３）新たに受

け入れる施設入

所利用者への支

援 

 

 

 

①著しい行動障

害等を有する者

や精神科病院に

社会的入院等を

している知的障

害者の地域での

自立した生活が

可能となるよう

なサービスモデ

ル等を構築す

る。 

＜主な定量的指標＞ 

・受入れ者数 

・研修実施回数 

・研修参加者 

・満足度 

＜その他の指標＞ 

なし 

＜評価の視点＞ 

・著しい行動障害等

を有する者や精神科

病院に社会的入院等

をしている知的障害

者（以下「著しい行動

障害等を有する者等」

という。）を受入れ、サ

ービスモデルの構築

に向けて取り組んで

いるか。また、他の障

害者支援施設・事業所

が活用できるよう情

報提供、普及に努めて

いるか。 

＜主要な実績＞ 

 

 

 

 

 

 

①行動障害等を有するなど著しく支援が困難な者に対する支援 
自閉症及び行動障害等を有する者に対して、福祉と医療の連携による効果的なサ

ービスの提供を行った。 
第 2 期中期目標・中期計画の中に盛り込まれた「行動障害等を有するなど著しく

支援が困難な者に対する支援」については、平成 22 年 3月に著しい行動障害を有す

るがために精神科病院に社会的に入院していた知的障害者 1 人を有期限・有目的で

の受入れしてから、平成 30 年 4月現在まで 18 人を特別支援グループのあじさい寮、

かわせみ寮等において、福祉と医療の連携の上、自閉症及び行動障害等への有効的

な支援方法の一つである視覚的、具体的、かつわかりやすくルールを示す手法を行

っている。 

これまで受入れた 18 人のうち７人においては、福祉と医療の連携による支援の結

果、著しい改善が見られ退所し、それぞれ出身県の施設に移行した。 

 
【新規受入】 

自閉症及び行動障害等を有するなど著しく支援が困難な者、精神科病院に社会的

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 

著しい行動障害を有する

者の受入れ要請は、年々増

加している状況である。こ

うした状況に応えるため、

入所利用者の転寮調整に

より受入れ環境を整備し、

平成 27 年度、平成 28年度

においては、他害･拒食、異

食行為、器物破損行為、被

虐待等により、他機関や事

業所において受入れを拒

否され、行き先のなくなっ

た支援困難な障害者を計

画値2人を上回る受入を行

ってきたところである。 

平成 29 年度は自傷や脱

衣等の行為があり、尚且つ

胃瘻管理を必要とする利

用者と肥満で他害行為が

ある利用者など計画値2人

評定   Ａ 評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
著しく行動障害等を有

する者等への支援につい

て、入所利用者の転寮調整

により受入環境を整備し

た結果、受入れ者数の計画

値（1名～2名）に対して、
各年度の実績値（2 名～4
名）はそれを大きく上回っ

ており、受入者数は増加傾

向にある。 
また、研修については、

「研修実施回数」を定量的

指標とした場合、各年度の

実績（2 回～4 回）は、計
画値（２回）を上回ってお

り、達成度は 100％～
200％となっているが、各
年度の研修参加者の満足

度が 94％から 96％を推移
し、前期中期目標期間の平

＜評定に至った理由＞ 

著しい行動障害等を

有する者等への支援

は、他者に対する暴力

行為や自傷行為等によ

り他の機関や事業所で

受け入れることが困難

な者を受け入れるなど

難易度が高い支援とな

っている中で、受入れ

環境を整備することに

より、受入者数につい

て、計画値（最終年度に

年間２人）を上回る実

績値（３人）となってい

る。 

また、強度行動障害

支援者研修の指導者の

ための研修について

は、実施回数について、

計画値以上（計画値は
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・著しい行動障害等

を有する者等の支援

を行うため、研修を行

うなど職員の専門性

の向上、福祉と医療の

連携に努めているか。 

 

入院している者等の受入れを行った。 

・平成 25年度  ２人受入  １人退所 

・平成 26年度  ２人受入  ０人退所 

・平成 27年度  ３人受入  ３人退所                                        

・平成 28年度  ４人受入  １人退所 

・平成 29年度  ３人受入  １人退所 

平成 25 年度から、全国の知的障害関係施設職員を対象として、のぞみの園のフィ

ールドを活用した専門性の向上を図ることを目的とする支援者養成現任研修（１．

高齢知的障害者支援コース、２.行動障害者支援コース、３．矯正施設等を退所した
知的障害者支援コース）の受入れを始めた。 
行動障害者支援コースは、行動障害者の支援に携わる若手職員などを対象として、

行動障害者の支援に必要な専門知識と技術を習得することを目的とした実務研修に

以下の通りの参加があった。 
行動障害者支援グループの支援員についても、研修生への対応や意見交換を通し

て日頃の支援を確認したり、見つめ直すことにも繋がった。 
＜行動障害者支援コース＞ 
・平成 25年度  ２人(岡山県、福岡県) 

・平成 26年度  10 人(群馬県 3、兵庫県 2、静岡県 2、山口県、茨城県、栃木県) 

・平成 27年度  14 人(沖縄県、富山県 2、秋田県 2、長野県 2、大阪府、山口県 2、

福島県 2、三重県 2) 

・平成 28 年度  20 人(秋田県 3、埼玉県、茨城県 2、神奈川県、山形県、沖縄県、東

京都 3、福岡県、富山県、福島県、石川県、群馬県、三重県、山口県、大分県) 

・平成 29 年度  15 人(秋田県 3、東京都、富山県 2、群馬県、鳥取県、滋賀県、愛知

県、兵庫県 4、沖縄県) 

※2 人以上の場合は 2～で記載 

 

【関係機関への職員（講師）派遣】 
全国からの知的障害関係施設等の求めに応じ、行動障害者支援グループ職員の講

師派遣を行った。知的障害関係施設等において行動障害者の支援については喫緊の

課題となっており、のぞみの園の具体的な取り組みの講演は、支援の実践等、他の障

害者支援施設・事業所にて活用できると大変参考になったと概ね好評であった。 
テーマ：「強度行動障害にかかる基礎知識」 
「行動障害の理解と対応～あきらめない支援について～」等  
・平成 25年度 ２件(群馬県、兵庫県) 

・平成 26年度 ７件(三重県、富山県、埼玉県、愛知県、山形県、群馬県 2) 

・平成 27年度 ６件(群馬県 3、茨城県、富山県、長野県) 

・平成 28年度 ３件(東京都、群馬県、神奈川県) 

・平成 29年度１１件(群馬県 3、神奈川県 3、大阪府 3、京都府、兵庫県) 

※2 人以上の場合は 2～で記載 

を上回る受け入れを行っ

た。 

 また、利用者への支援に

ついては、他の障害者支援

施設等のモデルとなるよ

う視察や見学を受け入れ、

更に支援者養成、現任研修

の受入れについても予定

を上回る研修生を実際の

場面に受入れるとともに、

全国に向けた研修会の実

施においても､計画値を大

きく上回ったため、Ａ評定

とした。 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

均値（90.6％）を上回って
おり、実績は十分に高い水

準を維持している。 
さらに、強度行動障害支

援者養成研修や外部団体

の主催する研修等へ専門

を有する職員を派遣し、他

の機関や事業所の専門性

の向上を図り、強度行動障

害に係る国研修を受託し

たことは評価できる。 
上記のことから、第３期

中期目標の所期の目標を

大幅に上回る見込みであ

るため、「Ａ」評定とする。 
 

＜今後の課題＞ 
 なし。 
 
＜その他事項＞ 
なし。 
 

 

期間全体で 10回、実績

値は 15 回）実施してお

り、各都道府県におけ

る研修指導者の養成に

取り組んでいる。これ

らの研修参加者の満足

度も、計画値以上（計画

値は各年度 80％以上、

実績値は 94～96％）と

なっている。さらに、強

度行動障害支援者養成

研修や外部団体の主催

する研修等へ専門性を

有する職員を派遣し、

関係者の専門性の向上

に寄与している。 

上記のことから、第

３期中期目標期間の目

標を上回る成果が得ら

れているため、「Ａ」評

定とする。 

 

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

＜その他事項＞ 

なし。 
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４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－４ 矯正施設等退所者への支援 
  

関連する政策・施策 Ⅷ－１－１障害者の地域における生活を支援するため、障害者の生活の場、働く場や地域
における支援体制を整備すること 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

法第１１条第１号 
当該項目の重要度、難易

度 
難易度：「高」 

矯正施設退所者支援は司法の機関との連携を必須とし福祉のみならず、双方の考え方の違い、組織

の目的の違いを意識した上で支援に取り組まねばならない。加えて対象者の支援においては様々な関

係機関等（刑務所・少年院、保護観察所、保護司、地域生活定着支援センター、弁護士、行政「障害・

保護」、相談支援専門員、保護者、福祉施設他）による連携を行わなければならず、対象となる人たち

個別にチームを作り支援に当たる必要がある。この矯正施設退所者支援における取組として自活訓練

ホームの運営を行っているが、対象者は、貧困・虐待・暴力・性の課題等を持ち、知的障害のみなら

ず、発達障害、精神障害を併せ持つなど複雑で多岐にわたる課題を抱え困難なケースが多い。特に少

年ケースにおいては家族内における問題を抱えている事がほとんどであり、本人のみならず、家族へ

の支援も関係する機関と共に協力して行わなければならないものとなる。 
 受入れを行う一方で、地域移行を常に視野に入れ取り組まねばならないが、矯正施設退所者の地域

移行は、罪名から想起されるイメージからグループホーム等で引き受けることに躊躇される事が多く、

地域移行は困難を極める。また、のぞみの園で福祉的支援を構築しても、本人の状態から全てがうま

くいくと言うものでもない。受入れを行った者のうち、２割弱は犯罪行為に至り、再受刑、入院となっ

た者もいる。その他の者は福祉の支援を継続しながら関係機関との連携の下、移行後もフォローアッ

プ等により安定した生活を送ることが出来ている。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
行政事業レビューシート番号 748 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間
平均値等 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 指標 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

受入れ者数 
（計画値） 

期間内合計

25 人程度 

－ 5 人程度 5 人程度 5 人程度 5 人程度 5 人程度 予算額（千円） － － － － － 

受入れ者数 
（実績値） 

－ 3.2 人 3 人 4 人 4 人 5 人 3 人 決算額（千円） － － － － － 

達成度 
－ － 60％ 80％ 80％ 100％ 60％ 経常費用（千円） － － － － － 

研修実施回
数（計画
値） 

中央研修・
双方向型研
修・福祉セ
ミナー併せ

－ 3 回 

 

4 回 4 回 4 回 4 回 経常利益（千円） － － － － － 
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て 19回 

研修実施回
数（実績
値） 

－ 1.8 回 3 回 

 

4 回 4 回 3 回 3 回 行政サービス 
実施コスト（千

円） 

－ － － － － 

達成度 
－ － 100％ 100％ 100％ 75％ 75% 従事人員数（人） － － － － － 

研修参加者 
（計画値） 

中央研修・
双方向型研
修・福祉セ
ミナー併せ
て 1,800 人 

－ 400 人 500 人 300 人 
＊内容を専
門化し対象
者を限定化
するため減 

300 人 300 人       

研修参加者 
（実績値） 

－ 

 

322 人 329 人 454 人 339 人 293 人 296 人       

達成度 
－ － 82％ 91％ 113％ 98％ 99%       

満足度 
（計画値） 

各年度80％
以上 

－ 80％以上 80％以上 80％以上 80％以上 80％以上       

満足度 
（実績値） 

－ 93％ 

 

100％ 97.5％ 90.0％ 94.3％ 84.7％       

達成度 
－ － 125％ 122％ 113％ 113％ 106％       

注）セグメントと評価項目が対応していないため、インプット情報の算出は困難。 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  

②福祉の支援

を必要とする

矯正施設を退

所した知的障

害者を受け入

れることと

し、有期限の

モデル的支援

として取り組

むこと。   

なお、実施

に当たって

は、特に法務

関係機関と連

携･協力を図

ること。 

 

②福祉の支援を

必要とする矯正

施設を退所した

知的障害者の地

域での自立した

生活が可能とな

るようなサービ

スモデル等を構

築する。   

なお、実施に

当たっては、特

に法務関係機関

と連携･協力を

図る。 

 

 

＜主な定量的指標

＞ 

・受入れ者数 

・研修実施回数 

・研修参加者 

・満足度 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

・福祉の支援を必

要とする矯正施設

を退所した知的障

害者（以下「矯正施

設等退所者」とい

う。）を受入れ、サ

ービスモデルの構

築に向けて取り組

んでいるか。また、

他の障害者支援施

設・事業所が活用

できるよう情報提

供、普及に努めて

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈主要な業務実績〉 

②矯正施設等を退所した知的障害者に対する支援 

【有期限・有目的での入所支援】 

平成 20 年度より福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した知的障害者（罪を犯した知

的障害者）の受入れを開始した。 

・平成 25年度     ３人受入 ２人退所 

・平成 26年度     ４人受入 ２人退所 

・平成 27年度     ４人受入 ５人退所 

・平成 28年度       ５人受入 ５人退所 

・平成 29年度       ３人受入 ３人退所 

 ＜支援実績＞（平成 30 年 3月 31 日現在） ※印は退所 

性別 障害程

度区分 

罪名 出 身

地 

退所矯正 

施設等 

移行後の生活 

入所期間 場所 生活の場 就労等 

1 男

※ 

非 性犯罪 県外 県外少年院 10 か月 県外 通勤寮 一般就労 

2 男

※ 

非 窃 盗 ( 累

犯) 

県外 県外刑務所 11 か月 県内 アパート 一般就労 

3 男

※ 

４ 窃 盗 ( 累

犯) 

県内 県内刑務所 23 か月 県内 通勤寮 就労継続

Ｂ 

4 男

※ 

２ 窃 盗 ( 累

犯) 

県外 県内刑務所 7 か月 県外 GH 就労継続

Ｂ 

5 男

※ 

３ 窃 盗 ( 累

犯) 

県外 県内刑務所 11 か月 県外 GH 就労継続

Ｂ 

6 男

※ 

３ 窃 盗 ( 累

犯) 

県内 県外刑務所 24 か月 県内 GH 就労継続

Ｂ 

7 男

※ 

２ 窃 盗 ( 累

犯) 

県外 県内刑務所 7 か月 県外 GH 不定 

8 男

※ 

２ 窃 盗 ( 累

犯) 

県内 県内刑務所 9 か月 県内 GH 一般就労 

9 男

※ 

２ 窃盗 県外 県外少年院 13 か月 県外 GH 就労継続

Ｂ 

10 男

※ 

３ 傷害 県内 県外少年院 21 か月 県内 自宅 不定 

11 男

※ 

５ 虞犯 県外 県外少年院 15 か月 県外 自己都合退

所 

 

<評定と根拠〉 

評定：Ｂ 

利用者の受入れに関して 5

年間の目標値は 25 人である

が受入実績は 19 人で達成率

76％となった。入所に向けた

取り組みは計画的、継続的に

行なってはいるものの、入所

依頼を受けるケースは困難度

を増し、複雑で多岐にわたる

課題を持つ人が多くなってい

る。入所に向けては常に対象

者のリスクを想定し、利用者

間の組み合わせも検討せざる

を得ず、そのことから入所に

結びつけることができなかっ

たケースもある。また、対象者

の状態の変化や取り巻く環境

の変化から入所に結び付けら

れなかったケースもある。新

規の入所の検討を行なうと同

時に入所中の利用者について

は地域移行も進めていかなけ

ればならず、地域移行が困難

となることにより新規の入所

が進められないといったこと

もあった。 

なお、研修についてはほぼ

計画通りに進み、実施回数、参

加者数、満足度とほぼ 9 割の

数字に達することができてい

る。 

以上のことから、Ｂ評定と

した。 

 

評定   Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由

＞ 
矯正施設退所者支

援については、貧困・

虐待・暴力・性の課題

等があり、知的障害、

発達障害、精神障害を

併せ持つなど困難な

ケースが多く、個別

（室）対応が必要であ

る。各年度の受入れ数

の実績は、3人～5人
となり、計画値（5人
程度）を概ね達成して

いる。対象者の受入れ

に当たっては、他の地

域又は施設でも受入

れが可能となるよう

にのぞみの園のノウ

ハウを面接等の際に

積極的に提供し取り

組んでいることは評

価できる。 
一方で、地域移行に

関しては罪名から想

起されるイメージ等

から受入れ施設が躊

躇することが多く、

様々な関係機関（刑務

所、保護観察所、地域

生活定着支援センタ

ーなど）による連携を

行わなければならず、

地域移行も困難な状

＜評定に至った理由

＞ 
矯正施設等退所者

については、貧困・虐

待・暴力・性の問題等

があり、知的障害だけ

でなく、発達障害、精

神障害も有するなど

複雑で多岐にわたる

課題を抱えており、支

援が困難なケースが

多い。また、入所に際

してはリスクの想定

や、利用者間の組み合

わせも検討する必要

があり、難易度が高い

支援となっている。各

年度の受入れ者数の

合計は、計画値（期間

内 25 人程度）を下回
る実績値（19人）とな
っている。これは、入

所予定者の状況の変

化等、外部要因による

影響が大きい。 
また、地域移行に際

しては罪名から想起

されるイメージ等か

ら受入れ施設が躊躇

することが多い。 
こうした状況の中

でも、関係機関と連携

を図り、地域移行の取

組を進め、移行後のフ
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12 男

※ 

３ 放火 県内 県内刑務所 5 か月 県内 宿泊型自立

支援 

作業所 

13 男

※ 

２ 窃盗 県外 県外刑務所 10 か月 県外 GH 就労継続

Ｂ 

14 男

※ 

４ 窃盗 県外 県外少年院 8 か月 県外 GH 就労継続

Ｂ 

15 男

※ 

４ 恐喝 県外 県外刑務所 3 か月 県外 自己都合退

所 

 

16 女

※ 

２ 器物破損 県外 県外刑務所 24 か月 県内 アパート       就労継続

B  

17 男

※ 

非 窃盗 県内 県外刑務所 12 か月 県内 アパート 一般就労 

18 男

※ 

２ 窃盗 県内 県外刑務所 15 か月 県内 GH 就労継続

B 

19 男

※ 

２ 住侵・窃盗 県内 県内刑務所 15 か月 県内 GH 一般就労 

20 女

※ 

２ 詐欺 県外 県外刑務所 20 か月 県外 宿泊型自立

支援 

デイケア 

21 男

※ 

４ 器物破損 県外 県外少年院 8 か月 県外 GH 一般就労 

22 女

※ 

２ 窃盗 県内 県外刑務所 16 か月 県内 アパート 就労継続

B 

23 男

※ 

２ 窃盗・放火 県外 県外刑務所 15 か月 県外 自己都合退

所 

 

24 男

※ 

４ 窃 盗 ( 累

犯) 

県外 県外刑務所 23 か月 県外 アパート 就労継続

Ｂ 

25 男 

※ 

５ ぐ犯 県外 県外少年院 24 か月 県外 ＧＨ 就労継続

Ｂ 

 

26 男 

※ 

２ 窃盗・住侵 県内 県外少年院 21 か月 県内 ＧＨ デ イ ケ

ア・就学 

 

27 男

※ 

４ ぐ犯 県内 県外少年院 8 か月 県内 入所施設支

援 

生活介護 

28 男

※ 

５ 放火・器物

損壊 

県外 県外少年院 1 か月 県外 自己都合退

所 

 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

 

 

 

況である。そういった

状況の中でも、関係機

関との度重なる調整

等、密な連携を図り、

地域移行に関する取

組が進んでおり、移行

後のフォローアップ

等によれば元利用者

が安定した生活を送

っている。さらに、他

の地域や施設等から

の相談にも講師を派

遣するなど支援に関

するノウハウを積極

的に提供した。 
また、各年度の研修

会の実施回数や研修

会参加者数（実績値 3
回～4回、293人～454
人）については、それ

ぞれ、計画値（3回～
4回、300人～500人）
を概ね達成している。

研修参加者の満足度

については、実績値が

各年度とも 90％以上
と高い数値を維持し

ている（達成度 113％
～125％）。 
上記のことから、福

祉の支援を必要とす

る矯正施設を退所し

た知的障害者の地域

での自立した生活が

可能となるようなサ

ービスモデル等の構

築に向けて、着実に取

り組んでいるため、

「Ｂ」評定とする。 

ォローアップ等も行

っている。 
研修実施回数や研

修参加者数について

は、計画値（19 回、
1,800人）を下回る実
績値（17回、1,711人）
となっているが、研修

参加者の満足度は計

画値(各年度80%以上)
を 上 回 る 実 績 値

（84.7%～100%）と
なっている。 
上記のことから、目

標達成には外部要因

による影響が大きく、

難易度が高い項目で

あることを考慮し、第

３期中期目標期間の

所期の目標を達成し

ていると認め、「Ｂ」評

定とする。 
 
＜今後の課題＞ 
 なし。 

 
＜その他事項＞ 
なし。 
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29 男 ３ 強制猥褻・

窃盗 

県外 県外刑務所     

30 男

※ 

２ 強制猥褻 県外 県外少年院 2 か月 県外 GH 就労継続

Ｂ 

31 男 ４ 放火 県内 県内精神科

病院 

    

32 男

※ 

２ 窃盗・住侵 県内 県外少年院 1 か月 県外 自己都合退

所 

 

33 男 ４ 窃盗 県内 県外少年院     

34 男 ４ 窃盗・住侵 県外 県外刑務所     

35 男 ２ 窃盗 県内 県外少年院      

※退所者 

 

【矯正施設を退所した知的障害者等の支援に関する調査研究や支援者養成のための研修会

開催等の検討】 

 厚生労働省の助成（社会福祉推進事業）を受け、医師、弁護士、学識経験者、先駆的受け

入れ事業所、関係団体等からの委員と、法務省・厚生労働省からオブザーバーとして参加す

る調査・研究検討委員会を開催し、矯正施設を退所した後の支援をめぐる調査研究や、支援

者養成研修に関する検討を行い、報告書を取りまとめた。 

 

・平成 25年度 

「矯正施設を退所した障害者の地域生活支援体制に関する研究」と地域における研修会の

実態調査及び試行的地域研修の実施。 

調査・研究検討委員会の開催 ４回 

   

・平成 26年度 

「障害福祉サービスによる矯正施設退所者の受入れ･支援に関する研究」と矯正施設を退

所者の支援を行っている人を対象とした双方向参加型研修会を実施した。 

調査・研究検討委員会の開催     ３回 

調査・研究検討委員会ワーキング会議 ４回 

   

・平成 27年度 

「障害のある犯罪行為者の受入れ経験のある事業所における支援に関する研究」と知的障

害のある犯罪行為者への支援の基本となる知識や具体的な支援について矯正施設を退所す

るプロセスにもとづいて習得できるような冊子（テキスト）を作成した。 

調査・研究検討委員会の開催 ２回 

テキスト編集会議      ９回 

双方向研修会検討会議    ４回 

 
＜今後の課題＞ 
 なし。 

 
＜その他事項＞ 
なし。 
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・矯正施設等退所

者の受入れ及び地

域移行後の支援に

関して、関係機関

との連携が図られ

ているか。 

 

 

 

・平成 28年度 

「矯正施設を退所した知的障害者等の福祉との繋がりに係わるヒアリング調査」として、

矯正施設退所後の住まいの変遷の実態調査と、福祉の支援につながった当事者にヒアリング

調査を行った。 

調査・研究検討委員会の開催 ３回 

研究ワーキング委員会    ４回 

研修ワーキング委員会    ４回 

 

・平成 29年度 

 矯正施設を退所した知的障害者等の地域生活を継続するための支援について全国の定着

支援センターに向け、アンケートとヒアリングを実施した。 
 調査・研究検討委員会の開催  ２回 
 研究ワーキング委員会     ３回 
 研修ワーキング委員会     ９回 
 

 

・プロジェクト会議の開催 

「矯正施設等を退所した知的障害者支援プロジェクトチーム」を設置し、プロジェクト会

議を開催して、研究・研修会開催について検討するとともに、知的障害者への支援経験を有

する専門家を委嘱し、同参事の指導の下、支援技術等の向上のためにケース検討を行った。 

なお、平成 29年度からは専門家（参事）の同席をした検討は行なわず、法人職員のみで事

例検討会を行なっている。 

 

プロジェクト会議の開催回数 

  平成 25 年度  ９回 

  平成 26 年度  11 回 

    平成 27 年度   15 回 

    平成 28 年度   16 回 

平成 29 年度  17 回（法人職員による事例検討会） 

 

【矯正施設退所者の受け入れ及び地域移行に関する連携】 

矯正施設を退所した知的障害者の支援にあっては、個人毎に入所前から司法関係者も含

め、合同支援会を開催し、連携を図っている。また、のぞみの園において支援が開始されれ

ば１か月、3 か月・6 か月・12 か月を目途に地域生活定着支援センター・相談支援専門員・

行政（保護・障害）や医療関係者・受け入れ先予定事業所などの関係する支援者に集まって

もらい、のぞみの園の支援員ともに対象者の情報の共有や、地域移行先の選定などについて

検討を行っている。さらには、対象者に問題が起きれば緊急に会議を開催するなど対応を行

っている。 
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４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―５ 発達障害児・者及び地域で生活する重度の障害児・者への支援 

関連する政策・施策 Ⅷ－１－１障害者の地域における生活を支援するため、障害者の生活の場、働く場や地
域における支援体制を整備すること 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法

第１１条第１号 
当該項目の重要度、難

易度 
重要度：「高」 

発達障害児・者への支援に関する制度については、平成 16 年に発達障害者支援法が制定され、そ

の後、制度改正が繰り返し行われ、関連施策も次第に普及しつつある中、大きな課題となるのは、医

療、福祉、教育、就労などの関連分野の縦割りにとらわれない支援、また、ライフステージの各段階

で必要な支援を継続的に受けられるような、地域の支援体制作りであると言える。 

このため、のぞみの園では、発達障害児・者への支援は今後の障害福祉施策の重要なテーマと捉え、

診療所と障害児通所支援センター「れいんぼ～」を中心に、精神科医療と福祉的支援の連携を図り、

療育、家族支援、コンサルテーション等を積極的に実施し、一人ひとりの個性と能力に応じた支援を

実施し、また、学校などの関係機関と連携し、ライフステージの各段階で必要な支援を切れ目なく受

けられるよう支援体制づくりに取り組んでいる。 

また、県内の事業所では、受入が困難な児童についても積極的に受入対応しているところである。

さらに、発達障害に関連する事業として、著しい行動障害のある人の支援、矯正施設退所者の支援な

どにも取り組んでいるが、就学前、あるいは、小中学校の時期から適切な支援を提供することにより、

著しい行動障害の予防、将来の非行や犯罪の未然防止につながることも期待できると考えている。 

これらの取組みについては、診療部のみならず､研究部と連携し、実践事例として積み重ね、研究

に取り組むこととしており、その成果については、養成・研修やのぞみの園で発行しているニュース

レターや研究紀要などを通じて、全国の発達障害児・者への支援に取り組んでいる事業所や関係機関

などに情報発信し、発達障害児・者への支援の質の向上を図ることとしている。 

以上により、特にのぞみの園が行っている発達障害児・者に対する支援は重要度が高い。  

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
行政事業レビューシート番号 748 

 
 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期
間平均値等 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 指標 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

通所支援
事業の利
用率 
（計画値） 

75％以上 － 

 

75％以上 75％以上 75％以上 75％以上 75％以上 予算額（千円） － － － － － 

通所支援
事業の利
用率 
（実績値） 

－ － 

（25 年度より

事業開始） 

59.0％ 76.1％ 81.0％ 100.5％ 80% 決算額（千円） － － － － － 
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達成度 － － 79％ 102％ 108％ 134％ 107％ 経常費用（千円） － － － － － 

保護者等
学習会の
開催（計画
値） 

児童発達支
援・放課後
デイ 
各 15回以上 

－ 15 回以上 15 回以上 20 回以上 20 回以上 20 回以上 経常利益（千円） － － － － － 

保護者等
学習会の
開催（実績
値） 

－ 

 

－ 

（25 年度より

事業開始） 

各 20回 各 21 回 各 20 回 各 21 回 各 23 回  行政サービス 
実施コスト（千

円） 

－ － － 
－ 

－ 

達成度 － － 133％ 140％ 100％ 105％ 115％ 従事人員数（人） － － － － － 

家族心理
教育の実
施（計画
値） 

15 回以上 － 15 回以上 15 回以上 20 回以上 20 回以上 20 回以上       

家族心理
教育の実
施（値） 

－ 14 回 24 回 22 回 21 回 24 回 24 回       

達成度 － － 160 ％ 147％ 105％ 120％ 120％       

 セミナー
実施回数 
（計画値） 

期間内に計 5
回 

－ 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回       

 セミナー
実施回数 
（実績値） 

－ 
 

１回 1 回 1 回 1 回 １回 1 回       

 達成度 － － 100％ 100％ 100％ 100％ 100％       

 セミナー
受講者数 
（計画値） 

期間内に計
1,250 人 

－ 250 人 250 人 250 人 250 人 250 人       

 セミナー
受講者数 
（実績値） 

－ 
 

255 人 238 人 328 人 294 人 304 人 288 人       

達成度 － － 95％ 131％ 118％ 122％ 115％       

 満足度 
（計画値） 

各年度 80％ － 80％ 80％ 80％ 80％ 80％       

 満足度 
（実績値） 

－ 94％ 
 

97％ 98％ 96％ 99％ 82%       

 達成度 
－ － 121％ 123％ 120％ 124％ 103％       

 情報の発
信（計画
値） 

各年度 4回 
1 回当たり 
3,900 部 

－ 4 回 
3,900 部 

4 回 
3,900 部 

4 回 
3,900 部 

4 回 
3,900 部 

4 回 
3,900 部 
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 情報の発
信（実績
値） 

－ 3.8 回 
平均 
3,480 部 

4 回 
平均 
3,725 部 

4 回 
平均 
3,963 部 

4 回 
平均 
3,973 部 

4 回 
平均 
3,996 部 

4 回 
平均 
3,985 部 

      

 達成度 － － 96％ 102％ 102％ 102％ 102％       
注）セグメントと評価項目が対応していないため、インプット情報の算出は困難。 

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価     主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  

（４）発達障

害児・者支援

のニーズに的

確に対応する

ため、就学前

から成人まで

切れ目なく支

援するための

体制を整備し

て、新たな事

業に取り組む

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

（５）平成 25

年 4 月から施

行される障害

者の日常生活

及び社会生活

を総合的に支

援するための

法律（平成 17

年法律第 123

号。以下、「障

 

（４）発達障

害児・者への

支援 

発 達 障 害

児･者のニー

ズに的確に対

応し、就学前

から成人まで

切れ目なく支

援 す る た め

に、児童発達

支援事業及び

放課後等デイ

サービスなど

を実施する。 

 

 

 

 

（５）地域で

生活する重度

の障害児・者

への支援 

障害者制度

改革推進会議

総合福祉部会

の骨格提言を

踏まえて、重

い障害のある

＜主な定量的指標＞ 

・セミナー実施回数 

・セミナー受講者数 

・満足度 

・情報の発信 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

・発達障害児・者につ

いて、就学前から成人

まで切れ目なく支援

するための一環とし

て児童発達支援事業

及び放課後等デイサ

ービス事業に取り組

んでいるか。 

 

・地域で生活する重度

の障害児・者への事業

及び支援に取り組ん

でいるか。 

 

・支援の実践等につい

て、他の障害者支援施

設・事業所が活用でき

るよう情報提供、普及

に努めているか。 

〈主要な業務実績〉 

（４）発達障害児・者に対する支援 

平成 25 年 4 月より発達障害児・者に対する切れ目のない支援の一環として、障

害児通所支援センター「れいんぼ～」を開設し、児童発達支援と放課後等デイサー

ビスを行い医療と福祉の連携、プログラムの充実や保護者支援のあり方など発達障

害児に対する専門性を高めてきた。蓄積したノウハウを地域に還元し、地域を巻き

込んだ先駆的な支援の実践に取り組むため平成 29 年 5 月より児童発達支援センタ

ーとして定員を２倍に増やし、新たに保育所等訪問支援を新設した。 

 
(単位：人日) 

 H25 H26 H27 H28 H29 

児童発達支援 964 1,646 2,045 2,469 3,653 

放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 1,554 1,971 1,761 2,295 3,657 

保育所等訪問支援 ― ― ― ― 138 

保護者支援として勉強会やペアレント・トレーニングなどを定期的に開催した。

さらに、障害児支援に携わる関係者の職員や学生等の実務研修、見学等の受け入れ

のほか、当法人職員を講師として派遣した。 

平成 27 年度からは、主に 5 歳児を対象に幼稚園等の終了後からの受入れのため

の児童発達支援事業を週 2回で開始したが保護者のニーズも高いことから、平成 28

年度から週 5 回実施している。また、平成 28 年度から引き続き、円滑な就学を目

的とした「ぴかぴか☆」クラスの療育を発達特性やニーズに応じて選択が可能な領

域別プログラムを策定し支援を行った。 

平成 28 年度からは、国立障害者リハビリテーションセンターと連携協定を締結

し、発達障害者支援に関する情報発信、調査研究、強度行動障害支援者養成研修事

業などの研修・養成、困難事例のモデル的支援などで連携して事業を実施し、また、

事例検討会などを開催した。 

平成 29 年度には、日本発達障害学会主催の第 52回研究大会において、のぞみの

園理事長が大会実行委員長を務め、大会事務局の中心をのぞみの園が担い、実行委

員会の立ち上げ、プログラムの企画、当日の大会運営を行い、教育・福祉・医療・

労働等の関係者 481 名の参加があった。 

〈評定と根拠〉 

評定：Ｂ 

目標として掲げている、通所支

援事業の利用率、保護者等学習会

の開催、家族心理教育の実施、セ

ミナーの実施回数、セミナー受講

者数、情報の発信それぞれについ

て達成度は 100％を超えている

こと。 

また、利用契約児童の他に保護

者支援や関係機関等との連携や

職員の講師派遣などに取り組ん

できたこと。 

平成 29 年度には、「れいんぼ

～」を児童発達支援センターとし

て、定員を２倍にし、保育所等訪

問事業を新設し、支援を行ってい

ること。 

さらに、保護者支援の充実につ

いて、学習会では医師、コメディ

カルなどの専門職を交えた支援

にも取り組んできたことなど、発

達障害児のニーズに対応した支

援を実施してきたことや国立リ

ハビリテーションセンターと連

携協定を締結し、発達障害者支援

に関する普及・啓発などを実施し

たことから、Ｂ評定とした。 
 
 

評定   Ｂ 評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

 通所支援事業の利用

率、保護者等学習会の

開催、家族心理教育の

実施、セミナーの実施

回数、セミナー受講者

数、情報の発信につい

ては、実績値がそれぞ

れ計画値をおおむね上

回っている。特に、通所

支援事業の利用率は、

59％から 100.5％であ

り、年々増加傾向にあ

る。また、セミナー受講

者の満足度について

は、計画値 80％を上回

り、96％から 99％と高

い数値を維持してい

る。 

 また、発達障害児・者

の支援については、就

学前から成人まで切れ

目なく支援するため、

平成 25 年 4 月に、障害

児通所支援センターを

開設し、児童発達支援

事業及び放課後等デイ

サービス事業を実施

し、発達障害児・者や保

＜評定に至った理由＞ 

通所支援事業の利用

率、保護者等学習会の

開催回数、家族心理教

育の実施回数、セミナ

ーの実施回数・受講者

数・満足度、情報の発信

回数等の実績値は、お

おむね計画値を上回っ

ている。 

また、発達障害児支

援として、平成 25 年４

月に、障害児通所支援

センターを開設し、児

童発達支援事業、放課

後デイサービス事業を

実施している。平成 29

年５月からは、児童発

達支援センターとして

定員を２倍に増やし、

新たに保育所等訪問支

援を実施するほか、医

療と福祉の連携、プロ

グラムの充実や保護者

支援など、積極的に取

り組んでいる。 

さらに、発達障害児・

者に関する取組みにつ

いて、ニュースレター
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害者総合支援

法」という。）

に基づく、の

ぞみの園が実

施する重度知

的障害者への

モデル的支援

事業について

は、審議会等

での議論を踏

まえて、今後、

その取組内容

等や支援対象

者について具

体的に指示す

るものとする

こと。 

 

 

 

 

 

（６）上記の

(１)から(５)

までの重度知

的障害者等に

対する自立の

ための先導的

かつ総合的な

支援を行うこ

とにより、サ

ービスモデル

等を構築し、

他の障害者支

援施設・事業

所で活用がで

きるようその

普及に取り組

むこと。 

人たちの地域

生活を支える

ために福祉と

医療の連携に

より必要なサ

ービスを総合

的に提供する

事業（「高度医

療を必要とし

ない重度の障

害児・者への

短期入所事業

等」）を実施す

る。 

その他、今

後、国から具

体的に指示が

あるモデル的

支援事業につ

いても取り組

む こ と と す

る。 

（６）上記の

重度知的障害

者等に対する

自立のための

先導的かつ総

合的な支援を

行うことによ

り、サービス

モデル等を構

築し、他の障

害 者 支 援 施

設・事業所で

活用ができる

ようその普及

に取り組む。 

 

日本発達障害学会第 52回研究大会 

会期：2017 年 8 月 11 日、12日 

会場：群馬県社会福祉総合センター 

メインテーマ：切れ目のない発達障害児者支援を目指して～就学前から成人の医

療・教育・福祉・労働の連携、そして高齢期の支援～ 
（５）地域で生活する重度障害児・者への支援 
重い障害のある人たちの地域での生活を支えるため、「あかしあ寮」に専用居室

（2 個室）を整備し、高度の医療を必要としない重度の障害児・者への短期入所事
業のサービスの提供を行った。利用実績は、以下のとおりであった。 
・平成 25年度 延べ 103 日 

・平成 26年度 延べ  258 日 

・平成 27年度 延べ 324 日 

・平成 28年度 延べ 512 日 

・平成 29年度 延べ 338 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）重度知的障害者等に対する自立のための先導的かつ総合的な支援高齢者支

援、著しい行動障害等を有する者等支援、矯正施設等退所者支援、発達障害児・者

支援などの取組みについて、わかりやすくニュースレター（年 4回発行）に掲載し
た。 
また、これらの支援について研修会やセミナーを開催するとともに、障害者支援

施設や地方自治体からの求めに応じて、研修会等への講師派遣を行った。 

＜課題と対応＞ 
なし。 
 

  

  

護者への支援に積極的

に取り組んでいること

を評価する。 

 さらに、地域で生活

する重度障害者への支

援として、短期入所事

業を実施し、その利用

実績は年々、増加して

いる。 

 これらの先導的かつ

総合的な取組みについ

ては、ニュースレター

への掲載、研修会やセ

ミナーの開催、障害者

支援施設等からの求め

に応じた研修会等への

講師派遣により、その

普及に努めている。 

 上記のことから、第

３期中期目標の所期の

目標を達成する見込み

であるため、「Ｂ」評定

とする。 

 

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

＜その他事項＞ 

 なし。 

への掲載、研修会やセ

ミナーの開催、障害者

支援施設や地方自治体

からの求めに応じた研

修会等への講師派遣に

より、その普及に努め

ている。 

上記のことから、第

３期中期目標期間の所

期の目標を達成してい

るため、「Ｂ」評定とす

る。 

 

＜今後の課題＞ 
 なし。 
 

＜その他事項＞ 
 なし。 
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４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―６ 調査・研究のテーマ、実施体制等 

関連する政策・施策 Ⅷ－１－１障害者の地域における生活を支援するため、障害者の生活の場、働く場や地域

における支援体制を整備すること 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの

園法第１１条第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

行政事業レビューシート番号 748 

 
２．主要な経年データ 
 ① 要なアウトプット（アウトカム）情報  ② 要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期
間平均値等 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 指標 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

テ ーマの
設定 
（計画値） 

毎年 8 テー

マ以上 

－ 8 テーマ以

上 

8 テーマ以

上 

8 テーマ以

上 

8 テーマ以

上 

8 テーマ以

上 

予算額（千円） 63,789 63,967 46,986 46,622 50,708 

テ ーマの
設定 
（実績値） 

－ 10.6 テーマ 14 

テーマ 

13 

テーマ 

14 

テーマ 

13 

テーマ 

８ 

テーマ 

決算額（千円） 53,405 60,272 47,592 48,813 48,830 

達成度 
－ － 175％ 163％ 175％ 163％ 100% 経常費用（千円） 53,671 58,555 47,112 47,280 49,624 

研 究会議
の開催 
（計画値） 

各年度 2回 － 2 回 

 

2 回 2 回 2 回 2 回 経常利益（千円） 0 0 0 0 0 

研 究会議
の開催 
（実績値） 

－ 

 

1.8 回 2 回 2 回 2 回 2 回 2 回 行政サービス 

実施コスト（千円） 

― ― 21,312 42,087 48,260 

達成度   100％ 100％ 100％ 100% 100% 従事人員数（人） 4 5 3 ４ 5 

外 部研究
者 との連
携 
（計画値） 

毎年 3 テー

マ以上 

－ 3 テーマ以

上 

3 テーマ以

上 

3 テーマ以

上 

3 テーマ以

上 

3 テーマ以

上 

      

外 部 研 究
者 と の 連
携 
（実績値） 

－ 2.6 回 5 テーマ 4 テーマ 3 テーマ 3 テーマ 5 テーマ       

達成度 － － 167％ 133％ 100％ 100％ 167%       
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 ２調査・研究 

（１）調査研

究のテーマ等 

重度あるい

は高齢知的障

害者の地域生

活支援、行動

障害等を有す

るなど著しく

支援が困難な

者等への自立

支援業務で得

たノウハウや

事例に関する

調査研究、情

報提供につい

ては、のぞみ

の園でなけれ

ば実施できな

いものに特化

し、各年度に

おいて具体的

なテーマ等を

設定し調査・

研究を行うこ

と。 

なお、テー

マ等の設定に

当たっては、

障害福祉施策

の動向や社会

的ニーズを踏

まえ、障害福

祉施策の推進

２調査・研究 

（１）調査・研

究のテーマ

等の設定 

調査・研究

のテーマは、

重度あるいは

高齢知的障害

者の地域生活

を支えるため

の福祉と医療

の連携、行動

障害を有する

など著しく支

援が困難な者

等や福祉の支

援を必要とす

る矯正施設を

退所した知的

障害者等への

モデル的な支

援、発達障害

のある人の就

学前から成人

までの切れ目

のない支援、

その他障害者

福祉行政の政

策目標の実現

に資する分野

について、各

年度ごとに厚

生労働省の意

見等を踏まえ

＜主な定量的指標＞ 

・テーマの設定 

・研究会議の開催 

・外部研究者との連携 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

・重度・高齢知的障害

者の地域生活、著しい

行動障害等を有する

者、発達障害のある人

の就学前から成人ま

での切れ目のない支

援等に関して、適切な

テーマ・内容等を設定

して調査・研究に取り

組んでいるか。 

・設定されたテーマ等

に対して、計画的かつ

効率的に調査・研究を

進めるための適切な

実施体制により取り

組んでいるか。また、

外部の研究者・関係機

関等との効果的な連

携は図られているか。 

 
（１）調査・研究のテーマ 
重度あるいは高齢知的障害者の地域生活を支えるための福祉と医療の連携、行動

障害を有するなど著しい支援の困難な者、福祉の支援を必要とする矯正施設を退所

した知的障害のある者、発達障害のある人の就学前から成人までの切れ目の無い支

援等、障害福祉行政の施策目標の実現に資する分野の研究テーマを計画・実施した。

各年度の主な研究テーマの件数並びに厚生労働省から研究費を受けた件数は以下の

通りである。 

 

・平成 25 年度 14 テーマ（厚生労働科学研究２件、障害者総合福祉推進事業 1 件、

社会福祉推進事業１件） 

・平成 26 年度 13 テーマ（厚生労働科学研究２件、障害者総合福祉推進事業 1 件、

社会福祉推進事業１件） 

・平成 27年度 14 テーマ（厚生労働科学研究２件、社会福祉推進事業１件） 

・平成 28年度 13 テーマ（厚生労働科学研究２件、社会福祉推進事業１件） 

・平成 29 年度 ８テーマ（厚生労働科学研究４件、社会福祉推進事業１件、AMED１

件） 

 

平成25年度より地域生活支援事業として位置づけられた強度行動障害支援者養成

研修のカリキュラム及びテキストを作成し、指導者研修の開催並びに全国における

研修の実施や研修内容の普及について調査を行ってきた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈評定と根拠〉 

 評定：Ｂ 

調査研究テーマを設定し、

進め方について外部有識者か

らの評価を受けること、外部

の調査研究組織と連携協力し

た取組み、成果の発信を年度

計画通りに行うことができ

た。 
また、外部研究者等との連

携は、平成 28年度の 27人を
大幅に上回る 42名となった。
これは、国立機関として、全国

の研究機関や支援現場の視点

を幅広くかつ漏らさずに調査

研究結果に反映するために非

常に重要な点である。以上の

ことからＢ評定とした。 
 
＜課題と対応＞ 
なし。 
 

評定   Ｂ 評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

調査・研究の内容等

については、外部の有

識者等から構成する

「国立のぞみの園研究

会議」において協議を

行い、各年度の実績値

は、13 テーマ～14テー

マの研究を実施し、計

画値（8テーマ）に対し

上回っている。また、調

査・研究業務の実施に

当たっては、毎年、「の

ぞみの園研究会議」を 2

回開催し、計画的かつ

効率的に進めており、

個人情報保護などの面

にも留意して適正な実

施に努めた。外部の研

究者等との連携・協力

においては、大学等関

係者や全国の障害福祉

施設関係者などの外部

研究協力者と協働して

研究を進め、その実績

値は、3テーマから 5テ

ーマとなっており、計

画値（3テーマ以上）を

達成している。 

上記のことから、第

３期中期目標の所期の

目標を達成する見込み

であるため、「Ｂ」評定

＜評定に至った理由＞ 

調査・研究の内容等

については、外部の有

識者等から構成する

「国立のぞみの園研究

会議」を各年度計画ど

おり２回開催し協議を

行っている。各年度の

研究テーマの実績値

は、８～14 テーマとな

っており、計画値（毎年

８テーマ以上）を達成

している。また、計画的

かつ効率的に調査・研

究を進めるため、「調

査・研究調整会議」を開

催し、各研究の進捗状

況の管理、関係部署間

の連携・調整等を行っ

ている。さらに、「調査

研究倫理審査委員会」

において、研究倫理面

等からの審査を行うな

ど、適正な実施に努め

ている。 

外部研究者と連携し

て研究を進めており、

その実績値は３～５テ

ーマとなっており、計

画値（毎年３テーマ以

上）を達成している。 

上記のことから、第

３期中期目標期間の所
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に資するもの

であって、か

つ、その成果

が知的障害関

係施設等で活

用されるなど

実効性のある

ものとなるよ

う努めるこ

と。 

 

（２）調査・研

究の実施体制

等  

調査・研究

の基本的な方

針や内容につ

いて、大学や

関係機関等と

の連携・協力

を 行 う こ と

で、充実を図

ること。 

て、8テーマ程

度 を 設 定 す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調査・研

究の実施体制

等 

①方針・内容

の協議 

各年度にお

い て 行 う 調

査・研究の基

本的な方針や

具体的な内容

について、外

部の有識者等

から構成する

「国立のぞみ

の 園 研 究 会

議」において

協議を行う。 

 

②業務の計画

的・効率的な

実施 

ア 調査・研

究業務につい

て、計画的か

つ効率的に進

めるため、国

立のぞみの園

研究会議の下

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）調査・研究の実施体制 

 

 

①方針・内容の協議 

４人の有識者と内部委員２人で構成されるのぞみの園研究会議を年間２回開催

し、各年度の研究計画及び調査・研究結果の概要説明に対する指導・助言を受けた。 

 

＜のぞみの園研究会議の開催回数＞ 

・平成 25年度 ２回 

・平成 26年度 ２回 

・平成 27年度 ２回 

・平成 28年度 ２回 

・平成 29年度  ２回 

 

 

 

 

 

②業務の計画的・効率的な実施 

国立のぞみの園研究会議の決定事項を踏まえ、年間４回の調査・研究調整会議を

開催し、各研究の進捗状況を管理、関係部署間との連携・調整、調査・研究の成果の

検証を行った。また、研究方法・内容等について、研究倫理面から審査を行う調査研

究倫理審査委員会を毎年開催した。 

 

＜調査・研究調整会議の開催回数＞ 

・平成 25年度 ４回 

・平成 26年度 ４回 

・平成 27年度 ４回 

とする。 

 

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

＜その他事項＞ 

 なし。 

期の目標を達成してい

るため、「Ｂ」評定とす

る。 

 

＜今後の課題＞ 
 なし。 
 
＜その他事項＞ 
 なし。 
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に「調査・研

究調整会議」

を引き続き設

置し、具体的

な実施体制の

検討や関係各

部所との連

携・調整、進

捗状況の把握

並びに調査・

研究の成果の

検証等を行

う。 

 

イ 調査・研

究における個

人情報保護な

らびに倫理面

に関して、外

部委員を交え

た「倫理審査

委員会」を開

催し、研究内

容の審査を行

う。 

 

③外部の研究

者 等 と の 連

携・協力調査・

研究の内容に

応じて、外部

の研究者・関

係機関等と積

極的に連携・

協力する体制

を確保し、研

究を進める。 

 

・平成 28年度 ４回 

・平成 29年度 ４回 

 

＜調査研究倫理審査委員会の開催回数＞ 

・平成 25年度 ２回 

・平成 26年度 ２回 

・平成 27年度 １回 

・平成 28年度 ２回 

・平成 29年度 ２回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③外部研究者等の連携・協力 

計画された研究テーマの内容に応じ、外部の研究者や関係機関等と連携・協力を

得た研究検討委員会を設置した。また、研究検討委員会には厚生労働省、法務省より

オブザーバーが参加した。 

 

＜外部の研究協力者数＞ 

・平成 25年度 47 人 

・平成 26年度 39 人 

・平成 27年度 26 人 

・平成 28年度 27 人 

・平成 29年度 42 人                                        
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４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―７ 成果の積極的な普及・活用 

関連する政策・施策 Ⅷ－１－１障害者の地域における生活を支援するため、障害者の生活の場、働く場や地域

における支援体制を整備すること 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの

園法第１１条第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 748 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期
間平均値等 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 指標 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

成果の発信 

（計画値） 

各年度４回 

１回当たり 

3,900 部 

－ ４回 

各 3,900 部 

４回 

各 3,900 部 

４回 

各 3,900 部 

４回 

各 3,900 部 

４回 

各 3,900 部 

予算額（千円） 20,825 19,213 22,981 24，230 23,441 

成果の発信

（ 実 績

値） 

－ 3.8 回 

１ 回 当 た り

3,480 部 

４回 

平均 

3,725 部 

４回 

平均 

3,963 部 

４回 

平均 

3,973 部 

４回 

平均 

3,996 部 

４回 

平均 

3,985 部 

決算額（千円） 19,855 24,016 23,649 25，620 69,530 

達成度 － － 96％ 102％ 102％ 102％ 102％ 経常費用（千円） 25,907 30,320 29,396 29，841 47,206 

成果発表回 

数（計画値） 

各年度 12回 － 12 回 12 回 12 回 12 回 12 回 経常利益（千円） 0 0 0 0 0 

成果発表回 

数（実績値） 

－ 11.8 回 16 回 24 回 24 回 22 回 17 回 行政サービス 

実施コスト（千円） 

― ― 12,701 30，436 43,104 

達成度 － － 133％ 200％ 200％ 183％ 142％ 従事人員数（人） 1 1 1 １ 1 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）成果の

積極的な普及 

・活用 

調査・研究

の成果につい

て、広報媒体

の活用、講演

会等の開催、

各種研究会等

の活用を通し

て、積極的な

情報発信を行

うことによ

り、知的障害

関係施設等に

おける普及・

活用を図るこ

と。 

 

（３）成果の

積 極 的 な 普

及・活用 

調査・研究

の成果につい

て、以下によ

り積極的な情

報発信を行う

ことにより、

知的障害関係

施設等への普

及・活用を図

る。 

 

①広報媒体の

活用 

 研究紀要を

年間１回以上

発 行 す る ほ

か、ニュース

レターや法人

のホームペー

ジ等に分かり

やすく掲載す

るなど、情報

発 信 に 努 め

る。 

 また、関係

学会や関係団

体等の協力を

得て学会誌、

機関誌への掲

載を図る。 

 

②研修会、講

＜主な定量的指標＞ 

・成果の発信 

・成果発表回数 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

・調査・研究の成果に

ついて、知的障害関係

施設等においてその

成果等が活用できる

内容となっているか。

また、その普及を図る

ためにどのように取

り組んでいるか。 

・調査・研究の成果に

関する評価の把握を

行っているか。 

〈主要な業務実績〉 

（３）成果の積極的な普及・活用 

①広報媒体等活用 

調査・研究の成果は、研究テーマのすべてを国立のぞみの園紀要として取りまと

め、全国の関係団体や研究機関に配布している（600 部発行）。また、より積極的に

普及が必要であると考える研究テーマについては、知的障害関係施設等で活用でき

るよう、読みやすいものに編集し、有償で頒布を行った。新規に作成したテキストの

タイトルならびに毎年の有償による頒布実績は以下の通り。また、調査・研究の成果

等について、年に４回発行のニュースレターに掲載して、全国の関係機関に頒布し

ている。 

 

＜新規に作成した有償刊行物タイトル＞ 

・強度行動障害支援者養成研修(基礎研修)受講者用テキスト（平成 26 年 2月発

行） 

・高齢知的障害者支援のスタンダードをめざして（平成 27年 10 月発行） 

・司法の期待に福祉はどう応えるのか（平成 28年 8 月発行） 

・事例で読み解く障害者虐待（平成 28年 12 月発行） 

・理論と実践で学ぶ知的障害のある犯罪行為者への支援（平成 29 年 5 月発行） 

・こどもたちが教えてくれたこと－発達障害のこどもたちと向き合う臨床の現場か

らー（平成 29年 10 月発行） 

（有償刊行物の頒布部数） 

・平成 25年度 1,546 冊 

・平成 26年度 4,433 冊 

・平成 27年度 7,440 冊 

・平成 28年度 7,073 冊 

・平成 29年度 6,559 冊 

 

（ニュースレターの発行） 

・平成 25年度 年４回（各 3,725 部） 

・平成 26年度 年４回（各 3,963 部） 

・平成 27年度 年４回（各 3,973 部） 

・平成 28年度 年４回（各 3,996 部） 

・平成 29年度 年４回（各 3,985 部） 

②研修会、講演会等における発表 

調査・研究の成果を学会誌や知的障害者福祉関係の機関誌に投稿し、掲載を図っ

〈評定と根拠〉 

評定：Ｂ 
 研究成果の発表は、研究紀要

（1回）、ニュースレター（年 4
回）を計画どおり発行し、ホー

ムページに全文掲載した。 
また、全国の障害者福祉施設

等関係者に容易に手にしても

らうため、研究成果を易しくま

とめたテキストを作成し、一般

の書店等の流通ルートを経る

ことなく法人自身の手で、有償

で頒布した。 
加えて、これまで実施してき

た研究成果が高く認められた

結果、研究成果の発表は、障害

福祉関係団体が発行する機関

誌、学会誌等に掲載された。 
さらに学会等で口頭・ポスタ

ー発表を行ってきた。特に、障

害福祉施設や障害の家族会等

といった障害福祉関係団体の

機関誌は、すべてそれぞれの編

集員より依頼された原稿であ

り、これまでの研究成果が評価

されてのことだと判断し、Ｂと

評価した。 
 
＜課題と対応＞ 
なし。 
 

 

評定   Ｂ  Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

各年度の研究成果の発

表は、研究紀要（1回）、

ニュースレター（年 4回）

を計画どおり発行してお

り、全国の障害者福祉施

設等関係者に容易に入手

しやすくするため、研究

成果を読みやすい内容に

整理・編集したガイドブ

ックを発行した。 

また、成果発表回数を

定量的目標とした場合、

障害福祉関係団体が発行

する機関誌や学会誌、学

会等併せて合計 16 回～

24 回の発表を行ってお

り、前中期目標期間の実

績を踏まえた計画値（年

12 回）を大きく上回る成

果が得られている（達成

率 133％～200％）。 

さらに、各障害福祉関

係団体の機関誌におい

て、それぞれ異なる編集

員から原稿を依頼されて

いることを踏まえると各

方面から研究成果が評価

されているものと考えら

れる。 

上記のことから、第３

期中期目標の所期の目標

を達成する見込みである

ため、「Ｂ」評定とする。 

＜評定に至った理由＞ 

研究紀要（各年度１

回）やニュースレター

（各年度４回、１回当

たり3,900部）をおおむ

ね計画どおり発行する

とともに、全国の障害

者支援施設等関係者が

容易に入手できるよう

にするため、研究成果

を読みやすい内容に整

理・編集した冊子を発

行するなど、研究成果

の普及・活用に努めて

いる。   

また、成果発表回数

について、障害福祉関

係団体が発行する機関

誌や学会誌、学会等に

おいて、あわせて年 16

回～24 回の発表を行っ

ており、計画値（各年度

12 回）を大きく上回っ

ている（達成度 133％～

200％）。 

上記のことから、第

３期中期目標期間の所

期の目標を達成してい

るため、「Ｂ」評価とす

る。 

 

＜今後の課題＞ 

 なし。 
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演会等におけ

る発表 

のぞみの園

が主催する研

修会等におい

て、調査・研

究の成果を発

表する機会を

設ける。 

 また、関係

団体等の講演

会、研究会等

において、出

席の機会を活

用して、調査・

研究の成果を

紹介するなど

の普及に努め

る。 

た。また、日本社会福祉学会や日本発達障害学会等の学会等において調査・研究の

成果を口頭並びにポスター発表を行った。 

（学会誌等における掲載件数） 

・平成 25年度 ３件 

・平成 26年度 ６件 

・平成 27年度 ３件 

・平成 28年度 ３件 

・平成 29年度 １件 

 

（知的障害者福祉関係機関誌における掲載件数） 

・平成 25年度 ５件 

・平成 26年度 ８件 

・平成 27年度 ９件 

・平成 28年度 ６件 

・平成 29年度 ８件 

 

（学会等における口頭・ポスター発表件数） 

・平成 25年度 ８件 

・平成 26年度 10 件 

・平成 27年度 12 件 

・平成 28年度 13 件 

・平成 29年度 ８件 

 

 

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

＜その他事項＞ 

 なし。 

 

＜その他事項＞ 

 なし。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―８ 養成・研修、ボランティアの養成 

関連する政策・施策 Ⅷ－１－１障害者の地域における生活を支援するため、障害者の生活の場、働く場や地域

における支援体制を整備すること 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの

園法第１１条第３号 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 748 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期
間平均値等 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 指標 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

研修（高齢
知 的 障 害
者） 
（計画値） 

期間内合計 
開催 5回 
参加者 950
人 

－ １回 

250 人 

１回 

250 人 

１回 

150 人 

＊内容を専
門化し対象
者を限定化
するため減 

１回 

150 人 

１回 

150 人 

予算額（千円） 45,470 43,069 70,273 39，908 45,841 

研修（高齢
知 的 障 害
者） 
（実績値） 

 － 

（25年度から

開催） 

１回 

326 人 

１回 

239 人 

１回 

152 人 

1 回 

239 人 

1 回 

211 人 

決算額（千円） 33,156 34,399 59,016 40，192 37,516 

達成度 － － 130％ 96％ 101％ 159.3％ 140.7％ 経常費用（千円） 33,210 34,425 48,881 40，192 37,516 

研修（行動
障害） 
（計画値） 

期間内合計 
開催 10 回 
参加者
1,000 人 

－ 2 回 

200 人 

2 回 

200 人 

2 回 

200 人 

2 回 

200 人 

2 回 

200 人 

経常利益（千円） 0 0 0 0 0 

研修（行動
障害等） 
（実績値） 

－ 2.8 回 

215 人 

2 回 

225 人 

2 回 

254 人 

4 回 

440 人 

3 回 

390 人 

4 回 

352 人 

行政サービス 

実施コスト（千円） 

― ― 29,146 35，831 23,710 

達成度 － － 113％ 127％ 200％ 195.0％ 176％ 従事人員数（人） 3 3 3 4 4 

研修（矯正 
施 設 退 所
者） 
（計画値） 

期間内合計 
開催 19 回 
参加者
1,800 人 

－ 3 回 

400 人 

4 回 

500 人 

4 回 

300 人 

4 回 

300 人 

4 回 

300 人 

 
     

研修（矯正
施 設 退 所
者） 
（実績値） 

 1.8 回 3 回 

329 人 

4 回 

454 人 

4 回 

339 人 

3 回 

293 人 

3 回 

296 人 

      

達成度 
－ － 82％ 91％ 113% 97.7％ 98.7％       

研修（発達 期間内合計 － １回 １回 １回 １回 １回        
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害）  

（計画値） 

開催５回 
参加者
1,250 人 

250 人 250 人 250 人 250 人 250 人  

 

 研修（発達

障害） 

（実績値） 

 1 回 

255 人 

1 回 

238 人 

1 回 

328 人 

1 回 

294 人 

1 回 

304 人 

1 回 

288 人 

 
     

達成度 － － 95％ 131％ 118％ 121.6％ 115％       

研修（医療）

（計画値） 

期間内合計 
開催 5回 
参加者 750
人 

－ 1 回 

150 人 

1 回 

150 人 

1 回 

150 人 

1 回 

150 人 

1 回 

150 人 

      

研修（医療）

（実績値） 

 1.6 回 

188.6 人 

1 回 

 148 人 

1 回 

 211 人 

1 回 

 302 人 

中止 1 回 

287 人 

      

達成度 － － 99％ 141％ 201％ － 191％       

満足度 

（計画値） 

80％以上 － 80％以上 80％以上 80％以上 80％以上 80％以上       

満足度 

（実績値） 

 93.2％ 

 

98％ 96％ 93％ 94％ 87％       

達成度 － － 123％ 121％ 118％ 118％ 109％       

現任者研修

の 受 入 れ

（計画値） 

期間内合計 

78 人程度 

－ 6 人程度 12 人程度 20 人程度 20 人程度 20 人程度       

現任者研修

の 受 入 れ

（実績値） 

－ － 

（25 年度か

ら実施） 

 7 人  15 人  30 人 41 人 36 人       

達成度 － － 117％ 125％ 150％ 205％ 180％       

実習生の受 

入れ（計画） 

期間内合計 

750 人程度 

－ 150 人 

程度 

150 人 

程度 

150 人 

程度 

150 人 

程度 

150 人 

程度 

      

実習生の受 

入れ 

(実績値) 

－ 

 

248.6 人 

 

 236 人  175 人  155 人 170 人 140 人       

達成度 － － 157％ 117％ 103％ 113％ 93％       

ボランティ 

アの受入れ 

（計画値） 

5,000 人程

度 

－ 1,000 人 

程度 

1,000 人程

度 

1,000 人程

度 

1,000 人程

度 

1,000 人程

度 

      

ボランティ 

アの受入れ 

（実績値） 

－ 973 人 受入数 

1,181 人 

受入数 

1,284 人 

受入数 

1,316 人 

受入数 

1,092 人 

受入数 

1,176 人 
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達成度 － － 118％ 128％ 132％ 109％ 118％       

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３養成・研

修 

障害者福

祉や保健医

療に従事す

る者の資質

向上を図る

ため、研修

会及びセミ

ナーを開催

するととも

に、知的障

害者支援業

務に従事す

る専門家を

育成するた

めの取組を

行う。 

 また、ボ

ランティア

を希望する

者には、実

践の機会を

提供するこ

と。 

なお、養

成・研修の

成果等が知

的障害関係

施設等で活

用されるな

ど、実効性

のあるもの

３養成・研修 

障害者福

祉や保健医

療に従事す

る者の資質

向上を図る

ため、研修会

及びセミナ

ーを開催す

るとともに、

のぞみの園

のフィール

ドを活用し

て、実習生の

受入や知的

障害関係施

設の若手職

員等に対す

る研修を行

うことによ

り、知的障害

者支援業務

に従事する

者の専門性

の向上を図

る取組を行

う。 

 また、ボラ

ンティアを

希望する者

には、実践の

機会を提供

する。 

＜主な定量的指標

＞ 

・研修（高齢知的

障害者） 

・研修（行動障害） 

・研修（矯正施設

退所者） 

・研修（発達障害） 

・研修（医療） 

・満足度 

・現任者研修の受

入れ 

・実習生の受入れ 

・ボランティアの

受入れ 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

・養成・研修の実

施状況はどうか 

・研修会及びセミ

ナーについて、国

の政策課題への対

応や、知的障害関

係施設においてそ

の成果等が活用で

きる内容・テーマ

となっているか。 

 なお、研修会は、

障害者支援に携わ

る者に対して専門

＜主要な業務実績＞ 

【研修会等の開催】                                         

国の政策課題となっているテーマや全国の知的障害者関係施設、事務所において関心

の高いテーマを取り上げ、次の研修会及びセミナーを開催した。 

また、研修会については、参加者数の目標値を定め、また「研修内容についての満足度」

アンケートを実施し、取組に対して評価を得ることとした。 

実績については以下の通りである。  

〔強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）指導者研修〕 

・平成 25年度 １回 参加者 113 人 

（目標 100 人  満足度 95.0％） 

・平成 26年度  １回 参加者 130 人 

（目標 100 人  満足度 96.9％） 

・平成 27年度 １回 参加者 125 人 

（目標 100 人  満足度 92.0％） 

・平成 28年度 １回 参加者 85 人 

（目標 94 人  満足度 96.0％） 

・平成 29年度 １回 参加者 82 人 

（目標 94 人  満足度 98.0％） 

 

〔強度行動障害支援者養成研修（実践研修）指導者研修〕 

・平成 26年度 １回 参加者 124 人 

（目標 100 人 満足度 94.9％） 

・平成 27年度 １回 参加者 124 人 

（目標 100 人 満足度 94.0％） 

・平成 28年度 １回 参加者 86 人 

（目標  94 人 満足度 93.0％） 

. ・平成 29 年度 １回 参加者 81 人 

（目標 94 人  満足度 100.0％） 

 

〔強度行動障害支援者養成研修フォローアップ研修〕 

・平成 25年度 １回 参加者 112 人 満足度 93,0％ 

・平成 27年度 ２回 参加者 191 人 満足度 95.0％ 

・平成 28年度 １回 参加者 219 人 満足度 95.0％ 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

国の課題となっている高齢知

的障害者支援、著しい行動障害

を有する者等への支援、矯正施

設等退所者への支援、発達障害

児・者への支援をテーマにした

研修会及びセミナーを開催し、

計画以上の参加者を得ることが

出来ている。 
また、計画に取り上げた参加

者の「満足度」については、アン

ケート調査の結果、いずれも９

０％以上「満足した」との結果を

得た。 
セミナー・研修会については、

ほぼ計画値を上回っており、支

援者養成現任研修や、群馬県等

の地方公共団体から養成・研修

事業の受託については、地域支

援としての事業でもあることか

ら積極的に取り組んでいる。 
加えて、現任者研修やボラン

ティアの受入れに関しても、計

画値を上回り、人材の養成に寄

与することが出来た。 
以上のことから、Ｂ評定とし

た。 
 

＜課題と対応＞ 
なし。 
 

 

評定   Ｂ 評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

 高齢知的障害者、行動障

害、矯正施設退所者、発達

障害児・者への支援をテー

マにした研修会・セミナー

の参加者数については、各

年度とも概ね計画値以上

の実績値を得ている。参加

者の満足度については、ア

ンケート調査の結果、各年

度とも 90％以上が「満足し

た」との結果を得ており、

高いレベルでの数値を維

持していることは評価に

値する。 

 また、支援者養成現任研

修の受入の実績値（7人～

41 人）については、各年度

とも計画値（6人程度～20

人程度）を上回っている

（達成度 117％～205％）。 

 さらに、実習生やボラン

ティアの受入については、

実績値（155 人～236 人、

1,092 人～1,316 人）が各

年度の計画値（150 人程度、

1,000 人程度）をそれぞれ

上回っている。 

以上のことから、第３期

中期目標の所期の目標を

達成する見込みであるた

め、「Ｂ」評定とする。 

＜評定に至った理由＞ 

高齢知的障害者、行動

障害者、矯正施設等を退

所した知的障害者、発達

障害児、医療をテーマと

した研修会・セミナーの

開催回数や参加者数に

ついては、矯正施設等を

退所した知的障害者と

医療をテーマにした研

修・セミナーを除き、計

画値以上の実績値とな

っている。参加者の満足

度については、各年度と

も計画値（80％以上）を

上回る実績値（87％～

98％）となっている。 

現任研修の受入れに

ついて、計画値（期間内

合計 78 人程度）以上の

実績値（期間内合計 129

人）となっており、実習

生（計画値は期間内合計

750 人程度、実績値は

876 人）やボランティア

（ 計 画 値 は 期 間 内

5,000 人程度、実績値は

6,049 人）の受入につい

ても、計画値以上の実績

値となっており、支援者

等の養成に積極的に取

り組んでいる。 
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となるよう

に内容等を

具体的に設

定するとと

もに、成果

等を発表す

る機会を設

けること。 

 なお、養

成・研修の成

果等が、知的

障害関係施

設等で活用

されるなど

実効性のあ

るものとな

るように、具

体的な内容、

達成すべき

目標等につ

いて、各年度

ごとに厚生

労働省の意

見等を踏ま

えて設定す

る。 

（１）養成・

研修 

 国の政策

課題や知的

障害者に対

する支援技

術に関する

こと等をテ

ーマに設定

して、研修会

及びセミナ

ーを各年度

ごとにそれ

ぞれ 2 回開

催するとと

もに、受講者

の満足度が

毎年度平均

80％以上と

なるように

事業を実施

的な知識や技術が

深められる内容と

なっているか、ま

た。セミナーは、障

害福祉に関する情

報を広く発信し、

参加者の関心を高

められる内容とな

っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 29年度 ２回 参加者 189 人 満足度 88.0％ 

〔福祉セミナー等〕 

・罪を犯した知的障害者への支援に関するセミナー等 

平成 25 年度 ３回 参加者 329 人  満足度 100％ 

平成 26 年度 ４回 参加者 454 人  満足度 97.5％ 

平成 27 年度 ４回 参加者 339 人  満足度 90.0％ 

平成 28 年度 ３回 参加者 293 人  満足度 94.3％ 

平成 29 年度 ３回 参加者 296 人  満足度 84.7％ 

 

〔発達障害児（者）に関するセミナー〕 

平成 25 年度 １回 参加者 238 人 

（目標 250 人 満足度 97.0％）     

平成 26 年度 １回 参加者 328 人 

（目標 250 人 満足度 98.0％） 

平成 27 年度 １回 参加者 294 人 

（目標 250 人 満足度 96.0％） 

平成 28 年度 １回 参加者 304 人 

（目標 250 人 満足度 99.0％） 

平成 29 年度 １回 参加者 288 人 

（目標 250 人 満足度 82.0％） 

 

〔高齢知的障害者に関するセミナー〕 

平成 25 年度 参加者 326 人 

（目標 250 人 満足度 99.0％） 

 テーマ「知的障害者の高齢化と認知症」 

※10周年記念セミナーとして開催 

平成 26 年度 参加者 239 人（目標 250 人 満足度 93.3％） 

  テーマ「高齢知的・発達障害者とその支援」 

平成 27 年度 参加者 152 人（目標 150 人 満足度 93.0％） 

  テーマ「高齢知的障害者支援のスタンダードをめざして」 

平成 28 年度 参加者 239 人（目標 150 人 満足度 83.0％） 

   テーマ「知的障害者の高齢期の支え方」 

平成 29 年度 参加者 211 人（目標 150 人 満足度 77.0％） 

   テーマ「知的障害者の健やかな老後のために～地域・専門職・家族ができること

～」 

    

〔障害医療セミナー〕 

平成 25 年度 参加者 148 人（目標 150 人 満足度 100％） 

テーマ「自殺の実態とその分析について」 

  

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

＜その他事項＞ 

なし。 

上記のことから、第３

期中期目標期間の所期

の目標を達成している

ため、「Ｂ」評定とする。 

 

＜今後の課題＞ 
 なし。 
 
＜その他事項＞ 
なし。 
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するものと

する。 

 のぞみの

園のフィー

ルドを活用

した大学・短

大・専門学校

の学生等の

実習生の受

入について

は、計画的か

つ効果的な

実習を提供

する。 

 また、国の

政策課題に

対応したコ

ースを設定

して、知的障

害関係施設

の若手職員

等に対して、

のぞみの園

のフィール

ドを活用し

た専門性の

向上を図る

研修を実施

する。 

 なお、研

修会等の場

において、

調査研究の

成果等を発

表する機会

を確保する

よう、養

成・研修プ

ログラムを

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・のぞみの園のフ

ィールドを活用し

た知的障害者施設

の若手職員等の専

門性の向上を図る

取組や実習生の受

入を行っている

か。 

平成 26 年度 参加者 211 人（目標 150 人 満足度 95.3％） 

テーマ「うつにならない働き方」 

平成 27 年度 参加者 302 人（目標 150 人 満足度 97.0％） 

テーマ「職場で追い詰められる人達～成人の発達障害」  

平成 28 年度 都合により中止 

テーマ「職員メンタルヘルス対策で気になること」  

平成 29 年度 参加者 287 人（目標 150 人 満足度 86.0％） 

テーマ「大人の発達障害～どうする？職場での問題～」 

 

〔群馬県からの委託による研修事業等〕 

・群馬県知的障害者（児）ホームヘルパー養成基礎研修実施事業 

平成 25 年度 ２回 参加者 60 人  満足度 98.5％ 

平成 26 年度 ２回 参加者 53 人  満足度 98.5％ 

平成 27 年度 ２回 参加者 33 人  満足度  100％ 

平成 28 年度 ２回 参加者 28 人  満足度 96.0％ 

平成 29 年度 １回 参加者 32 人  満足度 88.0％ 

 

・群馬県行動援護従業者養成研修実施事業 

平成 25 年度 １回 参加者 37 人  満足度 95.0％ 

平成 26 年度 １回 参加者 23 人  満足度 97.0％ 

 

・群馬県強度行動障害支援者養成研修（基礎研修） 

平成 26 年度 １回 参加者 64 人   満足度 95.0％  

平成 27 年度 ２回 参加者 157 人  満足度 97.0％ 

平成 28 年度 ２回 参加者 231 人  満足度 82.5％ 

平成 29 年度 ２回 参加者 229 人  満足度 83.5％ 

 

・群馬県強度行動障害支援者養成研修（実践研修〕 

平成 27 年度 ２回 参加者 142 人  満足度 98.0％ 

平成 28 年度 ２回 参加者 148 人  満足度  85.0％ 

平成 29 年度 ２回 参加者 147 人  満足度 83.7％ 

 

【実習の受入】                                         

実習の受入れでは、養成校等からの依頼を受けた者と知的障害関係施設等の職員を対

象としており、養成校等からの単位実習の学生については、対人援助技術の習得や施設機

能や役割、支援対象者のニーズの個別性、信頼関係の築き方等、当法人が平成２２年度に

作成した実習プログラムを活用し、効果的に習得出来るように配慮し、また、知的障害者

関係施設等の職員についてはフィールドを活用した現任研修として受け入れている。 
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工夫する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・大学・専門学校

の学生等に対する

効果的な実習プロ

グラムを策定し、

計画的かつ効果的

な実習を提供して

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔養成校等からの受入れ〕 

相談援助実習、保育実習、介護実習、専門学校等の臨地実習、訪問介護員養成、群馬県

受託養成研修、教員養成課程など                                         

・平成 25年度 学校等数  47 校   人数 236 人  

・平成 26年度 学校等数  43 校  人数 175 人 

・平成 27年度 学校等数  47 校  人数 155 人 

・平成 28年度 学校等数  50 校  人数 170 人 

・平成 29年度 学校等数  41 校  人数 140 人 

                                         

〔知的障害関係施設からの受入れ〕 

全国の知的障害者関係施設職員を対象として、のぞみの園のフィールド内で事業ごと

にコースを設け、支援技術の習得など専門性の向上を図ることを目的として、平成 25年

度より実施している。 

コースは、①高齢知的障害者支援コース ②行動障害者支援コース ③ 矯正施設等を退

所した知的障害者支援コース ④ 発達障害児支援コース(平成２７年度より設置)の４

つで、実績は以下の通りである。     

 

・平成 25年度 

高齢知的コース  ３事業所  ３人 

行動障害コース   １事業所   ２人           

矯正施設コース  ２事業所  ２人 

・平成 26年度 

高齢知的コース  ４事業所  ４人 

行動障害コース   10 事業所  10 人           

矯正施設コース  １事業所  １人 

・平成 27年度  

高齢知的コース  ５事業所  ５人 

行動障害コース  14 事業所   14 人           

矯正施設コース  ２事業所  ２人 

発達障害コース  ５事業所  ９人 

・平成 28年度 

高齢知的コース  ５事業所  ５人 

行動障害コース  20 事業所   20 人           

矯正施設コース  ４事業所  ４人 

発達障害コース  ８事業所  12 人 

・平成 29年度  

高齢知的コース  ９事業所  ９人 

行動障害コース  15 事業所   15 人           

矯正施設コース  ４事業所  ４人 
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（２）ボラン

ティアの機

会の提供 

 のぞみの

園のフィー

ルドを活用

して、ボラン

ティアを実

践する機会

を積極的に

提供すると

ともに、多様

なニーズに

対応したメ

ニューを用

意する。 

・ボランティアの

養成の取組状況は

どうか。 

発達障害コース  ４事業所  ８人                                         

【ボランティアの受入れと人材の育成】 

当法人の中期計画、年度計画において、「地域の社会資源・公共財としての活用」とし

て、施設・整備等について福祉関係者やボランティア等の活動に提供する等、ー層の利用

促進を図ることとしている。 

ボランティア受入れ用として、冊子｢ボランティア活動を希望される皆様へ｣を作成・配

布し、またホームページにて紹介記事等を掲載し、積極的に受入れに努めた。 

 ボランティア活動の内容は、入所利用者の話相手、散歩の付添い、衣類補修、洗濯物た

たみ、日中活動の手伝い、各種行事への参加等である。 

〔ボランティアの受入状況〕 

・平成 25年度  1.181 人 

・平成 26年度  1,284 人 

・平成 27年度  1,316 人 

・平成 28年度  1,092 人 

・平成 29年度  1,176 人 

 

また、知的障害者への理解を深め、ボランティア等の人材の育成を目的として、「高校

生のためのボランティア講座」、「大学生等のためのボランティア講座」を開催し、群馬県

内外の社会福祉士や保育士養成校に呼びかけ、実施した。 

〔高校生のためのボランティア講座〕 

・平成 25年度  ５校 52 人 

・平成 26年度  ６校 37 人 

・平成 27年度  ５校 25 人 

・平成 28年度  ５校 22 人 

・平成 29年度  ９校 44 人 

 

〔大学生等のためのボランティア講座〕 

・平成 25年度  ３校   30 人 

・平成 26年度  ４校  ６人 

・平成 27年度  ７校   18 人 

・平成 28年度  ５校   11 人 

・平成 29年度  ５校   10 人 

 
 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―９ 援助・助言 

関連する政策・施策 Ⅷ－１－１障害者の地域における生活を支援するため、障害者の生活の場、働く場や地域
における支援体制を整備すること 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみ

の園法第１１条第４号 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事

業レビュー 
行政事業レビューシート番号 748 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期
間平均値等 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 指標 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

実施件数 

（計画値） 

期間内合計

750 件程度 

－ 150 件 

程度 

150 件 

程度 

150 件 

程度 

150 件 

程度 

150 件 

程度 

予算額（千円） 16,138 17,984 15,562 15，916 9,605 

実施件数 

（実績値） 

－ 129.8 件 160 件 196 件 197 件 213 件 217 件 決算額（千円） 16,042 15,315 16,090 14，776 10,020 

達成度 － － 107％ 131％ 131％ 142％ 144％ 経常費用（千円） 16,042 15,315 16,090 14，776 10,148 

講師派遣

回数 

（計画値） 

期間内合計

500 件程度 

－ 100 件 

程度 

100 件 

程度 

100 件 

程度 

100 件 

程度 

100 件 

程度 

経常利益（千円） 0 0 0 0 0 

講師派遣

回数 

（実績値） 

－ 

 

36.4 件 

 

96 件 153 件 132 件 142 件 148 件 行政サービス 

実施コスト（千円） 

― ― 17,116 13，676 7,227 

達成度 － － 96％ 153％ 132％ 142％ 148％ 従事人員数（人） 2 2 2 2 2 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
（見込評価） 

（期間実績評

価） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４援助・助言 

重度知的障害

者の地域移

行、障害者支

援法に基づく

サービスの支

援技術等、の

ぞみの園にお

ける専門的・

先駆的な取り

組みや調査・

研究の成果等

に基づき、知

的障害関係施

設等の求めに

応じて援助・

助言を行うこ

とにより、知

的障害関係施

設等における

自立支援活動

に寄与するこ

とが可能とな

るよう、実効

性のあるもの

とすること。 

また、援助・

助言の業務の

周知を図り、

全国の知的障

害関係施設等

からの利用が

なされるよう

４援助・助言 

援助・助言

の業務につい

て、地方自治

体等に周知す

ることにより

利用拡大を図

るとともに、

のぞみの園に

おける地域移

行の取組や障

害者の日常生

活及び社会生

活を総合的に

支援するため

の法律に基づ

くサービスの

実践、調査・研

究の成果等を

踏まえ、地域

移行や様々な

サービスの実

施方法、支援

技術等に関す

ること等につ

いて、専門的

かつ効果的な

援助・助言を

実施する。 

＜主な定量的指標＞ 

・実施件数 

・講師派遣回数（計画

値） 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

・援助助言の利用促進

のため、具体的なメニ

ューを広報している

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

【援助・助言の利用拡大】 

（１）援助助言の利用促進 

援助・助言の利用拡大を図るため、ホームページ等の広報媒体を活用して、当法人

の事業について、高齢知的障害者の支援をはじめ、著しい行動障害を有する知的障害

者の支援、矯正施設を退所した知的障害者の支援、発達障害児の支援などについて紹

介するとともに、調査・研究の成果や研修・養成に関する実施事業について情報提供

し、また、年４回発行しているニュースレター（毎号約 3,900 部発行）に全国の障害

者支援施設等へ援助・助言として記事を掲載するなど、広報活動の充実を図った。 

 

〔援助・助言の内容及び件数〕 

相談内容／年度 
平成 25 

年度 

平成 26 

年度 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

制度（総合支援法）に関するもの 26 31 40 1 2 

地域移行について 2 3 0 14 4 

高齢知的障害者支援について 29 19 21 29 31 

行動障害者支援について 19 52 39 64 70 

触法知的障害者支援について 45 46 52 53 19 

発達障害者支援について 5 21 20 26 23 

医療と福祉について 9 7 4 5 15 

就労支援について 4 5 5 6 10 

事業運営について 9 7 13 6 7 

調査・研究について 0 2 1 0 1 

養成・研修について 7 3 2 1 0 

講師派遣について 96 153 132 142 148 

その他 5 0 0 8 35 

合計 256 349 329 355 365 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

援助・助言の利用拡大を図る

ため、全国の関係機関、知的障

害関係施設等にリーフレット

を配布するとともに、研修会や

セミナーの参加者等に配布す

るなど、広報に努めた。 

その結果、障害者支援施設な

どへの援助・助言の実施件数及

び講師派遣回数は、平成 29 年

度には365件の実績となるなど

年々増加している。 

電話等による相談では、特に

強度行動障害者や矯正施設を

退所した障害者の支援方法等

についての問い合わせが多く、

当法人の研究による成果内容

や実践結果から得られた支援

方法等について、丁寧に助言し

た。相談者の内訳では、障害者

支援施設が最も多く、その他と

して、精神科病院、刑務所、少

年院、児童相談所、地域生活定

着支援センター、発達障害者支

援センターなど、実施事業によ

る関係機関の広がりに相関し

ている。  

また、支援方法等の援助・助

言から、当法人が実施している

支援者養成現任研修に参加し

た方もいた。これは講演内容を

より専門的にし、参加者自身が

評定   Ａ 評定 Ａ 

＜評定に至った理 

由＞ 

援助・助言の実施件

数と講師派遣回数の

定量的指標について、

実績値がそれぞれ 160

件～213件、96件～142

件となっており、各年

度とも計画値（150 件

程度、100 件程度）を

上回っている。しか

も、その実績値は

年々、増加している。  

また、相談内容の項

目別でみると、問い合

わせの多い強度行動

障害者や矯正施設退

所者については、当法

人の研究成果や実践

結果から得られた支

援方法等を活用して

丁寧な対応を行って

おり、地道ではある

が、徐々に関係施設、

関係機関に浸透して

いる。 

さらに、援助・助言の

業務については、ニュ

ースレターなどで周

知を図り、知的障害者

関係施設を始め様々

な機関から多くの相

＜評定に至った理

由＞ 

援助・助言の実施

件数の実績値（983

件）は、計画値（期

間内合計 750 件程

度）を上回ってお

り、講師派遣回数の

実績値（671 件）も

計画値（期間内合計

500 件程度）を上回

っている。さらに、

この実績値は年々

増加している。 

また、調査研究な

ど法人の取り組み

について、ホームペ

ージやニュースレ

ターに掲載するこ

となどにより、援

助・助言の利用拡大

につなげている。 

相談内容につい

ては、制度（障害者

総合支援法）に関す

るものや支援が困

難な障害者に対す

る支援方法、医療と

福祉に関すること

など多岐にわたっ

ており、相談者のニ

ーズに合わせて、よ
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努めること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地方自治体、障害者

支援施設、福祉関係団

体等の求めに応じて、

専門的かつ効果的な

援助・助言を行ってい

るか。 

・援助・助言について、

講師派遣等を含めて、

実施件数は第２期中

期目標期間の平均の

実績を上回っている

か。 

 

 

 

 

 

 

〔主な相談先〕 
機関等／年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

障害者支援施設 124 123 122 152 122 

高齢者施設等 0 0 1 1 2 

都道府県 6 8 23 10 24 

市区町村 21 21 29 17 26 

相談支援事業所 20 28 19 29 15 

居宅支援事業所 1 0 0 0 0 

本人又は家族 3 3 0 0 0 

その他 81 166 135 146 176 

合計 256 349 329 355 365 

  
 
（２）専門的かつ効果的な援助・助言 
援助・助言の提供に当たっては、より専門的かつ効果的な援助･助言を行うため、

関係部と連携を図り、援助・助言の要請者の希望に沿った効果的な方法を選択して実

施した。 
また、講演・講師派遣については、障害者支援施設等の要請に応じて専門性をもっ

た職員を講師として派遣した。 
 

それぞれの事業所等において

職員に伝達講習出来るように

内容を工夫（関係資料の添付や

内容を詳細に記入するなど）し

てきたことの効果である。相談

内容では、障害者本人の支援方

法や刑事事件、家族の問題等、

地域生活を送る上では困難な

事例と思われる内容が多数を

占め、精神科病院からの退院に

ついて等、地域移行関連の相談

も少なくなかった。 

なお、当法人の取組みとして

実施している「地域移行」につ

いても講演し、実践事例等を報

告した。 
さらに、援助・助言について

は、１件ごとに丁寧に対応して

いるが、１回で終わる事なく、

経過に沿って継続して関わっ

ているケースもある。 
 以上のことから、電話等によ

る援助・助言件数、講師派遣件

数、ともに計画値を大きく上回

っていること、援助・助言の方

法等について、障害福祉施策の

動向や支援困難とされる障害

者のより専門的で質の高い支

援方法、医療・介護技術の実践

報告、講習会まで、内容が多岐

にわたることに対して、その一

つひとつを相談者のニーズに

合わせて、より効率的で実践的

に進められるよう、工夫して取

り組んできたことから判断し

て、Ａ評定とした。 
 

＜課題と対応＞ 
なし。 

談を受けた。相談内容

が多岐にわたってい

るが、相談者のニーズ

に合わせて、より効果

的で実践的に進めら

れるよう、工夫して取

り組んでいることに

評価する。 

上記のことから、第

３期中期目標の所期

の目標を大幅に達成

する見込みであるた

め、「Ａ」評定とする。 

り専門的かつ効果

的に進められるよ

う、取り組んでい

る。 

上記のことから、

第３期中期目標期

間の所期の目標を

上回る成果が得ら

れているため、「Ａ」

評定とする。 

 

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

＜その他事項＞ 

なし。 



49 
 
 
 
 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１０ その他の業務 

関連する政策・施策 Ⅷ－１－１障害者の地域における生活を支援するため、障害者の生活の場、働く場や地域

における支援体制を整備すること 
当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設の

ぞみの園法第１１条第５号 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 
行政事業レビューシート番号 748 

 
２．主要な経年データ 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
指標 達成目標 （参考） 

前中期目標
期間平均値
等 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 指標 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

通所支援事

業の利用率 
（計画値） 

75％以上 － 75％以上 75％以上 75％以上 75％以上 75％以上 予算額（千円） － － － － － 

通所支援事

業の利用率 
（実績値） 

－ － 

（25 年度よ

り事業開始） 

59.0％ 76.1％ 81.0% 100.5% 80% 決算額（千円） － － － － － 

達成度 － － 79％ 102％ 108% 134% 107% 経常費用（千円） － － － － － 

保護者等学

習会の開催

（計画値） 

児 童 発 達 支

援・放課後デ

イ各15回以上 

－ 15 回以上 15 回以上 20 回以上 20 回以上 20 回以上 経常利益（千円） － － － － － 

保護者等学

習会の開催

（実績値） 

－ 

 

－ 

（25 年度よ

り事業開始） 

各 20回 各 21 回 各 20 回 各 21 回 各 23 回 行政サービス 
実施コスト（千

円） 

－ － － － － 

達成度 － － 133 ％ 140％ 100% 105% 115% 従事人員数（人） － － － － － 

家族心理教 
育の実施 
（計画値） 

15 回以上 － 15 回以上 15 回以上 20 回以上 20 回以上 20 回以上       

家族心理教 
育の実施 
（実績値） 

－ 14 回 24 回 22 回 21 回 24 回 24 回       

達成度 － － 160％ 147％ 105% 120% 120%       
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一般就労へ 
の移行者数 
（計画値） 

期間内合計で

15 人程度 

－ ３人程度 ３人程度 ３人程度 ３人程度 ３人程度     
 

 

一般就労へ 
の移行者数 
（実績値） 

－  ２人 1 人 ４人 1 人 2 人       

達成度 － － 67％ 33％  133 % 33％ 66％ 

 

 
     

短 期 入 所

(延べ受

入れ）日 
数（計画値） 

最 終 年 度 に

1,600 日 

－ 1,200 日 

※契約者

11 人増の

ため 

1,600 日 

※契約者

11 人増の

ため 

1,200 日 

＊寮舎再編

のため 

(22 人増) 

1,400 日 

※契約者３

人増のため 

1,600 日 

※契約者８

人増のため 

      

短 期 入 所

（延べ受入

れ）日数 

（実績値） 

－ 1,090 日 1,685 日 2,310 日 2,219 日 2,754 日 2,157 日       

達成度 － － 140％ 144％ 185％ 197％ 135％       
日中一時支 
援（延べ受

入れ）日

数 
（計画値） 

最 終 年 度 に

200 日 

－ 150 日 

※契約者８

人増のため 

200 日 

※契約者７

人増のため 

180 日 

＊寮舎再編

のため 

190 日 

※契約者数

維持のため 

200 日 

※契約者７

人増のため 

      

日中一時支 
援（延べ受

入れ）日

数 
（実績値） 

－ 128 日 215 日 265 日 248 日 218 日 227 日       

達成度 － － 143％ 133％ 138％ 115％ 114％       

注）セグメントと評価項目が対応していないため、インプット情報の算出は困難。 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５その他

の業務 

前4事項

に附帯す

る各種の

業務を行

うこと。 

 

５その他の

業務 

前 4 事項

に附帯する

業 務 と し

て、主に次

の業務を行

う。 

（１）診療

所 に つ い

て、施設利

用者の高齢

化、機能低

下等に対応

した適切な

医療を行う

とともに、

地域の知的

障害者や発

達障害児･

者に対して

も診療を行

う。 

＜主な定量的

指標＞ 

・通所支援事

業の利用率 

・保護者等学

習会の開催 

・家族心理教

育の実施 

・一般就労へ

の移行者数 

・ 短 期 入所

（延べ受入

れ）者数 

・日中一時支

援（延べ受

入れ）者数 

 

＜その他の指

標＞ 

なし 

 

＜評価の視点

＞ 

〈主要な業務実績〉 

（１）診療所について 

【診療所】 

当診療所は、平成 14 年１月に群馬県から有床診療所（13 床）として許可を受けており、当施設の利

用者のみならず、地域の知的障害者等をも対象として、診療を行っている。 

なお、保険医療機関として、平成７年に承認を得ている。 

 

※診療実績 

＜入院＞   単位：件 

  利用者 一般 計 

平成 25 年度 4,603 2 4,605 

平成 26 年度 3,905 328 4,233 

平成 27 年度 4,106 105 4,411 

平成 28 年度 4,159 165 4,324 

平成 29 年度 4,497 141 4,638 

 

＜外来＞   単位：件 

  利用者 一般 計 

平成 25 年度 22,862 5,286 28,148 

平成 26 年度 21,219 6,268 27,487 

平成 27 年度 20,155 6,292 26,447 

平成 28 年度 20,800 5,845 26,645 

平成 29 年度 17,134 6,113 23,247 
 

〈評定と根拠〉 

評定：Ｂ 

発達障害児・者への支援の重

要性が高いことや、発達障害

児・者への支援はもとより、

保護者や家族支援についても

丁寧かつ質の高い支援が必要

であるとされている。地域の

発達障害児に対する通所支援

事業では、計画値を上回る実

績が得られた。地域の障害者

に対する支援については、短

期入所や日中一時支援等にお

いて計画を上回る受入れがで

きた。 
一般就労に向けた取り組み

としては、一般就労希望者に

ついては就労訓練を実施し一

般就労に繋ぐことができた

が、就労アセスメントを目的

とした利用者については、自

立訓練に利用変更をした。ま

た、一般就職者に対しフォロ

評定  Ｂ 評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

各年度の通所支援事

業の利用率について

は、59％から 100.5％で

あり、計画値（75％以

上）を上回っており、そ

の数値は年々増加して

いる。保護者等学習会、

家族心理教育の開催回

数についても、それぞ

れ、20 回～21回、21回

～24 回となっており、

各年度とも計画値（15

回以上）を達成してい

る。 

また、地域の障害者

支援の充実について、

地域の障害者を対象と

した短期入所や日中一

時支援事業、就労移行

支援や就労継続支援Ｂ

型事業を実施している

＜評定に至った理由＞ 

各年度の通所支援事

業の利用率の実績値は、

59％～100.5％となって

おり、計画値（75％以上）

をおおむね上回ってい

る。保護者等学習会、家

族心理教育の開催回数

についても、それぞれ、

20 回～23回、21 回～24

回となっており、計画値

（各 15 回以上、平成 27

年度以降は 20 回以上）

を上回っている。 

また、地域の障害者を

対象とした支援として、

短期入所や日中一時支

援事業、就労移行支援や

就労継続支援（Ｂ型）を

実施しているが、短期入

所、日中一時支援事業の

延べ受入日数の実績は、
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  また、心

理外来等の

一層の充実

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域

の障害者支

援の拠点と

して、中核

的な役割を

・診療所にお

いては、必要

な医療スタッ

フや設備が確

保 され るな

ど、施設利用

者の高齢等の

状況に合わせ

た医療が提供

さ れて いる

か。 

 また、地域

の知的障害者

等に対して、

地域医療への

貢献の観点か

ら、取組を行

っているか。 

 発 達 障 害

児・者につい

て、就学前か

ら成人まで切

れ目なく支援

するための一

環として、児

童発達支援事

業及び放課後

等デイサービ

ス事業に取り

組 んで いる

か。 

 

 

 

・地域の障害

者及び家族に

対する相談、

また、短期入

所・日中一時

＜心理外来＞   単位：件 

  利用者 一般 計 

平成 25 年度 244 2,069 2,313 

平成 26 年度 267 1,483 1,750 

平成 27 年度 149 1,229 1,378 

平成 28 年度 0 876 876 

平成 29 年度 0 1,012 1045 

平成 29 年４月の組織再編により、療育支援課と

臨床心理科が「発達支援課」に再編され「心理外

来」は、平成 29 年度より「心理検査・心理療法」と

名称変更を行った。 

 

＜診療収入の実績＞ 

  収入金額 

平成 25 年度 111,165 千円 

平成 26 年度 113,288 千円 

平成 27 年度 121,502 千円 

平成 28 年度 125,638 千円 

平成 29 年度 122,526 千円 

 

【相談支援】 

平成 18 年 11 月に群馬県から相談支援事業者の指定を受けるとともに、平成 19 年度より、高崎市か

ら委託された障害者相談支援センターとして、高崎市自立支援協議会に参加し、地域の障害者サービス

全般に関する相談、福祉サービスの情報提供、サービス利用計画の作成、福祉サービス事業者との連絡

調整を積極的に行っている。 

  
 ＜相談支援の状況＞ 
・延べ相談件数 
平成２５年度      ６,１２３件  

平成２６年度    ７,２０７件 

平成２７年度    ７,４０２件 

平成２８年度    ７,８７１件  

平成２９年度    ８,３０８件     
 
【発達障害児・者への取り組み】 
「発達障害児・者について、就学前から成人まで切れ目なく支援するための一環として、児童発達支

援事業及び放課後等デイサービス事業への取り組み状況」は、「１－５ 発達障害児・者及び地域で生活

する重度の障害児・者への支援」の業務実績に記載している。 

 

ーアップを定期的に実施し

た。新たな職場開拓として、

求人を実施していない企業も

含め、企業にとって採用を躊

躇するような重度知的障害者

への理解を深めるため、企業

を訪問し障害者雇用について

説明等を行った。これにより、

一般就労に繋げることができ

た。 

以上により、Ｂ評定とした。 
 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

  

が、短期入所、日中一時

支援事業の延べ受入日

数は、1,685 日～2,754

日、215 日～265 日とな

っており、各年度とも

それぞれ計画値（1,200

日～1,600 日、150 日～

200 日）を達成してい

る。 

なお、障害者の一般

就労については計画値

（3人程度）に対し下回

った年度もあったが、

障害者雇用に理解を深

めるため企業への訪問

により、毎年度、少なく

とも 1 人は一般就労に

つなげている。 

上記のことから、第

３期中期目標の所期の

目標を達成する見込み

であるため、「Ｂ」評定

とする。 

 

＜今後の課題＞ 

なし。  

 

＜その他事項＞ 

診療所の運営状況に

ついて赤字が続いてい

るが、次期中期目標期

間においては、何らか

の改善が必要である。 

平成 29 年度では、2,157

日、227 日となってお

り、計画値（最終年度に

1,600 日、200 日）を上

回っている。なお、障害

者の一般就労について、

実績値（10 人）は計画値

（期間内合計 15 人程

度）を下回っているが、

一般就労につなげるた

め、企業等での実習や職

場体験、施設外作業等を

行っており、毎年度、少

なくとも１人は一般就

労につなげている。 

上記のことから、第３

期中期目標期間の所期

の目標を達成している

ため、「Ｂ」評価とする。 

 

＜今後の課題＞ 
なし。  

 
＜その他事項＞ 
 なし。 
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担うととも

に、地域の

障害者等に

対する相談

や 短 期 入

所、日中一

時支援等の

地域生活を

支援するサ

ービスを実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域

の障害者に

対して企業

等への就労

に向けた支

援を行うと

ともに、福

祉的就労か

ら雇用への

移行促進を

図るための

支援を実施

する。 

支援事業や共

同生活介護事

業等の地域生

活を支援する

サービスの充

実に取り組ん

でいるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・就労移行支

援事業及び就

労継続支援Ｂ

型事業に取り

組むことによ

り、地域の障

害者の就労支

援に努めてい

るか。 

 

 

（２）地域の障害者支援の拠点 
【短期入所と日中一時支援】                                       
地域の知的障害者の利用希望に応じて、短期入所や日中一時支援を提供した。                                     
○短期入所                                       
・平成 25年度  総利用者数 198 人  総利用日数 1685 日 

・平成 26年度  総利用者数 222 人  総利用日数 2310 日 

・平成 27年度  総利用者数 222 人  総利用日数 2219 日 

・平成 28年度  総利用者数 271 人  総利用日数 2754 日 

・平成 29年度  総利用者数 232 人  総利用日数 2157 日 

 

○日中一時支援                          

・平成 25年度  総利用者数 116 人  総利用日数  215 日 

・平成 26年度  総利用者数 157 人  総利用日数  265 日 

・平成 27年度  総利用者数 153 人  総利用日数  248 日 

・平成 28年度  総利用者数  98 人  総利用日数  218 日 

・平成 29年度  総利用者数 103 人  総利用日数  227 日 

 
 
 
 
（３）就労支援 

【就労支援】 

地域の知的障害者のための就労支援として、平成 20 年 10 月に就労移行支援事業を定員 10 人で開始

し、平成 22年 10 月には就労継続支援事業Ｂ型を定員 20 人で開始した。平成 26年４月から就労移行支

援事業を定員 16 人、就労継続支援事業Ｂ型を定員 34 人にそれぞれ増員した。就労移行支援では、平成

25 年から平成 29 年度末までに 8 人が一般企業等へ就労し、就労支援継続支援事業Ｂ型では、2 人が一

般企業へ就労した。就労移行支援事業に籍を置く利用者は、全員が企業等での実習や職場体験、施設外

作業を行い、就労支援継続支援事業Ｂ型に籍をおく利用者においても一般就労を希望する利用者には就

職相談や会社見学等を積極的に行った。 

 
   
就労移行支援事業利用者数   

  
平成 25 年度 

定員 10 人 

平成 26 年度 

定員 16 人 

平成 27 年度 

定員 16 人 

平成 28 年度 

定員 16 人 

平成 29 年度 

定員 16 人 
利用者数 7 人 8 人 5 人 3 人 4 人 
就労した者 1 人 1 人 3 人 1 人 2 人 
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就労継続支援事業Ｂ型利用者数  

  
平成 25 年度 

定員 20 人 

平成 26 年度 

定員 34 人 

平成 27 年度 

定員 34 人 

平成 28 年度 

定員 34 人 

平成 29 年度 

定員 34 人 
利用者数 16 人 18 人 21 人 31 人 28 人 
就労した者 1 人 0 人 1 人 0 人 0 人 
 

 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１１ サービス提供等に関する第三者から意見等を聴取する機会の確保  

関連する政策・施策 Ⅷ－１－１障害者の地域における生活を支援するため、障害者の生活の場、働く場や地域

における支援体制を整備すること 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの

園法第１１条第５号 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 748 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期
間平均値等 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 指標 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

運営懇談会

の開催 
（計画値） 

年 1回以上 － 1 回以上 1 回以上 1 回以上 1 回以上 1 回以上 予算額（千円） － － － － － 

運営懇談会

の開催 
（実績値） 

－ 2 回 2 回 

 

2 回 2 回 2 回 2 回 決算額（千円） － － － － － 

達成度 － － 200％  200％  200％ 200％ 200％ 経常費用（千円） － － － － － 

第三者評価

機関による

評価（計画

値） 

概ね 3 年に 1 度

実施 

概ね 3 年に 1

度実施 

－ － 実施予定 － － 経常利益（千円） － － － － － 

第三者評価

機関による

評価（実績

値） 

－ 前回は24年度

に実施 

－ － 実  施 － － 行政サービス 
実施コスト（千円） 

－ － － － － 

達成度 － － － － － － － 従事人員数（人） － － － － － 
注）セグメントと評価項目が対応していないため、インプット情報の算出は困難。 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ６前５事項で

提供するサー

ビスに対する

第三者から意

見等を聴取す

る場の確保 

適切なサー

ビスの提供と

業 務 運 営 の  

向上を図るた

め、第三者か

ら 意 見 等 を  

聴取する機会

を確保すると

ともに、第三

者評価機関に

よる福祉サー

ビスの評価を

実 施 す る こ

と。 

 また、その

評価結果等を

公表し、事業

運営への反映

に 努 め る こ

と。 

 

６サービス提

供等に関する

第三者から意

見等を聴取す

る機会の確保 

のぞみの園

の業務運営の

向上を図るた

め、第三者か

ら意見等を聴

取する機会の

確保を図ると

ともに、福祉

サービスに係

る第三者評価

機関による定

期的な評価を

実施する。 

 また、その

評価結果等の

公表を図ると

ともに、のぞ

みの園の事業

運営に反映さ

せるよう努め

る。 

（１）第三者

から意見等を

聴取する場の

開催 

 総合施設の

運営や調査・

研究、養成・研

修等の業務全

＜主な定量的指標＞ 

・運営懇談会の開催回

数 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

・適切なサービス提供

と業務運営の向上を

図るため、第三者の意

見等を聴取する機会

の開催状況はどうか。 

・その場で出された意

見等がサービスや業

務運営に反映されて

いるか。また、その結

果について公表して

いるか。 

 

〈主要な業務実績〉 

【第三者から意見等を聴取する場の開催】 

平成 20 年９月に、当法人の業務全般に関する第三者の意見等を事業運営に反映さ

せるため、有識者、行政担当者、地域代表、保護者等から構成される「国立のぞみの

園運営懇談会」を設置・開催した。 

毎年度、２回開催し、前年度の評価結果、当該年度の事業報告や翌年度の予算案等

の当法人の説明に対し、委員から意見等を聴取し、その後の事業運営や事業計画に

適切に反映させた。 

なお、議論の要旨・会議資料については、ホームページに掲載し公表した。 

 

○平成 25年度 

・第１回（平成 25年９月 17日） 

・平成 24年度業務実績に係る評価結果の概要 

・第２期中期目標最終評価結果の概要 等 

・第２回（平成 26年３月 17日） 

・平成 25年度事業報告 

・平成 26年度予算（案） 等 

 

○平成 26年度 

・第１回（平成 26年 10 月２日） 

・虐待が疑われる事案について 

・平成 25年度事業実績に係る評価結果 等 

・第２回（平成 27年３月 23日） 

・平成 26年度事業報告 

・平成 27年度予算（案） 等 

 

○平成 27年度 

・第１回（平成 27年 10 月５日） 

・平成 26事業年度における業務実績に関する評価結果について 

・入所利用者へのサービスの質の向上の取組について 等 

・第２回（平成 28年３月 24日） 

・次期中期目標期間に向けた検討について 

・平成 28年度予算（案）及び組織改正等について 等 

   

〈評定と根拠〉 

評定：Ｂ 

運営懇談会を２回実施し、

第三者評価についても、３年

に一度受審（平成 27 年度）

し、目標を達成したことか

ら、Ｂ評定とした。 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

施設の運営や調査・研

究、養成・研修等の業務

全般に関する第三者の

意見等を事業運営に反

映させるため、有識者、

行政担当者、地域代表

者、保護者等から構成さ

れる「国立のぞみの園運

営懇談会」については、

各年度とも計画通り２

回開催し、当懇談会で出

された委員からの意見

をのぞみの園の業務運

営に反映されており、そ

の結果についても公表

している。 

また、第三者評価機関

による評価については、

３年に１度であるが、第

３期中期目標期間中で

は平成 27 年度に実施し

ている。 

上記のことから、第３

期中期目標の所期の目

標を達成する見込みで

あるため、「Ｂ」評定と

する。 

 

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

施設の運営や調査・

研究、養成・研修等の業

務全般に関する第三者

の意見等を反映させる

ため、有識者、行政担当

者、地域代表者、保護者

等から構成される「国

立のぞみの園運営懇談

会」を各年度２回開催

している。この懇談会

で出された委員からの

意見を業務運営に反映

させるようにしてお

り、その結果について

公表している。 

また、第三者評価機

関による評価について

は、３年に１度受審し

ており、第３期中期目

標期間中では平成27年

度に実施している。 

上記のことから、第

３期中期目標期間の所

期の目標を達成してい

るため、「Ｂ」評定とす

る。 

 

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

＜その他事項＞ 

 なし。 
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般に関する第

三者の意見等

を事業運営に

反映させるた

め、有識者、行

政担当者、代

表、保護者等

から構成され

る会議を原則

年 1 回以上開

催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）第三者

評価機関によ

る評価 

 第三者評価

機関による評

価について、

概ね 3 年に 1

回実施する。 

○平成 28年度 

・第１回（平成 28年 10 月 14 日） 

・平成 27事業年度における業務実績に関する評価結果について 

・第４期中期目標期間等における国立のぞみの園の在り方検討委員会報告書につい

て等 

・第２回（平成 29年３月 13日） 

・第４期中期目標期間等に向けた検討について 

・平成 29年度予算（案） 等 

 

○平成 29年度 

・第１回（平成 29年 10 月 12 日） 

・平成 28事業年度における業務実績に関する評価結果について 

・第３期中期目標期間見込評価について 

・第２回（平成 30年３月 12日） 

・第４期中期目について 

・平成 30年度予算（案）について 

・国立のぞみの園在り方検討会について 等 

 

 

【第三者評価機関による評価】 

第三者評価機関による評価は３年に一度受審しており、今回の中期目標期間にお

いては平成 27年に受審した。 

評価の実施は、平成 28 年３月 7日に現地視察、9日から 11 日の 3日間自己評価に

基づいた聞き取り調査が実施された。 

結果は、中項目は「A」評価７１項目、「B」評価が２項目であった。「B」評価とさ

れた 1項目は防災に関する事項で、「防災意識が高まっている現状を踏まえての地域

の関係機関と連携した防災訓練を検討すべき」とのことであった。 

 

 

＜その他事項＞ 

 なし。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―１ 効率的な業務運営体制の確立 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 748 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間最

終年度値 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
常勤職員数（計画値） 中期目標期間最終年度 193 人 223 人 221 人 217 人 206 人 203 人 193 人 － 

常勤職員数（実績値） 年度計画値の 100％ － 221 人 217 人 206 人 203 人 193 人 － 

上記削減率（％） 中期目標期間全体の最終年度

値を対前中期目標期間最終年

度実績値（223 人）から 13％削

減 

－ 0.9％ 2.7％ 7.6％ 9.0％ 13％ － 

  達成度 年度計画の削減率に対する実

績削減率 

－ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ － 

 

 ３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１効率的な業

務運営体制の

確立 

「独立行政

法人整理合理

化計画」（平  

成 19 年 12 月

24 日閣議決

定。以下「整

理合理化計

画」とい

１効率的な業

務運営体制の

確立 

「独立行政

法人整理合理

化計画」（平  

成 19 年 12 月

24 日閣議決

定。 以下、  

「整理合理化

計画 」とい

＜主な定量的指標＞ 

・常勤職員数 

 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

・的確に業務運営を

進める観点から、効率

的かつ柔軟な組織編

〈主要な業務実績〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈評定と根拠〉 

評定：Ｂ 

常勤職員数について、年度計

画どおり削減してきているこ

と、また、職員の能力、勤務成

績を適切に評価し、その結果を

職員給与に反映させるため、国

家公務員に準じた人事評価制

度の導入に向け取り組んで来

たことなどから、Ｂ評定とし

た。 

評定  Ｂ 評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

常勤職員数の定量的

指標については、組織

体制の見直しにより効

率的な業務運営を図る

ことにより、毎年度の

計画値に対して計画通

り削減している。なお、

平成 25 年度期首に対

して平成 29 年度末に

＜評定に至った理由＞ 

常勤職員数について

は、平成 29 年度末（193

人）では、平成 25 年度

当初（223 人）と比較し

て 13％の削減となって

おり、目標どおり削減

している。また、職員の

給与については、毎年

度、国家公務員に準じ



60 
 
 
 
 

 

 

 

 

う。）及び

「独立行政法

人の事務･事

業の見直しの

基本方針」

（平成 22年

12 月 7 日閣

議決定。以下

「見直しの基

本方針」とい  

う。）等の既

往の閣議決定

等に示された

政府方針、並

びに「のぞみ

の園の主要な

事務及び事業

の改廃に関す

る勧告の方向

性」（平成

25 年 1 月 21

日総務省政策

評価・独立行

政法人評価委

員会勧告。以

下「勧告の方

向性」とい

う。）に基づ

く取組を着実

に実施するこ

とにより、業

務の質の確保

を図りつつ、

独立行政法人

に求められて

いる業務運営

の効率性、自

律性及び質の

向上を図るた

う。）及び「独

立行政法人の

事務･事業の

見直しの基本

方針」（平成22

年12月7日閣

議決定）等の

既往の閣議決

定等に示され

た政府方針、

並びに「のぞ

みの園の主要

な事務及び事

業の改廃に関

する勧告の方

向性」（平成25

年1月21日総

務 省 政策評

価・独立行政

法人評価委員  

会勧告）に基

づく取組を着

実に 実施す  

る こ と によ

り、業務の質

の確保を図り  

つつ、独立行

政法人に求め

られ ている  

業務運営の効

率性、自律性

及び 質の向  

上 を 図 るた

め、次の措置

を講ずる。 

 

 

 

 

成や、適正な人員の配

置を行っているか。 

 

・人員の計画的な削

減や国家公務員に準

じた給与水準の適正

化を行うなど、人件費

の適正化に取り組ん

でいるか。 

 

・国の財政支出割合

の大きい法人及び累

積欠損金のある法人

について、国の財政支

出規模や累積欠損の

状況を踏まえた給与

水準の適切性に関す

る法人の検証状況を

チェックしているか。 

 

・人事交流や有能な

人材の招聘、職員研修

等、資質の高い人材確

保や高年齢職員の知

識、技術及び経験を生

かす取組を行ってい

るか。 

 

・法定外福利費の支

出について、その適切

性を検証しているか。 

 

・国家公務員の再就

職者のポストの見直

しを図っているか。特

に、役員ポストの公募

は適切に行っている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

13％削減する数値目標

は、平成 29 年度に定年

退職者が 10 名程度い

ることから、十分達成

可能である。 

また、職員の給与に

ついては、毎年度、国

家公務員に準じて給与

規程を改正することに

より給与水準の適正化

を図っている。平成 26

年度に国家公務員に準

じた人事評価制度を制

定し、職員の能力、勤

務成績を適切に反映さ

せている。 

さらに、利用者支援

の充実を図るため、毎

年度、地域支援、調査

研究、社会生活支援の

3 分野についての外部

から有識者を招聘し、

職員の支援の向上を図

っているとともに、人

材育成については、新

任職員研修、一般研修、

派遣研修に分けて職員

の職階に応じた職員研

修の体系化を図ってい

る。 

上記のことから、第

３期中期目標の所期の

目標を達成する見込み

であるため、「Ｂ」評定

とする。 

 

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

て給与規程を改正する

ことにより給与水準の

適正化を図っている。

平成 28年 10 月からは、

幹部職員について国家

公務員に準じた人事評

価制度により勤務成績

を業績給に反映させて

いる。 

利用者支援の充実等

を図るため、毎年度、外

部から有識者を招聘

し、指導・助言を得て職

員が行う利用者に対す

る支援の向上を図って

いる。人材育成につい

ては、新任職員研修、一

般研修、派遣研修に分

けて職員の職階に応じ

た職員研修の体系化を

図っている。 

上記のことから、第

３期中期目標期間の所

期の目標を達成してい

るため、「Ｂ」評定とす

る。 

 

＜今後の課題＞ 
 なし。 
 
＜その他事項＞ 
 なし。 
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め、次の目標

を達成するこ

と。 

 

（１）効率的

な業務運営体

制の確立 

提供するサ

ービスの質を

確保しつつ、   

効率的かつ柔

軟な組織編成

を行うととも

に、地域移行

等による施設

利用者の減少

に応じて、関

係部門の体制

の縮小を図っ

ていくととも

に、将来の方

向性やビジョ

ンを再検討し

た上で適正な

人員の配置や

資質の高い人

材をより広く

求めること等

を行うことに

より、全体と

して人員・コ

ストを縮減す

ること。 

     

 

 

 

 

（１）効率的

な業務運営体

制の確立 

①組織体制 

年 々 高 齢

化、機能低下

が進む重度知

的障害のある

施設利用者に

対し、自立の

ための支援を

先導的、総合

的に行うとと

もに、勧告の

方向性で示さ

れた新たな事

業への取組な

どのため、柔

軟に組織再編

を実施し、効

率的かつ効果

的な業務運営

に努める。 

 また、地域

移行等による

施設利用者数

の減 少に応

じ、関係部門

の体制の縮小

を図っていく

とともに、将

来の方向性や

ビジョンを再

検討した上で

適正な人員配

 

 

 

 

（１）効率的な業務運営体制の確立 

【組織体制等】 

年々高齢化、機能低下が進む重度知的障害のある施設利用者に対し、提供するサー

ビスの質は維持しつつ、効率的・効果的な業務運営を図るため、柔軟かつ適正な組織

体制の見直しを実施した。 

また、常勤職員数については、サービスの質の低下を招くことがないよう、適正な

人員配置や職員採用を実施しながらも、平成 29年度末までに平成 25年度期首と比較

して 13%削減する計画を着実に実施した。 

 

＜組織改正＞ 

平成 25 年度 

効率的な業務運営を図るため下記の通り組織の改正を行った。 

・就労支援部を地域支援部に統合し、就労支援課（就労支援係）を設置 

・特別支援課、自立支援課を生活支援課として統合 

・地域移行課を地域移行係として地域支援課に組み入れ 

 

就学前から成人に達するまで切れ目のない支援ができるよう、障害児通所支援セン

ター「れいんぼ～」を開設しそれに伴い診療部に療育支援課を設置した。 

 

平成 26 年度 

多機能型事業所「らかん」開設 

 

平成 27 年度 

効率的な業務運営を図るため第６次案再編を実施し、生活支援課 15か寮を 13 か寮

に統合した。 

 

平成 28 年度 

日中活動の効率的な業務運営を図るため、下記の通り組織の改正を行った。 

・活動支援課（日中支援Ⅰ係、日中支援Ⅱ係）を就労支援課（就労支援係）と統合し、 

就労･活動支援課（就労支援係、活動支援Ⅰ係、活動支援Ⅱ係）として地域支援部に

組み入れ 

・地域支援部地域支援課地域移行係を、利用者の間接支援にあたる事業企画部事業企

画･管理課に組み入れ 

 

 

＜その他事項＞ 

 なし。 
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置や資質の高

い人材をより

広く求めるこ

と等を行い、

全体として人

員･コストを

縮減すること

とし、常勤職

員数について

は、平成 29年

度末までに期

首（25年度当

初）に比較し

て13％を削減

する。 

 さらに、サ

ービスの質の

低下を招くこ

とがないよう

有用な人材の

育成・確保を

図ること。 

②給与水準の

適正化 

ア 給与の水

準に ついて

は、のぞみの

園の業務内容

と国からの財

政支出の状況

を踏まえ、給

与水準の適正

化に取り組む

とともに、そ

の検証結果や

取組状況を公

表し、十分に

国民の理解が

得られるもの

平成 29 年度 

地域支援部における日中活動系サービスについて、これまで就労・活動支援課の活

動支援Ⅰ係、Ⅱ係で担っていた生活介護事業を「活動支援係」に集約するとともに、

自立訓練（生活訓練）事業と就労移行支援事業を「自立支援係」とした。 

また、障害児通所支援センターなどの運営に伴い、精神科医療と一体的支援 

で、療育、相談、コンサルテーションなどを実施するため、診療部に発達支援課を創

設した。医療的支援を担当する「発達支援係」及び「臨床心理・言語聴覚係」、併せ

て福祉（療育）支援を担当する「療育支援１係」及び「療育支援２係」が発達障害児

やその家族、関係機関などを対象にモデル的な支援に取り組むこととした。 

なお、平成 29 年５月より障害児通所支援センター「れいんぼ～」は、児童発達支

援センターとなり、新たに保育所等訪問支援事業を開始した。 

 

 

＜人員＞ 

平成 25 年期首（定員）223 人→期末（現員）221 人 

平成 26 年期首（定員）221 人→期末（現員）217 人 

平成 27 年期首（定員）217 人→期末（現員）206 人 

平成 28 年期首（定員）206 人→期末（現員）203 人 

平成 29 年期首（定員）203 人→期末（現員）193 人 

 

 

 

【給与水準の適正化】 

＜人事評価制度＞ 

平成 26 年に国家公務員に準じた人事評価を制度化し、試行的な実施を開始した。平

成 28年 10 月からは幹部職員について、勤務成績を業績給に反映させている。 

 

＜人事院勧告準拠＞ 

平成 21 年度より国家公務員の給与体系に準拠した給与制度を導入し、各年度におい

て人事院勧告に基づき適正な変更を行った。 

平成 25 年度 給与改定 なし  (人事院勧告改定なし） 

平成 26 年度 給与改定 0.3% (人事院勧告 0.3%) 

平成 27 年度 給与改定 0.4% (人事院勧告 0.4%) 

平成 28 年度 給与改定 0.2% (人事院勧告 0.2%） 

平成 29 年度 給与改定 0.2% (人事院勧告 0.2%） 

 

＜ラスパイレス指数＞ 

国家公務員(100)との給与実績比較を調査し、下記の通りとなった。 

平成 25 年度 95.9％ 
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とする。 

イ 法人の業

務実績や職員

の能力、勤務

成績を適切に

評価し、その

結果等を役員

報酬や職員給

与に反映させ

る。 

③ 人事配置 
 職員の能力

と勤務成績を

適切かつ厳正

に評価した適

材適所の人事

配置を行うと

ともに、外部

の関係機関と

の人事交流等

を実施する。 

平成 26 年度 96.0％ 

平成 27 年度 95.5％  

平成 28 年度 97.4％ 

平成 29 年度  94.7％ 

 

 

 

 

 

 

【人事配置】 

利用者支援の充実と効率的・効果的な業務運営を推進するため、地域支援、調査研

究、社会生活支援の 3分野について、前期に引き続き参事（謝金対応）として外部か

ら有識者を招聘し、各分野において指導･助言を得て職員の支援の向上を図った。 

平成 25～平成 29 年度 参事 3 名（地域支援担当、調査研究担当、社会生活支援担

当） 

 また、平成 28 年度より、法人内での情報セキュリティ強化のため、外部より CIO

補佐官（謝金対応）を招聘し、情報システムの変更や規程の整備、社内セミナー等に

より、職員全員に対し情報セキュリティ意識の向上を図った。 

平成 28～平成 29 年度 CIO 補佐官 1名 

施設利用者の減少や、定年退職・自己都合退職の状況、および新たな事業展開や組

織改正に応じ、適正な人員配置を図った。 

 

【人材育成への取り組み】 

職員の意識の向上、知識や技術の取得を図ることを目的として、新人職員を対象と

した新任社員研修、職員向けの一般研修、より専門性を学ぶための派遣研修として実

施した。また、平成 27 年度からは「職員研修の体系化について」を制定し、職員の

職階に応じて一般研修、派遣研修を実施した。 

・平成 25年度  新任職員研修 11名参加 

        一般研修 14回開催（のべ 1,116 名参加） 

       派遣研修  103 回派遣（のべ 235 名参加） 

・平成 26年度  新任職員研修 8名参加 

        一般研修 16回開催（のべ 819 名参加） 

        派遣研修 08回派遣（のべ 235 名参加） 

・平成 27年度  新任職員研修 9名参加 

        一般研修 23回開催（のべ 1,359 名参加） 

        派遣研修 96回派遣（のべ 273 名参加） 

・平成 28年度  新任職員研修 8名参加 

        一般研修 38回開催（のべ 1,526 名参加） 
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        派遣研修  110 回派遣（のべ 246 名参加） 

・平成 29年度  新任職員研修  13 名参加 

        一般研修 23回開催（のべ 821 名参加） 

        派遣研修   97 回派遣（のべ 259 名参加） 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―２ 
内部統制・ガバナンス強化への取組 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 748 

 
２．主要な経年データ 
 
 
評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間最

終年度値 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
内部統制委員会の開

催（計画値） 

最終年度に年 4回開催 

 

－ 3 回 3 回 3 回 4 回 4 回 ２５年度及び２６年度は「内部統

制向上検討委員会」 

内部統制委員会の開

催（実績値） 

－ 3 回 3 回 4 回 4 回 3 回 4 回  

達成度 － － 100％ 133％ 133％ 75％ 100％  

モニタリング評価会

議の開催（計画値） 

年 4回開催 － 4 回 4 回 4 回 4 回 4 回  

モニタリング評価会

議の開催（実績値） 

－ 4 回 4 回 4 回 4 回 4 回 4 回  

達成度 － － 100％ 100％ 100％ 100％ 100％  

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）内部統

制・ガバナン

ス強化への取   

組 

整理合理化

計画及び勧告

の方向性等に

基づき、効率

的かつ的確な

業務遂行を図

るため、内部

統制・ガバナ

ンスについて

（２）内部統

制・ガバナン

ス強化への取

組 

①内部統制・

ガバナンスへ

の取組    

役職員の職

務執行のあり

方をはじめと

する内部統

制・ガバナン

スについて、

＜主な定量的指標＞ 

・内部統制委員会の

開催回数 

・モニタリング評価

会議の開催 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

・第 2 期中期目標期

間における取組結果

を踏まえて、内部統制

（２）内部統制・ガバナンス強化への取組 

「内部統制検討委員会」において、法人内のコミュニケーションの実態把握を目

的とした「職員意識調査」を平成 25 年度に実施した。 

平成 22 年度に改訂した「阻害要因一覧」について、業務運営のリスク評価が詳細

に実施できるよう項目を整理する等の検討を平成 25 年度に行い、平成 26 年度に改

訂した。阻害要因一覧に基づくリスク対応計画については、継続して取組状況の調

査及び評価、並びにリスク対応計画の見直しを行った。更に、平成 26年度及び平成

28 年度に新たに優先的に取組むべきリスクを選定し、リスク対応の取組及び評価を

行った。 

平成 27 年度においては、業務方法書の改正に基づく「内部統制委員会」を新たに

設置し、業務方法書で定める内部統制システムについて、「業務方法書における内部

統制システム課題対応整理表」を作成し、継続して内部統制システムの体制整備等

に取組んだ。 

〈評定と根拠〉 

評定：Ｂ 
内部統制委員会の設置、開催

に加え、内部統制に係る職員研

修会も開催してきている。 
また、モニタリング評価会議

やリスク回避等に向けた取り

組みについても計画通り実施

できたことなども踏まえ、Ｂ評

定とした。 
 
 ＜課題と対応＞ 
なし。 

評定  Ｂ 評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

内部統制・ガバナン

ス強化への取組につい

ては、毎年度、「内部統

制委員会（平成 26 年度

までは「内部統制向上

検討委員会」）」を開催

し、概ね各年度計画通

り実施している。具体

的には、阻害要因一覧

を改定し、阻害要因一

覧に基づくリスク対応

＜評定に至った理由＞ 

内部統制・ガバナン

ス強化への取組とし

て、「内部統制委員会」

を計画（最終年度に年

４回開催）どおり開催

している（平成 29 年度

４回開催）。 

「阻害要因一覧」の

改訂や、リスク対応計

画の見直し、内部統制

に係る職員研修を行う
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更に充実･強

化 を 図る こ

と。 

 その際、総

務省の「独立

行政法人にお

ける内部統制

と評価に関す

る研究会」が

平成 22 年 3

月に公表した

報告書（「独

立行政法人に

おける内部統

制と評価につ

いて」）、及

び総務省政策

評価・独立行

政法人評価委

員会から独立

行政法人等の

業務実績に関

する評価の結

果等の意見と

して各府省独

立行政法人評

価委員会等に

通知した事項

を参考にする

ものとする   

こと。 

 

 

引き続き充

実･強化を図

るとともに、

具体的な取組

状況を公表す

る。 

 その際、総

務省の「独立

行政法人にお

ける内部統制

と評価に関す

る研究会」が

平成22年3月

に公表した報

告書（「独立行

政法人におけ

る内部統制と

評価につい

て」）、及び総

務省政策評

価・独立行政

法人評価委員   

会から独立行

政法人等の業

務実績に関す

る評価の結果

等の意見とし

て各府省独立

行政法人評価

委員会等に通   

知した事項を

参考にするも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

の向上、ガバナンス強

化に努めているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、独立行政法人おける内部統制についての認識を深めるため職員研修会を開

催した。 

平成２９年度においては、内部統制・ガバナンス強化への取組から委員長を理事

長とした「内部統制委員会」を開催し、業務運営や利用者の健康・生命・生活等に係

る重要案件を審議する観点から選定した１４の委員会等から委員会の開催状況等を

報告及びその内容について検討を行うなどの取組を行った。 

 

○平成２５年度 

・内部統制向上検討委員会の開催（３回） 

・阻害要因一覧の改訂のための検討 

・リスク対応計画（①生活棟における支援・介護などの不備による利用者の骨折、打

撲、創傷など、②誤与薬の発生、③当事者意識の欠如）の取組状況の調査及び評価 

・リスク対応計画の見直し 

・「職員意識調査」を全職員等（役員を除く）に実施 

    

○平成２６年度 

・内部統制向上検討委員会の開催（４回） 

・阻害要因一覧の改訂（１１０項目） 

・新たな優先対応リスクの選定（施設利用者の人権や主体性の侵害びリスク対応計

画の作成 

・リスク対応計画の取組状況の調査及び評価 

・リスク対応計画の見直し 

 

○平成２７年度 

・内部統制委員会の設置・開催（４回） 

・「業務方法書における内部統制システム課題対応整理表」の作成及び取組 

・リスク対応計画の取組状況の調査及び評価 

   

○平成２８年度 

・内部統制委員会の開催（３回） 

・職員研修会の開催（２日） 

・「業務方法書における内部統制システム課題対応整理表」の取組 

・新たに取組むべきリスク（防犯対策）の選定及び取組 

 

○平成２９年度 

・内部統制委員会の開催（４回） 

・各委員会の平成２８年度開催状況の報告及び報告内容の検討 

・内部統制の６つの基本的要素（①統制環境②リスクの評価と対応③統制活動④情

報と伝達⑤モニタリング⑥ICT への対応）について、各部に対する監査の実施及び監

 計画については、取組

状況の調査及び評価を

実施し、リスク対応計

画の見直しを行った。

また、職員の内部統制

に対する意識を高める

ため、職員研修会を開

催して、内部統制・ガバ

ナンス強化への取組み

を積極的に進めている

ことは評価できる。 

また、内部進行管理

の充実のため、業務遂

行状況についてモニタ

リング評価会議を各年

度計画通り実施した。 

 リスク回避・軽減へ

の取組については、施

設利用者等への定期的

な健康診断や予防接種

の他、事故防止対策と

して事故防止対策委員

会の開催、ヒヤリハッ

ト体験報告書をもとに

発生原因の分析、事故

防止対策の検討を行

い、検証結果について

は職員への周知を図っ

た。 

  さらに、再発防止対

策として、虐待防止対

策委員会を毎月開催

し、虐待が疑われる事

案、緊急やむを得ない

身体拘束の支援など、

報告を受け、発生原因

の分析及び予防対策に

ついて検討している。

具体的な対策として、

など、内部統制・ガバナ

ンス強化に積極的に取

り組んでいる。また、各

部の業務進行状況につ

いて継続的にモニタリ

ングする仕組みを整備

し、「モニタリング評価

会議」を計画どおり毎

年度４回開催してい

る。 

リスク回避・軽減へ

の取組については、施

設利用者等への定期的

な健康診断や予防接種

の他、事故防止対策委

員会を開催し、ヒヤリ

ハット体験報告書をも

とにした発生原因の分

析、事故防止対策の検

討を行い、この検討結

果については職員へ周

知している。 

虐待防止対策委員会

を毎月１回開催し、発

生原因の分析および防

止策について検討して

いる。また、具体的な発

生防止対策として、人

権擁護・虐待防止の研

修会の開催、外部有識

者による支援環境のチ

ェック、役員が現場を

廻り状況を把握し、意

見交換により職員との

意思疎通を図ること、

寮長・副寮長による職

員からの聞き取り調査

を実施し状況を把握す

ることなど、虐待防止
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②内部進行管

理の充実 

各業務部門

ごとに業務目

標を設定し、

継続的に業務

のモニタリン

グを行い業務

の進行管理を

行うことによ

り、計画的な

業務遂行に努

める。 

 

 

 

 

 

 

③ リ ス ク回

避・軽減への

取組 

のぞみの園

の施設運営業

務においてリ

スク要因への

徹底した対応

を図るため、

施設利用者等

に係る感染症   

予防対策や事

故防止対策、

防災対策につ

いて組織的な

取組を進め

る。 

 

 

 

・業務の進行管理の

ため、業務運営上の重

要事項を定めて、組織

的かつ継続的に進捗

状況をモニタリング

しているか。また、モ

ニタリングの結果を

業務に反映させる仕

組となっているか。 

 

・業務の情報開示や

監査機能の強化など、

的確な業務遂行をチ

ェックする取組を行

っているか。また、内

部監査について、計画

を定めて定期的な監

査を実施しているか。 

 

・施設利用者の安全

を守り、法人としての

リスク回避・軽減を図

るため、 

①感染症予防や防災

対策に努めているか。 

②施設利用者の事故

防止対策に努めてい

るか。 

 また、事故が発生し

た場合に、原因を分析

し、再発防止に努めて

いるか。 

 

 

 

 

 

査結果の検討 

 

【モニタリング】 

平成２０年度より各部の中堅職員（係長職相当）８人をモニターとして選出し、各部

の業務遂行状況を継続的にモニタリングする仕組みを整備し、このモニターと役員

及び各部管理者による「モニタリング評価会議」を毎年度４回開催した。 

この会議において、各モニターからの評価項目ごとの進捗状況の報告等に基づき、

業務の進行管理を行った。 

また、評価結果等については、園内ＬＡＮを活用し、広く職員に周知するなど、情報

提供を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③リスク回避・軽減への取組 

ア 利用者及び職員に対する健康・安全の確保                                             

施設利用者の健康及び安全管理のため、定期的な健康診断やインフルエンザ予防

接種等の予防策について、当法人の診療所を中心に他の医療機関等の協力を得て実

施した。 

職員の健康・安全確保のため、定期健康診断、人間ドック、婦人科検診及び夜勤等

を行う職員を対象とした特別健康診断、インフルエンザ予防接種、及び平成 28年度

からストレスチェックを実施した。 

 

イ 事故等の発生と再発防止への取組 

事故防止対策委員会を設置し、毎月第２木曜日に開催し、事故報告書やヒヤリ 

ハット体験報告書をもとに発生原因の分析、事故防止対策を検討した。検討結果に

ついては、各部所に周知し、同じような事故が起こらないよう注意を喚起した。 

○平成 25年度 

・事故発生状況    33 件 

・ヒヤリハット実績  906 件 

○平成 26年度 

・事故発生状況    40 件 

人権擁護・虐待防止の

研修会の開催、外部有

識者を招聘し、外部目

線による支援環境のチ

ェック、寮長・副寮長に

よる職員の聞き取り調

査の実施、何よりも理

事長、理事自ら直接現

場をまわり、職員の意

思疎通を図り寮の運営

状況を把握することに

より、虐待防止体制を

強化した。 

上記のことから、第

３期中期目標の所期の

目標を概ね達成すると

見込まれるため、「Ｂ」

評定とする。 

 

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

＜その他事項＞ 

 なし。 

体制を強化し、再発防

止の徹底を図ってい

る。 

上記のことから、第

３期中期目標期間の所

期の目標を達成してい

るため、「Ｂ」評定とす

る。 

 

＜今後の課題＞ 
 なし。 
 
＜その他事項＞ 
 なし。 
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・業務改善の取組を

適切に講じているか。 

（業務改善の取組：国

民からの苦情・指摘に

ついての分析・対応、

国民が疑念を抱くこ

とのない開かれた法

人運営・情報提供、目

安箱等職員からの  

提案を受け付けるた

めの仕組みの構築、改

善に取り組む職員を

人事評価しているか

等） 

・ヒヤリハット実績  668 件 

○平成 27年度 

・事故発生状況    30 件 

・ヒヤリハット実績  565 件 

○平成 28年度 

・事故発生状況    41 件 

・ヒヤリハット実績  754 件 

○平成 29年度 

・事故発生状況    42 件 

・ヒヤリハット実績  926 件                                         

                                         

・施設利用者の高齢化に伴う機能低下や合併症の発症への対応策として、緊急時に

備えた「救命救急講習会」を定期的に開催し、職員の意識向上に努めた。 

（「救急蘇生・ＡＥＤの使用方法」「窒息・誤嚥時の対応について」など） 

 

・摂食・嚥下障害への対応として、外部の専門家を招聘し、指導・助言をいただき利

用者に支援に努めた。 

 

再発防止への取組として、虐待防止対策委員会を毎月１回開催し、虐待が疑われ

る事案、緊急やむを得ない身体拘束の状況、支援において不適切と思われる事案に

ついて、報告を受け、発生原因の分析および防止策について検討した。 

また、虐待防止対策や発生時の対応について、職員への周知を図るとともに、部

会、課会等において周知し、再発防止への注意喚起を行っている。具体的な再発防止

策として、１）人権擁護･虐待防止のための研修を実施し、全職員に対して障害者虐

待防止法の理念及び通報義務等の理解を深めた、２）虐待防止対策委員会に小委員

会を設置し虐待防止体制を強化した、３）２人の外部有識者を招聘し、外部目線での

支援環境の把握をした、４）ケース記録の内容について改めて個別支援計画に沿っ

た支援がされているかの確認、５）不適切な支援について考えるワークショップ研

修を実施、６）担当理事が今まで以上に現場を廻り、理事長に報告をするとともに、

月１回理事長と支援を行う現場の寮長等が意見交換を行い、職員との意思疎通や寮

の運営状況を把握、７）寮長・副寮長による職員の聞き取りを定期的に実施し、各寮

の状況を把握した、などを実施した。 

 

ウ 感染症対策の実施 

感染症対策として、インフルエンザやノロウイルスの流行時期を基本に、その他

の感染症についても対策を講じるため、毎年２回は感染症対策委員会を開催して、

施設内の感染症対策を図った。 

また、1年を通して、診療所の玄関・外来・病棟入口・各病室入口に、手指消毒剤

を設置し、外来者や面会者にも手指消毒を励行し、感染症防止対策の強化に努めた。 
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④業務内容の

情報開示等 

 のぞみの園

 

エ 防災対策の実施 

   

○防災対策 

災害発生時において、施設利用者が迅速かつ的確に行動できるよう、安全防災訓

練を夜間を含めて年 3回実施した。 

また、施設利用者及び役職員を対象とした総合防災訓練を毎年 10 月に実施し、高

崎中央消防署の指導による講習を受けた。 

 

日   付 講 習 内 容 

・平成 25年 10 月 30 日 
煙・起震車及び放水体験 

消火器消火及び担架搬送訓練 

・平成 26年 10 月 1 日 
煙・放水体験 

消火器消火及び担架搬送訓練 

・平成 27年 10 月 14 日 
煙・起震車及び放水体験 

消火器消火及び担架搬送訓練 

・平成 28年 10 月 12 日 
煙・放水体験 

消化器消火及び担架搬送訓練 

・平成 29年 10 月 11 日 
煙・起震車及び放水体験 

消化器消火及び担架搬送訓練 

 

オ 高齢化に対応した職員指導 

施設利用者の高齢化に伴う機能低下の対応として、容体の急変や窒息・誤嚥の救

急時に備えた全職員を対象とした救急救命講習会（「救急蘇生の ABC・AED の使用方

法その他」「喉詰め・誤嚥時の対応について」）及び効果測定を毎月実施した。 

繰り返し受講することにより、緊急時の対応技術の向上が図られ、１人の利用者

の誤嚥事故に対し迅速、適切な処置が行われた結果、重大な事故を防ぐことができ

た。 

また、介護職員等によるたんの吸引等の業務については、平成 24年度より、群馬

県が開催した「介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修」を受けた職員 4

名を業務担当者として、たんの吸引等の業務を開始した。 

なお、喀痰吸引が可能な職員は 7 人おり、群馬県の「介護福祉士・認定特定行業

務従事者名簿」に登録されており、平成 29 年４月 10 より、２名の研修修了者加え、

９名の職員が登録され、うち５名が所属寮において入所利用者のたんの吸引等の業

務を実施している。 

 

④業務内容の情報開示 

業務運営の改善に繋げるため、運営状況や財務状況、業務の遂行状況等をホーム
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の運営状況や

財務状況、業

務の遂行状況

等について、

国民にとって

分かりやすい

よう情報開示

を行うととも

に、情報セキ

ュリティの向

上を図る。 

⑤効率的な業

務運営に向け

た取組を有効

に機能させる

ための監査実

施 

契約の適正

化等の効率的

な業務運営に

向けた取組を

有効に機能さ

せるため、内

部監査を行う

とともに監事

及び会計監査

人からの厳格

な監査を受け

る。 

ページに掲載するなどの情報公開を徹底した。また、外部・内部からの意見等を積極

的に取り入れる仕組（ホームページでの意見募集、業務改善提案箱等）を整備し、国

民に分かりやすい情報提供等を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤取組を有効に機能させるための監査実施に係る条件整備 

内部監査計画に基づき、毎年度内部監査を実施した。実施に当たってはチェック

リストを作成しヒアリング及び実地監査を行った。 

【内部監査における主な確認事項】 

・支援・介護マニュアル集に基づく支援・介護の実態、 

・与薬ルールの実施状況の確認 

・個人情報の管理状況 

・法人文書の管理状況（公文書等の管理に関する法律施行関連） 

・物品の管理状況 

・利用者所持金の管理状況 

・各部の出納員における現金管理状況 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―３ 業務運営の効率化に伴う経費削減 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 748 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間最

終年度値 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
一般管理費、事業費

等（計画値）（百万円） 

中期目標期間最終年度 1,665 百万円 1,437 1,522 1,475 1,216 896 26 年度が 25 年度を上回っているの

は、26年度に「国家公務員の給与の

改定及び臨時特例に関する法律」に

準じた給与減額支給措置が終了し

たことによる増額等があったため 

一般管理費、事業費

等（実績値）（百万円） 

年度計画値の 100％ 

 

－ 1,146 1,250 1,286 1,202 1,402 － 

上記削減率 中期目標期間全体の最終年度

値を対前中期目標期間最終年

度実績値（1,665 百万円）から

16％以上削減 

－ △31.2％ △24.9％ △22.8％ △27.8％ △15.8% － 

  達成度 年度計画の削減率に対する実

削減率 

－ 228％ 290％ 200％ 103％ 34.2% － 

競争性のある契約の

比率（計画値） 

各年度 80％以上とする － 60％以上 60％以上 80％以上 80％以上 80％以上 － 

競争性のある契約の 

比率（実績値） 

－ 74.4％ 

 

90.5％ 84.2％ 91.7％ 82.6％ 85.7％ － 

達成度 － － 151％ 140％ 115％ 103％ 107％ － 

常勤職員数（計画値） 中期目標期間最終年度 193 人 223 人 221 人 217 人 206 人 203 人 193 人 － 

常勤職員数（実績値） 年度計画値の 100％ － 221 人 217 人 206 人 203 人 193 人 － 

上記削減率 中期目標期間全体の最終年度

値を対前中期目標期間最終年

度実績値（223 人）から 13％削

減 

－ 0.9％ 2.7％ 7.6％ 9.0％ 13％ － 

  達成度 年度計画の削減率に対する実

績削減率 

－ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ － 
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総事業費に占める自 

己収入の比率 

（計画値） 

中期目標期間最終年度総事業 

費に占める自己収入の比率を 

40％以上 

－ 40％以上 40％以上 40％以上 40％以上 40％以上 － 

総事業費に占める自 

己収入の比率 

（実績値） 

－ 54.3％ 55.5％ 53.7％ 55.3％ 59.8％ 55.9％  

達成度 － － 138％ 134％ 138％ 150％ 140％  

県の事業を受託 

（計画値） 

年間 3事業 

 

－ 2 事業 3 事業 3 事業 3 事業 3 事業  

県の事業を受託 

（実績値） 

－ 2 事業 

 

2 事業 3 事業 3 事業 3 事業 3 事業  

達成度 － － 100% 100% 100% 100％ 100％  

市の事業を受託 

（計画値） 

年間 3事業 

 

－ 3 事業 3 事業 2 事業 2 事業 2 事業  

市の事業を受託 

（実績値） 

－ 3 事業 3 事業 2.5 事業 2 事業 2 事業 2 事業  

達成度 － － 100% 83% 100% 100％ 100％  

＊競争性のある契約とは、競争入札、企画競争・公募による契約である。 

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
（見込評価） 

（期間実績評

価） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）業務運営の効率化

に伴う経費節減 

一般管理費及び事業

費等の経費（運営費交付

金を充当するもの〈定年

退職者に係る退職手当

に相当する経費を除

く。〉）について、中期目

標期間の最終年度（平成

29）の額を、前中期目標

期間の最終年度（平成

24）と比べて 16％以上節

減すること。 

 なお、総人件費につい

ては、政府の方針を踏ま

（３）業務運営の効

率化に伴う経費節減

①経費の節減 

中期目標に基づく

業務運営の効率化に

伴う経費節減 16％以

上を達成するため、

常勤職員数の縮減、

給与水準の適正化、

のぞみの園において

策定した「調達等合

理化計画」等に基づ

く合理化に取り組

む。 

 なお、総人件費に

＜主な定量的指標＞ 

・一般管理費、事業費

等 

・常勤職員数 

・競争性のある契約 

・総事業費に占める自

己収入の比率 

・県の事業を受託 

・市の事業を受託 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

・一般管理費及び事業

〈主要な業務実績〉 

（３） 業務運営の効率化に伴う経費節減 

 

①経費の節減 

人員減や給与の見直しにより、人件費の縮減を行った。 

また、物件費については、一般競争入札等の競争性の高い契約方式で行い、費用の縮減

に努めた。 

・運営費交付金について、平成 24 年度に比して、平成 29 年度の実績値において、▲約 263

百万円減（▲15.8％）となった。 

これは、平成 29 年度において、老朽化に伴う屋内壁面等からの漏水がある生活寮等の建物

について行った屋上防水・外壁改修工事やコンクリート剥離し落下するなど劣化が著しい

宿舎の解体など、緊急、不可避な工事を実施したため、臨時的かつやむを得ない支出があ

ったことが主な要因となっている。 

 

 

                     

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
着実に経費削減等に取り

組むとともに、運営費の確

保を図るため、研修等の資

料代や研究成果を易しくま

とめたガイドブック等の出

版物について適切な額で負

担を求めた。また、診療収

入については、利用者が減

少する中、収入確保に努め

てきた。これらの取り組み

により経費削減を行ってき

たところであるが、対前中

期目標期間最終年度実績値

評定 Ｂ 評定 Ｂ 

＜評定に至った

理由＞ 

業務運営の効

率化に伴う経費

削減については、

職員数の減や給

与の見直しによ

り人件費の縮減

を行うとともに、

一般競争入札等

の実施による費

用の縮減により、

経費削減を図っ

ており、毎年度、

＜評定に至った

理由＞ 

業務運営の効

率化に伴う経費

削減については、

職員数の減や給

与の見直しによ

り人件費の縮減

を行うとともに、

一般競争入札等

の実施による費

用の縮減により、

経費削減を行っ

たものの、一般管
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え、適切に対応す 

ること。 

 

 

つ い て は 、 政 府   

の方針を踏まえ、適

切に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②運営費交付金以外

の収入の確保 

 

ア  地域のニーズを

踏まえた多様な事業

の実施や、施設・設備

等の効率的な活用を

引き続き検討し、事

業収入の増加を図

る。 

 また、地方自治体

等の研修事業などを

積極的に受託する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

費等の経費（運営費交

付金を充当するもの

（定年退職者に係る退

職手当に相当する経費

を除く））について、前

中期目標期間の最終年

度（平成 24 年度）と比

較して、どの程度節減

が図られているか。 

 

 

 

・事業収入の増加を図

るための取組を行って

いるか。  

・事業費における冗費

を点検し、その削減を

図っているか。 

 

 

 
   （単位：百万円、人） 

年度区分 人件費総額 職員数 

平成 24 年度 1,577 223 

平成 25 年度 1,463 221 

平成 26 年度 1,524 217 

平成 27 年度 1,498 206 

平成 28 年度 1,397 203 

平成 29 年度 1,437 193 

注 各年度の職員数は年度末の人数である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②運営費交付金以外の収入  

地域の障害者のニーズに応じた障害福祉サービスの拡充、国、群馬県及び高崎市からの

委託事業の実施、診療所における診療収入の確保及び実習料の徴収等を行い、収入増を図

った。 

 

〇平成 25年度 

・就労継続支援事業Ｂ型の拡充 

・障害児通所支援センター「れいんぼ～」を開設 

・国の「障害者総合福祉推進事業」及び「社会福祉推進事業」に応募し、調査研究事業を実

施 

・群馬県から「行動援護従業者養成研修実施事業」、「知的障害者（児）ホームヘルパー養成

基礎研修事業」を受託 

・高崎市から、「高崎市相談支援事業」、「高崎市障害者虐待防止センター事業」を受託 

〇平成 26年度 

・国の「障害者総合福祉推進事業」及び「社会福祉推進事業」に応募し、調査研究事業を実

施 

・群馬県から「行動援護従業者養成研修実施事業」、「知的障害者（児）ホームヘルパー養成

基礎研修事業」、「群馬県強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）」を受託 

・高崎市から、「高崎市相談支援事業」、「高崎市障害者虐待防止センター事業（９月まで）」

を受託。また、「高崎市障害者虐待防止事業の緊急一時保護」の契約を締結 

（1,665 百万円）から 16％

以上の削減には至らなかっ

た。 
なお、入札案件について

は競争性の高い契約方式に

見直すなど目標を大幅に上

回った。よって上記取り組

みを勘案し、Ｂ評定とした。 
 
＜課題と対応＞ 
なし。 

    

 

 

 

 

一般管理費、事業

費等の実績値は

計画値を上回る

成果を得られて

おり、第３期中期

目標値（前期中期

目標期間最終年

度 実 績 値 か ら

16％削減）に着実

に近づいている。 

 業務運営にお

ける合理化の推

進については、

「調達等合理化

計画」に基づく合

理化に取り組み、

入札案件につい

ては競争性のあ

る契約の比率の

計画値を平成 27

年度より 60％以

上から 80％以上

に引き上げたが、

実績値でその水

準を上回るなど、

合理化を計画的

に進めていると

認められる。 

 平成 28 年度に

おける総事業費

に対する運営費

交付金以外の収

入（自己収入）の

比率は、53.7％か

ら 59.8％と高い

レベルで推移し

ており、各年度と

も計画値（40％以

上）を大幅に上回

理費、事業費等の

削減率の実績値

（△15.8％）は計

画値（△16％）を

下回っている。 

これは、利用者

が生活する生活

寮等の漏水に対

応するための改

修など臨時的な

支出があったこ

とが主な要因と

なっている。 

「調達合理化

計画」に基づいて

取り組んだ結果、

競争性のある契

約の比率の実績

値 （ 82.6 ％ ～

91.7％）は計画値

（各年度 80％以

上）を上回るな

ど、合理化を計画

的に進めている。 

また、総事業費

に占める自己収

入の比率につい

て 、 実 績 値

（ 53.7 ％ ～

59.8％）は計画値

（40％以上）を上

回っているなど、

自己収入の確保

に努めている。 

上記のことか

ら、経費削減の目

標は、0.2％達成

していないもの

の、職員数の減や
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〇平成 27年度 

・国の「障害者総合福祉推進事業」及び「社会福祉推進事業」に応募し、調査研究事業を実

施 

・群馬県から「知的障害者（児）ホームヘルパー養成基礎研修事業」、「群馬県強度行動障害

支援者養成研修（基礎研修）」、「群馬県強度行動障害支援者養成研修（実践研修）」、を受託 

・高崎市から、「高崎市相談支援事業」、を受託。また、「高崎市障害者虐待防止事業の緊急

一時保護」の契約を締結 

〇平成 28年度 

・国の「障害者総合福祉推進事業」及び「社会福祉推進事業」に応募し、調査研究事業を実

施 

・群馬県から「知的障害者（児）ホームヘルパー養成基礎研修事業」、「群馬県強度行動障害

支援者養成研修（基礎研修）」、「群馬県強度行動障害支援者養成研修（実践研修）」、を受託 

・高崎市から、「高崎市相談支援事業」、を受託。また、「高崎市障害者虐待防止事業の緊急

一時保護」の契約を締結 

○平成 29年度 

・国の「社会福祉推進事業」に応募し、調査研究事業を実施 

・群馬県から「知的障害者（児）ホームヘルパー養成基礎研修事業」、「群馬県強度行動障害

支援者養成研修（基礎研修）」、「群馬県強度行動障害支援者養成研修（実践研修）」、を受託 

・高崎市から、「高崎市相談支援事業」、を受託。また、「高崎市障害者虐待防止事業の緊急

一時保護」の契約を締結 

・「れいんぼ～」が児童発達支援センターとなり、保育所等訪問支援事業を開始。 

 

【診療収入】 

外来診療については、「群馬県統合型医療情報システム」（群馬県 HP）に当診療所を公表

し、広報に努めた。 

診療収入については、施設利用者が減少する一方、一般外来患者の受診が増加したが、

これは平成 29年５月より発達障害児支援を拡充（児童発達支援センターの設置）したこと

により、精神科の受診が増加したものである。これらにより診療収入の確保に努めた。     

 

単位（人） 

 H25 H26 H27 H28 H29 

内科 利用者 17,539 16,743 16,795 17,678 14,024 

一般 684 784 931 455 438 

精神科 利用者 2,457 1,975 1,238 1,157 1,085 

一般 3,573 4,484 4,560 4,771 5,107 

 

 

 

っている（達成度

138％～150％）。

また、地域の障害

者ニーズに応じ

た障害福祉サー

ビスの拡充、国、

群馬県及び高崎

市からの受託事

業の実施、診療所

における診療収

入の確保、実習生

の徴収等により

収入増を図って

いる。 

上記のことか

ら、第３期中期目

標の所期の目標

を達成すると見

込まれるため、Ｂ

評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

＜その他事項＞ 

 なし。 

給与の見直しに

より人件費の縮

減等に努めてお

り、利用者の生活

に直結する臨時

的な支出があっ

たというやむを

得ない事情を考

慮し、第３期中期

目標期間の所期

の目標を達成し

ていると認め、

「Ｂ」評定とす

る。 

 

＜今後の課題＞ 
 なし。 
 
＜その他事項＞ 
 なし。 
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イ 利用者負担を求

めることができるサ

ービスについて、社

会一般情勢を踏まえ

適切な額の負担を求

める。 

 

【その他】 

発達障害児・者について、就学前から成人まで切れ目なく支援するための一環として、

障害児通所支援センター「れいんぼ～」を平成 25年 4 月に開設、児童発達支援事業及び放

課後デイサービスを開始した。 

平成 29 年５月から児童発達支援センターとなり、保育所等訪問支援事業も開始した。 

                       単位（人） 

 H25 H26 H27 H28 H29 

児童発達支援 964 1,646 2,045 2,469 3,653 

放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 1,554 1,971 1,761 2,295 3,657 

保育所等訪問支援 ― ― ― ― 138 

 
 

〔利用者負担〕                                     

施設利用者が負担する利用料（食費、光熱水費）について、直近の実績を踏まえて適切な

額の負担を求めた。                                         

〔セミナー参加者等への負担〕 

研修等については、資料代等を含め参加費の負担を求めた。 

〔実習の受入〕 

福祉系大学等の学生、ホームヘルパー研修受講者等の各種養成機関からの実習を受入れ

た。実習の受入に当たっては、適切な負担を求めた。                                         

［出版物収入］ 

研究成果をまとめたガイドブック等を有償頒布し、収入増に努めた。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―４ 
効率的かつ効果的な施設・設備の利用 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 748 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間最

終年度値 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
通所支援事業の利用率 

（計画値） 

75％以上 － 75％以上 75％以上 75％以上 75％以上 75％以上 － 

通所支援事業の利用率 

（実績値） 

－ － 59.0％ 76.1％ 81.0％ 100.5％ 80％ － 

達成度 － － 79％ 102% 108% 134％ 107％ － 

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２効率的かつ

効 果 的 な 施

設・設備の利  

用 

既 存 の 施

設・設備を有

効 活 用 し つ

つ、効率的か

つ効果的な業

務運営を図る

こと。 

 

２効率的かつ

効 果 的 な 施

設・設備の利

用 

土地、建物

等の資産につ

いて、資産の

利用頻度、本

来業務に支障

のない範囲内

での有効活用

の可能性の観

点から、利用

方法等の検討

を引き続き行

う。 

 併せて、老

＜主な定量的指標＞ 

・通所支援事業の利用

率 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

・保有する建物等の資

産について、適時・的

確に保有の必要性、利

用方法を検討し、有効

活用等に努めている

か。 

・施設利用者の減少や

能力・障害の状況等を

踏まえ、施設・設備等

 

（１）施設利用者の状況を考慮した利用方法の検討 

 

【資産（土地・建物等）の利用・検討】 

資産（土地・建物）利用検討委員会は、のぞみの園が保有する資産（土地・建物）

の実態を把握し、今後資産をどのように利用するかなどについて資産の効率的な利

用を検討するものであり、構成委員は総務部長を筆頭に 11 名の役職員で構成され

る。 

 

○平成 25年度 

会計検査院の指摘を受け、保有資産の管理・運用について、資産利用検討委員会

を 5回開催し旧管理事務所跡地の有効利用を検討した。 

○平成 26年度 

保有資産の管理・運用については、前年度に利用者支援の観点から、就労支援施

設として、きのこハウスの設置、果樹園などの整備を行うため準備を進め、４月に

自治会、近隣住民に説明を行い一般競争入札により１月に契約を締結した。 

○平成 27年度 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

施設利用者の高齢化や重度化

等が顕著となり、そのニーズに

対応した適切なサービスの提供

と地域移行者等による施設利用

者の減少に鑑み寮再編成を実施

するとともに空き寮の活用を図

った。例えば、寮再編で空き寮と

なった建物については、活動支

援棟のサテライトとして活用す

るとともに、男女混合寮を再編

により男女別にするなど利用者

の視点に立った施設活用を進め

た。また、福祉関係者等への活動

の場としての活用や県や関係団

体等の要請を受け、研修会等の

評定 Ｂ 評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

保有資産の管理・運用

については、資産利用検

討委員会や資産利用検

討部会において、利用者

の支援の観点から検討

を行っており、その結

果、寮再編により空き寮

となった建物の一部に

ついては、東日本大震災

の被災者である（社福）

友愛会の生活寮や日中

活動の場として提供し、

また、施設利用者の活動

支援棟のサテライトと

しても活用した。 

＜評定に至った理由＞ 

 保有資産の管理・運

用については、資産利

用検討委員会や資産利

用検討部会において、

利用者支援の観点から

有効利用について検討

しており、その結果、寮

の再編により空き寮と

なった建物の一部につ

いては、東日本大震災

で被災した（社福）友愛

会に生活寮や日中活動

の場として提供し、ま

た、施設利用者の活動

支援棟のサテライトと
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朽化等により

不用となった

建物の処分等

を検討する。 

（１）施設入

所利用者の状

況を考慮した

利用方法の検

討 

 施設・設備

等について、

地域移行等に

よる施設入所

利 用 者 数 や   

年々高齢化、

機能低下が進

む施設入所利

用者の状況等

に合わせた見

直しを図るな

ど、効率的か

つ効果的な利   

用を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域の

社会資源・公

共財としての

の効率的かつ効果的

な利用が図られてい

るか。 

・保有資産の活用につ

いて、監事の監査にお

いて適切にチェック

を受けているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・施設・設備等につい

て、福祉関係者やボラ

ンティアの利用など、

きのこハウス、果樹園の整備を行った。 

  完成：平成 27 年 ６ 月 30 日 

平成 27 年９月に設置された「第４期中期目標等における事業等の在り方検討委

員会」での「資産利用検討部会」として組織され、使用されていない空き施設の利

活用、事業の見直しに係る整備等を検討した。     

〇平成 28年度 

事業等の在り方検討委員会での方向性を受け、旧事業企画部事務所の環境整備に

ついて検討した。平成 29 年に予定された組織の見直しや寮の移転について検討し

た。 

所期中において寮再編で空き寮となった建物については、施設利用者の高齢化や

障害の程度に合わせて活動内容が選択できるよう活動支援棟のサテライトとして

活用を図るとともに、一部について、（社福）友愛会の生活寮や日中活動の場として

提供した。 

○平成 29年度 

使用されていない空き施設等の「えくぼ」「こまくさ」「Ａ棟宿舎」、日中活動等 

利用中の「ゆうらく」「さくら」「富士会館」における今後の利活用について検討し

た。 

     

〔寮再編成と空き寮の活用〕                                        

施設利用者の高齢化や重度化等が顕著となり、そのニーズに対応した適切なサー

ビスの提供と地域移行者等による施設利用者の減少に鑑み寮再編成を実施すると

ともに空き寮の活用を図った。 

・平成 25年度：特別支援課、自立支援課を併せて生活支援課とする。 

・平成 27年度：第５次寮再編成実施 ２か寮を閉寮 

・平成 28年度：生活支援部活動支援課を地域支援部に移管、一部一課制 

平成 23 年４月より空き寮となった３棟及び富士会館等を東日本大震災（原発に

よる避難）で避難を余儀なくされた被災施設（社福）友愛会に同施設利用者の居住

の場・日中活動の場として提供をしている。 

・平成 29年度：男女混成寮であったやまぶき寮、ひなげし寮をそれぞれ男性寮、女

性寮に再編した。また、あじさい寮を著しい行動障害等を有する者や精神科病院に

社会的入院等をしている知的障害者を有期限での受け入れに特化した寮とした。 

 

【保有資産の活用にかかる監事の監査】 

監事監査においては、財産の状況及び保有資産の見直しについて確認はされた

が、指摘事項はなかった。 

 

（２）地域の社会資源・公共財としての活用 

【診療所の活用】 

診療所は、有床の保険医療機関（注：平成７年 10 月に保険医療機関の指定を受

場として法人施設を提供し、効

率的・効果的な施設・整備の利用

を進めたことなどから、Ｂ評定

とした。 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

 地域の社会資源・公共

財としての活用につい

ては、診療所の機能を活

用して、地域の知的障害

者や発達障害児者に対

する医療の提供や、保護

者支援のための障害に

対する学習会・懇親会等

を開催したほか、毎年、

のぞみの園ふれあいフ

ェスティバルを開催し

地域住民との交流を深

めていることは評価で

きる。また、地元高等学

校のマラソンコース、ハ

イキングコースとして

遊歩道等を解放し、施

設・設備の開放を進めて

いる。 

 上記のことから、第３

期中期目標の所期の目

標を達成すると見込ま

れるため、Ｂ評定とし

た。 

 

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

＜その他事項＞ 

 なし。 

しても活用している。 

地域の社会資源・公

共財として、診療所の

機能を活用して、地域

の知的障害児・者や発

達障害児・者に対する

医療の提供や、保護者

支援として保護者を対

象とした障害に対する

学習会・懇談会等を開

催している。毎年、のぞ

みの園フェスティバル

を開催し地域住民との

交流を深めている。ま

た、地元の高等学校の

マラソンコース、ハイ

キングコースとして遊

歩道等を開放するな

ど、施設・設備の積極的

な活用を進めている。 

上記のことから、第

３期中期目標期間の所

期の目標を達成してい

るため、｢Ｂ｣評定とす

る。 

 

＜今後の課題＞ 
 なし。 
 
＜その他事項＞ 
 なし。 
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活用   

 

 

 

 

 

 

 

①診療所の機

能の活用   

診療所の機

能 を 活 用 し

て 、 地 域 の 

知的障害者や

発達障害児・

者に医療を提

供する。 

 

 

 

 

②福祉関係者

等への活動の

場としての活

用 

 施設・設備

等について、

福祉関係者、

ボランティア

等の活動の場

に提供するな

ど、一層の利

用 促 進 を 図

る。 

地域の社会資源・公共

財として、地域住民へ

の積極的な施設開放

が行われているか。 

・地域の知的障害者等

への医療が適切に提

供されているか。 

け、平成 14年１月には有床診療所として許可を受ける。）として、入所利用者を中

心に医療の提供を行ってきた。平成 21年度からは、精神科外来において、保護者支

援の一環として家族心理教育のグループセッション（えすぽわ～る）を開始してい

る。平成 26年度からは、医師、臨床心理士、医療ソーシャルワーカーなどの他職種

が関わっている。    

 

 

 

① 診療所の機能の活用 

ア 診療所において、地域の知的障害者（児）及び家族等に対して外来診療を実施

した。また、外来患者の家族を対象とした家族心理教育のグループセッション（え

すぽわ～る）についてグループ区分の充実を図った。さらに、精神科外来を利用す

る発達障害児等を対象に、医師、臨床心理士、医療ソーシャルワーカー、学校教職

員、施設職員、児童相談所職員等によるケースカンファレンスを随時実施し、情報

を共有化することにより、地域全体での包括的な支援に取り組んだ。 

イ 発達障害児・者について、就学前から成人まで切れ目なく支援するための一環

として、障害児通所支援センター「れいんぼ～」を平成 25 年 4 月に開設し、児童発

達支援事業及び放課後等デイサービスを開始した。「れいんぼ～」は平成 29 年５月

より児童発達支援センターとして、定員を２倍に増員し、保育所等訪問支援事業を

開始した。また、保護者支援として、保護者を対象としたプログラムを作成し、子

育てや障害に対する学習会や懇談会をサービスごとに開催した。 

② 福祉関係者等への活動の場としての活用 

ア 施設・設備の開放については、地元高等学校のマラソン、ハイキングのコース

や地元住民のオリエンテーリングコースとして、遊歩道等を開放したほか、歌や踊

り等のボランティアに対して、活動の場として法人施設（文化センター）を提供し

た。また、東日本大震災で被災してのぞみの園に集団避難している（社福）友愛会

の利用者に対して、プール施設の利用を提供した。 

イ 群馬県や関係団体等の要請を受け、研修会等の場として法人施設（文化センタ

ー）を提供した。 

ウ 地域住民等との交流及び障害者への理解を深めていただくこととを目的に、平

成 29 年 10 月 21 日に「のぞみの園ふれあいフェスティバル」を開催し、各種イベ

ントや、利用者の作品展示及び施設内の見学等を実施し、交流の機会を持つことに

努めた。 

・平成 25年度  来場者数 2,302 人 

・平成 26年度  来場者数 1,953 人 

・平成 27年度  来場者数 1,894 人 

・平成 28年度  来場者数 2,383 人 

・平成 29年度  来場者数 1,652 人 
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４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―５ 合理化の推進 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

行政事業レビューシート番号 748  

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間最

終年度値 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 

競争性のある契約 

（年度計画値）（％） 

各年度 80％以上 － 60％以上 60％以上 80％以上 80％以上 80％以上 － 

競争性のある契約を（実

績値）（％） 

－ 74.4％ 90.5％ 

 

84.2％ 91.7％ 82.6％ 85.7％ － 

達成度 － － 151％ 140％ 115％ 103％ 107％ － 

注）競争性のある契約とは、競争入札、企画競争・公募による契約である。 

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 

 
中期計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３合理化の推

進 
契約は、原

則として一般

競争入札 等  

によるものと

し、以下の取

組により 、  

引き続き随意

契約の適正化

を推進す る  

こと。 
 
 
 
 
 

３合理化の推

進 
重度かつ高

齢の知的障害

者という施設

利用者の特性

を十分考慮し

ながら、契約

は原則として

一般競争入札

等によるもの

とし、以下の

取組により、

随意契約の適

正化を推進す

る。 

 

＜主な定量的指標＞ 
・競争性のある契約 
 
＜その他の指標＞ 
なし 

 
＜評価の視点＞ 
・「調達等合理化計

画」の実施状況はどう

か。また、その状況に

ついて公表している

か。 
 

 

 

 

 

〈主要な業務実績〉 

（１）「調達等合理化計画」に基づく取組等 

「調達等合理化計画」及び「一者応札・一者応募に係る改善方策について」に基づ

き、入札案件については、全て一般競争入札等の競争性の高い契約方式で実施した。

また、契約の適正な実施を図るため契約監視委員会を平成 29 年 6 月に開催し、点

検・見直しを行い、その結果についてはのぞみの園ホームページに掲載し公表した。 

 

【契約に占める競争入札、随意及びプロポーザル契約による契約の割合の推移】                                                     

（単位：％） 

年度区分 
競争化した契約 

随意契約 競争入札 プロポーザル 計 
平成 25 年度 81.0 9.5 90.5 9.5 
26 68.4 15.8 84.2 15.8 
27 87.5 4.2 91.7 8.3 
28 73.9 8.7 82.6 17.4 
29 76.2 9.5 85.7 14.3 

※上下水道料金等の公共料金を除いた契約で算出 

 

 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
入札案件については、一般競

争入札等の競争性の高い契約

方式で実施してきた。また、公

共料金を除いた契約件数のう

ち競争性のある契約割合につ

いては目標を上回る水準で維

持できたことから、Ｂとした。 

 
＜課題と対応＞ 
なし。 
 

 

評定  Ｂ 評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

業務運営における合

理化の推進については、

「調達等合理化計画」に

基づく取組みを着実に

実施するため、入札案件

の公共料金を除いた契

約総件数の内競争性の

ある契約が、計画値 80％

に対し、各年度とも上回

る実績（82.6％から 91.7 

％）が得られている。 

また、契約監視委員会

における審査や監事及

び会計監査人の監査に

おいても、入札・契約に

＜評定に至った理由＞ 
 ｢調達等合理化計画｣

に基づく取組みを着実

に実施し、入札案件の

公共料金を除いた契約

総件数のうち、競争性

のある契約の割合につ

いて、計画値（各年度

80％以上）を、各年度と
も上回る実績値（82.6％
～91.7％）となってい
る。 
また、契約監視委員

会における見直し・点

検や監事の監査におい

て、入札・契約について
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①公正かつ透

明な調達手続

きによる適切

で、迅速かつ

効果的な調達

を実現する観

点から、のぞ

みの園におい

て策定し た

「調達等合理

化計画」の取

組を着実に実

施すること。 
 

②一般競争入

札等により契

約を行う場合

であっても、

特に企画競争

や公募を行う

場合には、競

争性、透明性

が十分に確保

される方法に

より実施する

こと。 
③監事及び会

計監査人によ

る監査におい

て、入札・契

約の適正な実

施について徹

底的なチェッ

クを受けるこ

と。 

①公正かつ透

明な調達手続

きによる適切

で、迅速かつ

効果的な調達

を実現する観

点から、のぞ

みの園におい

て策定し た

「調達等合理

化計画」の取

組を着実に実

施する。 

 

②一般競争入

札等により契

約を行う場合

であっても、

特に企画競争

や公募を行う

場合には、競

争性、透明性   

が十分に確保

される方法に

より実施 す

る。 

③監事及び会

計監査人によ

る監査におい

て、入札・契約

の適正な実施

について徹底

的なチェック

を受ける。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・一般競争入札等の

実施状況はどうか。そ

のうち、企画競争や公

募を行う場合には、競

争性、透明性が十分に

確保させる方法によ

り実施しているか。 
 

 

 

 

 

・入札・契約の実施状

況について、監事及び

会計監査人による徹

底的なチェックを受

けているか。 
・契約方式等、契約に

係る規程類について、

整備内容や運用の適

切性等、必要な評価が

行われているか。 
・法人の特定の業務

を独占的に受託して

いる関連法人につい

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（２）入札・契約の適正な実施の確保 

入札・契約の適正な実施の確保を図るため、外部有識者及び監事からなる契約監

視委員会を平成 29年 6月に開催し、契約実績及び予定について、見直し・点検を実

施したが指摘事項はなかった。また、監事監査及び内部監査において、会計規程に基

づき入札・契約が適正に実施されているか監査を受けたが指摘事項はなかった。 

 

【契約監視委員会開催状況】 

年度区分 第１回開催 第２回開催 

平成 25 年度 平成 25 年 9 月 3 日 平成 25 年 12 月 19 日 

平成 26 年度 平成 26 年 8 月 26 日 平成 26 年 12 月 10 日 

平成 27 年度 平成 27 年 7 月 21 日 平成 27 年 12 月 10 日 

平成 28 年度 平成 28 年 6 月 23 日 平成 28 年 12 月 1 日 

平成 29 年度 平成 29 年 6 月 22 日     ―        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ついて問題となる指摘

はなく、入札・契約の適

正な実施が確保されて

いると言える。 

 上記のことから、第３

期中期目標の所期の目

標を達成すると見込ま

れるため、Ｂ評定とし

た。 
 

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

＜その他事項＞ 

 なし。 

問題となる指摘事項は

なく、適正な実施が確

保されている。 
上記のことから、第

３期中期目標期間の所

期の目標を達成してい

るため、｢Ｂ｣評定とす

る。 
 
＜今後の課題＞ 
 なし。 
 
＜その他事項＞ 
 なし。 
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て、当該法人と関連法

人との関係が具体的

に明らかにされてい

るか。当該法人との業

務委託の妥当性につ

いての評価が行われ

ているか。 
・契約監視委員会で

の見直し・点検を適切

に行っているか。ま

た、「調達等合理化計

画」が計画どおり進ん

でいるか。                                        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

３―１ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 748 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間最

終年度値 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
総事業費に占める自 

己収入の比率 

（年度計画値）（％） 

中期目標期間最終年度総事業 

費に占める自己収入の比率を 

40％以上 

 40％以上 40％以上 40％以上 40％以上 40％以上 － 

総事業費に占める自 

己収入の比率 

（実績値）（％） 

－ 54.3％ 

 

55.5％ 53.7％ 55.3％     59.8％ 55.9％ － 

達成度 － － 138％ 134％ 138％      150％ 140％ － 

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務内容の改

善に関する事

項 

 通則法第 29

条第 2 項第 4

号の財務内容

の改善に関す

る事項は、次

のとおりとす

る。 

１ 自己収入

の増加に努め

る こと によ   

り、中期目標

期間中におい

予算（人件費の

見 積 り を 含

む）、収支計画

及び資金計画 

 

 

 

 

 

 

１ 予算 

別紙 1 のと

おり（略） 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・総事業費の占める

自己収入の比率 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・総事業費（定年退職

者に係る退職手当を

除く。）に占める自己

収入の比率は、適切で

＜主要な業務実績＞ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
【予算】 
○ 当法人は、国からの運営費交付金と自己収入等で事業を実施しており、総事業

費は人件費（退職手当を含む）等の一般管理費と知的障害のある利用者を支援する

ために必要な事業費で構成されている。 
 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

収入の増を図るため発達障

害者等の一般外来を増加させ

るとともに、研修等の資料や研

究成果をまとめたガイドブッ

ク等を販売した。総事業費（定

年退職者に係る退職手当を除

く）に占める自己収入の比率に

ついても、目標を大幅に上回る

ことができており、Ｂとした。 
 
 
＜課題と対応＞ 
なし。 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

運営交付金を充当し

て行う事業について

は、第３期中期計画で

定めた予算の範囲内で

計画どおりに執行され

ている。 

また、収入の増を図

るため、診療所の発達

障害者等の一般外来の

増加、研修等の資料や

研究成果をまとめたガ

イドブックの販売等を

行っている。そのため、

＜評定に至った理由＞ 

 自己収入を確保する

ため、発達障害者等の

一般外来患者数の増加

に努め、研修等の資料

や研究成果をまとめた

ガイドブックの販売等

を行っている。これら

により、総事業費に対

する運営費交付金以外

の収入（自己収入）の比

率は、第３期中期目標

に定める計画値（40％

以上）に対し、各年度と
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て、総事業費

（定年退職者

に係る退職手

当を除く。）に

占める自己収

入の比率を、

40％以上にす

ること。 

 

２ 経費の節

減を見込んだ

予算による業  

務運営の実施 

「業務運営

の効率化に関

する事項」で

定めた事項に

配慮した中期

計画の予算を

作成し、当該

予算内で健全

な運営を行う

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 収支計画 

別紙 2 のと

おり（略） 

 

３ 資金計画 

 別紙 3 のと

おり（略） 

 

短期借入金の

限度額 

１ 限度額  

310,000,000

円 

 

２ 想定され

る理由 

（１）運営費交

付金の受入れ

の遅延等によ

る資金の不足

に対応するた

め。 

（２）予定外の

退職者の発生

に伴う退職手

当の支給等、偶

発的な出費に

対応するため。 

 

重要な財産を

あるか。 

・運営費交付金を充

当して行う事業につ

いては、中期目標に基

づく予算を作成し、当

該予算の範囲内で予

算を執行しているか。 

 

 

・予算、収支計画及び

資金計画について、各

費目に関して計画と

実績の差異がある場

合には、その発生理由

が明らかになってお

り、合理的なものであ

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 各年度の予算は、中期目標・計画の目標である①「一般管理費及び事業費等の経

費（運営費交付金を充当するもの〈定年退職者に係る退職手当に相当する経費を除

く。〉）について、中期目標期間の最終年度（平成 29）の額を、前中期目標期間の最

終年度（平成 24）と比べて 16％以上節減すること。なお、総人件費については、政

府の方針を踏まえ、適切に対応すること」と、②「自己収入の増加に努めることによ

り、中期目標期間中において、総事業費（定年退職者に係る退職手当を除く。）に占

める自己収入の比率を、40％以上にすること」を目標として作成した。 

運営費交付金においては、平成 29年度 896 百万円を計上し実績値は 1,402 百万円

となった。これは、平成 28 年度決算における積立金があり今年度において費用取り

崩し額（約 5 億円）を含めているため、前中期目標期間最終年度（平成 24）と比較

すると約 263 百万円(▲15.8％)の節減となった。 

なお、自己収入においても、所期の目標を達成できた。 

 
【収支計画】 
○ 各年度、予算に従ってセグメント毎の収支計画を立て、事業を執行した。その際

の経費は、平成 27事業年度まで費用進行基準、平成 28事業年度年度から業務達成
基準により支出した。 
 
【資金計画】 
○ これまでの期間中、資金不足や偶発的な支出が無く計画どおり執行ができてい

る。 
 
【短期借入金】 
○ これまでの期間中、短期借入金は生じていない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【重要な資産の譲渡、又は担保に供すること】 

 総事業費に対する運営

費交付金以外の収入

（自己収入）の比率は、

第３期中期目標に定め

る 40％以上の計画値に

対し、各年度とも上回

る実績（53.7％から

59.8％）が得られてい

る（達成度 134％～

150％）。 

上記のことから、第

３期中期目標の所期の

目標を達成すると見込

まれるため、Ｂ評定と

した。 

 

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

＜その他事項＞ 

 なし。 

も 上 回 る 実 績 値

（53.7％～59.8％）と

なっている（達成度

134％～150％）。 

上記のことから、第

３期中期目標期間の所

期の目標を達成してい

るため、｢Ｂ｣評定とす

る。 

 

＜今後の課題＞ 
 なし。 
 
＜その他事項＞ 
 なし。 
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譲渡し、又は担

保に供  し

ようとすると

きは、その計画       

 なし 

 

剰余金の使途 

１ 職員の資

質の向上のた

めの学会、研修

会等への参加

及び外部の関

係機関との人

事交流 

２ 施設・設備

及び備品の補

修、整備並びに

備品の購入 

３ 施設利用

者の個別支援

計画の適切な

運用や地域に

おける支援体

制づくりなど

の地域移行の

取組み 

４ 退職手当

（依願退職等）

への充当 

 

 

 

 

 

 

 

・運営費交付金が全

額収益化されずに債

務として残された場

合には、その発生理由

が明らかになってお

り、それが合理的なも

のであるか。 

○これまでの期間中、該当なし。 
 
 
 
 
 
【剰余金】 
○これまでの期間中、剰余金は生じていない。 
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４．その他参考情報 

目的積立金等の状況は次表のとおりである。 

 
注：単位未満については、四捨五入して記載している。 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４―１ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

行政事業レビューシート番号 748 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期間最

終年度値 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
         
         
         
           
         

 
３．中期目標期間目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通則法第 29

条第 2 項第 5

号のその他業

務運営に関す

る 重 要 事 項

は、次のとお

りとする。 

１ 施設整備

や改修等につ

いては、適切  

な支援サービ

スの確保に留

意 し つ つ 、  

施設利用の状

況、社会経済

情 勢 を 踏 ま  

え、その必要

２ 施設・設

備に関する計

画 

 

施設・整備の

内容 

国立重度知的

障害者総合施

設のぞみの園

に 関 す る 施

設・設備 

 

予算額 

385 百万円（見

込み） 

 

財 源 

＜主な定量的指標

＞ 

なし 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

・施設・設備に関す

る計画は実施され

ているか。 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

１ 施設整備 

施設内の設備の老朽化や消防設備の設置など緊急度が高いものから整備し、入所

者に関する整備関係を優先させることを基本に整備してきた。所期中は、平成 26 年

度において、ライフラインの整備として、受変電設備の更新を行った。 

 

・完成日  平成 27 年 ３ 月 13 日     

                        （単位：百万円） 

施設・設備の内容 支出額 財源 

受変電設備 

更新工事 
86 

平成 26 年度 

施設整備費補助金 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

今期、施設・整備に関する計

画については、平成 26 年度の

みであり、緊急度が高いものか

ら整備し、入所者に関する整備

関係を優先させることを基本

に整備した。 

情報セキュリティに関しては

計画通りの取組を行ったこと

から、Ｂ評定とした。 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

第３期中期目標期間の

施設・整備に関する計画

については、平成 26 年度

に受変電設備更新工事を

行い、緊急性が高いもの

から整備し、施設入所利

用者に関する整備を優先

して行っている。 

また、情報セキュリテ

ィの取組については、平

成 27 年度に個人情報流

出防止対策として園内Ｌ

ＡＮと情報系ＬＡＮのネ

ットワーク構築のための

検討を行い、平成 28 年度

＜評定に至った理由＞ 

 第３期中期目標期間

の施設整備に関する計

画については、平成 26

年度に受変電設備更新

工事を行うなど、施設

入所利用者に関する緊

急性が高い整備を優先

して行っている。 

また、情報セキュリ

ティの取組について

は、個人情報等の漏洩

防止対策として、園内

ネットワークと情報系

ネットワークの分離を

行っている。また、情報
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性や経費の水

準 等 に つ い  

て十分に精査

すること。 

 

 

 

 

２ 政府の方

針を踏まえ、

適切な情報セ 

キュリティ対

策を推進する

こと。 

 

 

施設整備費補

助金 

 

３ 積立金処

分に関する事

項 

      

なし 

【 第 １ １

(２）】 

④業務内容の

情報開示等 

 のぞみの園

の運営状況や

財務状況、業

務の遂行状況

等について、

国民にとって

分かりやすい

よう情報開示

を行うととも

に、情報セキ

ュリティの向

上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・適切な情報セキ

ュリティ対策に取

り組んでいるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 適切な情報セキュリティ対策 

○ 平成 27 年度において、個人情報流出防止対策として、緊急一時避難として個人

情報を有するパソコンの LAN ケーブルを切断。併せて、新たに園内 LAN と情報系 LAN

のネットワーク構築のための検討を行った。 

 

○ 平成 28 年度において、サイバーセキュリティ基本法に基づく「政府機関等の情

報セキュリティ対策のための統一基準群」及び「厚生労働省情報セキュリティポリ

シー」を参照し、情報セキュリティポリシー及び情報セキュリティ関係規程の策定

を行った。 

・情報セキュリティポリシー 平成 28年 11 月 29 日施行 

・情報セキュリティ関係規定 平成 29年 2 月 28 日施行 

 策定した情報セキュリティポリシー等に基づき、以下の取組を行った。 

 

①園内ネットワークと情報系ネットワークを分離し、個人情報等の漏えい防止対策

を強化した。 

平成 29 年 2 月 28 日分離 

②策定した情報セキュリティポリシー等について、その運用に関する周知徹底を図

るため、全役職員を対象とする集合研修を行った。 

平成 29 年 2 月 23 日実施 

受講者 81名  

 

③その他、情報セキュリティ分野における最新の動向を把握するため、内閣サイバ

ーセキュリティセンター(NISC)、厚生労働省及び独立行政法人情報処理推進機構

(IPA)主催の集合研修に参加し、情報収集を行った。 

 

○平成 29 年度において、情報セキュリティポリシー等に基づき以下の取組を行っ

た。 

①情報セキュリティポリシー等について、その運用に関する周知徹底を図るため、

全役職員を対象とする集合研修を行った。 

平成 29 年９月 19 日実施 受講者数 67 名 

平成 29 年 12 月７日実施 受講者数 57 名 

においては、サイバーセ

キュリティ基本法に基づ

き、情報セキュリティポ

リシー及び情報セキュリ

ティ関係規程の制定を行

い、個人情報保護対策と

して園内ネットワークと

情報系ネットワークを分

離した。さらに、策定した

情報セキュリティポリシ

ー等についての研修会を

実施し、国が主催する研

修等に参加して情報セキ

ュリティ分野における情

報収集を図っている。 

上記のことから、第３

期中期目標の所期の目標

を達成すると見込まれる

ため、Ｂ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

 なし。 

 

＜その他事項＞ 

 なし。 

セキュリティポリシー

及び情報セキュリティ

関係規程の策定を行

い、その運用に関する

周知徹底を図るため、

職員研修を行ってい

る。さらに、情報セキュ

リティ分野における最

新の動向を把握するた

め、国が主催する研修

会に参加し、情報収集

を行っている。 

上記のことから、第

３期中期目標期間の所

期の目標を達成してい

るため、｢Ｂ｣評定とす

る。 

 

＜今後の課題＞ 
 なし。 
 
＜その他事項＞ 
 なし。 
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②情報セキュリティ分野における最新の動向を把握するため、内閣サイバーセキュ

リティセンター（ＮＩＳＣ）、厚生労働省及び独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰ

Ａ）主催の集合研修に参加し、情報収集を行った。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 

 

 


